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特 集 Ⅰ

地域別将来人口推計・世帯数の将来推計

特集によせて：国立社会保障・人口問題研究所の

将来人口・世帯推計

鈴 木 透

国立社会保障・人口問題研究所は2013年1月に全国の世帯数の将来推計を，3月には地

域別人口の将来推計を発表した．前者の世帯推計は，今後加速する人口減少と人口高齢化

が，世帯にどのように現れるかを示している．他の多くの国でもそうだが，わが国でも世

帯規模は縮小する傾向にあり，これは世帯数を増やす方向に作用する．このため既に減少

局面に入っている人口とは異なり，世帯数は2019年まで増加が続き，その後減少に転じる．

住宅やライフラインへの需要のように，個人よりは世帯の方が有効な分析単位である事象

については，人口に加えて世帯数の動向にも注目する必要があろう．さらにひとり親世帯

や高齢単独世帯・夫婦のみの世帯の動向は，今後の福祉サービスの需要予測に重要である．

地域別将来人口推計は，人口減少と人口高齢化がどのような地域パターンをもって進行

するかを示している．全国人口が減少する中，2010～15年に人口増加が見込まれるのは6

都県，2015～20年には沖縄県1県だけとなり，2020～25年以後は47都道府県全てが人口減

少局面に入ると予想される．人口高齢化は，高齢者人口そのものの増加と，高齢者割合の

高さという二つの側面から見ることができる．大都市圏と沖縄県では，総人口に加えて高

齢者人口の増加率も高い．一方で転出超過による人口減少が深刻な地域で高齢者割合が高

いという図式は，2040年になっても変わらない．このように大都市圏と沖縄県では高齢者

の絶対数の急増がもたらす問題が懸念される一方，過疎地域では高齢者とそれを支える現

役世代の比に伴う問題が懸念される．こうした地域別の人口減少と高齢化の進行は，各地

域の政治・経済・社会・文化に大きな影響を与えずにはおかないだろう．

本特集では，このように重要な意義を持つ全国世帯推計と地域別人口推計を実施する過

程で直面した方法論的問題や，推計結果を用いた高度な人口学的分析を扱った論文を掲載

している．鈴木論文は，全国世帯推計の方法論的問題を論じる．2010年国勢調査では家族

類型不詳の世帯が初めて出現し，また年齢・配偶関係不詳のパターンが2005年国勢調査と

は大きく異なると思われる．また2005～10年国勢調査において単独世帯の増加とその他の

一般世帯の減少が加速したが，そのことが将来推計に与えた影響について論じる．

小池論文は，地域別将来人口推計の都道府県別の結果を用い，高齢人口の変化要因を分
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析している．これは各都道府県の65歳以上人口の変化を年齢構成，死亡率，純移動率の効

果に分解するものだが，最終的には二つの全国要因と四つの地域要因に分解されることに

なる．全国要因では，期首60～64歳コーホートが期末に高齢者に参入することによる効果

は減少するが，高齢者の死亡数は増加の一途をたどる．地域要因のうち年齢構造が高齢人

口の増加を促進する効果は，大都市圏で大きい．

山内論文は，地域別将来人口推計における将来の出生力の仮定値設定に用いる指標とし

て，年齢別出生率・子ども女性比・総出生率・標準化出生率を比較している．1985年・

1990年・1995年国勢調査から出発し，それぞれ15年後の15歳未満人口を推計し実績値と比

較することで，それぞれの指標を評価している．結果としては標準化出生率が最も優れて

いるが，最も簡便な子ども女性比が残り二指標に劣るわけではないことが示される．
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計・世帯数の将来推計

全国世帯推計の方法論的諸問題

鈴 木 透

Ⅰ 世帯推移率法による世帯数の将来推計

世帯数の将来推計に最も広く用いられているのは世帯主率法で，男女別・年齢別・家族

類型別等の世帯主率の趨勢を将来に延長し，別に得られる将来推計人口に乗じて将来の世

帯主数を求める方法である．国立社会保障・人口問題研究所の都道府県別世帯推計は，こ

の方法に依拠している．世帯主率法は静的なモデルで，「世帯主」「非世帯主」といった状

態間のフローが明示的に扱われていない．これに対し世帯推移率法は動的なマクロシミュ

レーション・モデルで，推移確率行列を用いて状態別コーホート人口を将来に向けて投影

する．世帯推移率法は数学的には単純なマルコフ過程で，行列表現で次のように表せる．

k・・n,・・n・k・,・A・,・

ここでk・,・は年次・における・を下限とするコーホートの状態別人口ベクトル（ヨコ）

で，A・,・は推移確率行列である．k・,・を期首人口ベクトル，k・・n,・・nを期末人口ベクトル

と呼ぶ．この方法の世帯推計への適用は，1980年代以降主にヨーロッパで行われて来た．

オランダのLIPROモデル（vanImhoffandKeilman1991）が最も有名だが，他にスウェー

デン，ドイツ，イギリス，アメリカ等で適用例がある（（Keilman1988;Murphy1991;

Zeng,etal.2006））．
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国立社会保障・人口問題研究所の全国世帯推計は，1995年国勢調査を初期人口とする1998年10月

推計以降は世帯推移率法を用いており，今回の2013年1月推計が4回目となる．これは状態間推移

確率行列を用いる多相人口学的モデルであり，まず配偶関係間の推移確率行列を作成した後，世帯

動態調査の集計結果を用いて世帯内地位を含む推移確率行列を得ている．方法については報告書に

一般的な解説を載せたが，本稿ではより専門的な論点について詳細に論じる．初期人口に関しては，

2010年国勢調査で初めて現れた「家族類型不詳」の処理について論じる．配偶関係間の推移に関し

ては，2005年と2010年で配偶関係不詳の生じ方がいかに異なるかを示す．2005～10年には単独世帯

の不自然な増加も見られたが，世帯推計では未婚者の単独世帯への推移確率は低下すると仮定した．

今回推計では，単独・核家族以外の一般世帯数が前回に比べ著しく少なく推計されたが，その原因

について考察する．最後に施設居住割合の動向が，もっぱら85歳以上人口の動向に左右されること

を示す．



現在でも多くの公式推計で用いられている世帯主率法に比べて，世帯推移率法の適用例

が少ないのはデータの制約による．初婚数・再婚数・離婚数といった配偶関係間のフロー

は，かなりの部分が人口動態統計から得られる．しかし世帯内地位間のフローは，たとえ

「世帯主」「非世帯主」という最も単純な二分法の場合でさえ，官庁統計からは得られない．

従って，世帯推移率法に必要なデータを得るためには，2時点のセンサスや人口登録デー

タ間のマッチングか，大規模な標本調査を行わなければならない．今回推計では，全国標

本調査である第6回世帯動態調査（国立社会保障・人口問題研究所 2011）の集計結果に

依拠し，配偶関係間推移確率行列（4×4）を，世帯内地位を含むフルサイズの推移確率

行列（男子は13×13，女子は12×12）に分割した．

Ⅱ 初期人口

2010年国勢調査では，非常に多くの年齢不詳と配偶関係不詳人口が出た．さらに家族類

型不詳の一般世帯（85,798世帯）が初めて現れた．この家族類型不詳はすべて2人以上の

一般世帯で，世帯主の年齢も不詳である．そこで先に単独世帯主について処理を済ませる

ことにして，年齢不詳案分済みの単独世帯主数に合わせて，5歳階級別に配偶関係不詳を

比例配分した．2人以上の世帯主で年齢・家族類型とも不詳な世帯主は，男子が72,921人，

女子が12,877人である．また，施設に居住する年齢不詳人口も，男子が3,875人，女子が

279人と特定されている．これらを男女別年齢不詳人口（単独世帯主を除く）から引けば，

2人以上の一般世帯人員（非世帯主）で年齢不詳の人口が得られる．そこで男女別に，年

齢・家族類型不詳の世帯主は家族類型別に比例配分し，年齢不詳の非世帯主は「配偶者」

「その他の非世帯主」に比例配分した．この段階での年齢と状態のクロス表を模式的に表

すと，表1のようになる．

世帯推計は基本的に15歳以上人口の状態に関する推計なので，年齢階級は15～19歳から

85歳以上までの15階級・X・15・である．不詳案分済みの年齢別人口（単独世帯主を除く）

は，全国人口の将来推計（国立社会保障・人口問題研究所 2011）でも用いられた所与の
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表１ 不詳案分前の年齢別・状態別人口

年齢不詳 状態別人口

年齢階級・・・ 案分済み 状態計 1 2 … C

年齢計 G K0・.,.・・G K0・.,1・ K0・.,2・ … K0・.,C・

1 G・1・ K0・1,.・ K0・1,1・ K0・1,2・ … K0・1,C・
2 G・2・ K0・2,.・ K0・2,1・ K0・2,2・ … K0・2,C・

: : : : : :

X G・X・ K0・X,.・ K0・X,1・ K0・X,2・ … K0・X,C・

不詳 0 U U・1・ U・2・ … U・C・



もので，これをG・・・とする．状態は2人以上の世帯主（15家族類型）に「配偶者」「そ

の他の非世帯主」「施設」を加えた18状態 ・C・18・から成る．問題は与えられた行和

G・・・および列和K0・.,c・を保存しつつ，年齢不詳人口U・c・を案分することである．こ

れは未知数が・X・1・・C・1・個ある不定方程式を解くことに相当し，解は無数にある．

・
X

・・1

K2・・,c・・・
X

・・1

K0・・,c・・U・c・, （2-1）

・
C

c・1

K2・・,c・・G・・・. （2-2）

反復推計を用いない方法としては，次のものがある．まずカテゴリーごとにU・c・を比

例配分した人口をK1・・,c・とする．

K1・・,c・・K0・・,c・・U・c・
K0・・,c・

・
X

・・1

K0・・,0・

. （2-3）

このとき次のようにK2・・,c・を定めれば，K2・・,c・は目標とする案分人口になってい

る．

K2・・,c・・K1・・,c・・
・・・G・・・・K1・・,.・

・・・
K1・.,c・

G
. （2-4）

この方法で案分してみたところ，男子の「女親と子」世帯主で案分後の人口が案分前よ

り少なくなる（K2・・,c・・K0・・,c・）事態が発生した．また女子の施設世帯人員でも同様

の事態が起きた．そこで行和と列和の目標値／現在値を乗じて度数を改善して行くオーソ

ドックスな反復推計法を試すことにした．K
'
i・・,c・の初期値には，（2-3）のK1・・,c・を用

いた．

Ki・1・・,c・・K
'
i・・,c・

G・・・

K
'
i・・,.・

, （2-5a）

K
'
i・1・・,c・・Ki・1・・,c・

K1・.,c・

Ki・1・.,c・
. （2-5b）

この方法で年齢不詳を案分したところ，一般世帯の世帯主・非世帯主では案分前より少

ない人口は発生せず，女子の施設世帯人員で数人の減少が生じたが問題ないと考えられた．

なお，常に案分前より多い結果を生じる方法を考えることもできる．たとえば次の形で

K2・・,c・を求めれば，w
'
i・・,c・・0である限り，K2・・,c・はK0・・,c・を下回ることはない

だろう．

K2・・,c・・K0・・,c・・U・・・w
'
i・・,c・. （2-6）
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w
'
i・・,c・の初期値はカテゴリーごとの年齢分布か，年齢階級ごとのカテゴリー分布とす

る．（2-1）よりw
'
i・・,c・の列和は1でなければならない．行和については（2-2）より，

・
C

c・1

U・c・w
'
i・・,c・・G・・・・K0・・,.・. （2-7）

w
'
i・・,c・を改善するためには，まず（2-7）の右辺／左辺を乗じ，さらにw

'
i・1・・,c・の列

和で割ればよい．

wi・1・・,c・・w
'
i・・,c・

G・・・・K0・・,c・

・
C

c・1

U・c・w・・,c・

, （2-8a）

w
'
i・1・・,c・・

wi・1・・,c・

wi・1・.,c・
. （2-8b）

この方法による案分結果を（2-5）の結果と比較したところ，違いは±0.1％未満でほとん

ど差がなかった．今回は，周辺分布で精錬するオーソドックスな（2-5）の方法による案分

結果を採用した．

Ⅲ 配偶関係間推移確率行列

世帯推計で用いられる推移確率は5歳階級・5年間隔のもので，配偶関係は「未婚」

「有配偶」「死離別」の3状態である．その前段階として，2010年の配偶関係間推移に関す

る多相生命表（男女とも各歳）を「未婚・s・」「有配偶・m・」「死別・w・」「離別・v・」の

4状態について作成した．特定の性・年齢について，推移確率行列は表2のような5×5

の行列になる．ここに含まれる推移確率は，初婚確率・qsm・，再婚確率・qwm・，死別確率

・qmw・，離婚確率・qmv・，および4種類の配偶関係別死亡確率（qsd,qmd,qwd,qvd）である．

死別者と離別者の再婚確率は等しいと仮定している．また未婚者が初婚と死離別を，1年

以内に立て続けに経験することはないと仮定している．

2010年国勢調査と人口動態統計から男女別，5歳階級別，配偶関係別死亡ハザードを求

め，有配偶を基準とする死亡の相対リスクを計算した．ただし35歳未満の死別および離別
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表２ 配偶関係（４状態）間推移確率行列

s.未婚 m.有配偶 w.死別 v.離別 d.死亡

s.未婚 1・qsm・qsd qsm 0 0 qsd

m.有配偶 0 1・qmw・qmv・qmd qmw qmv qmd

w.死別 0 qwm 1・qwm・qwd 0 qwd

v.離別 0 qwm 0 1・qwm・qvd qvd

d.死亡 0 0 0 0 1



の相対リスクは不安定なので，35～39歳の値を充て，その上で各歳に補間した．国勢調査

における男女別，年齢（各歳）別配偶関係分布とこの相対リスクを用いて，加重和が2010

年の生命表の年齢別死亡確率q・・・に合致するよう，配偶関係別死亡確率を調整した．や

はり2010年国勢調査と人口動態統計から日本人の初婚ハザード，再婚ハザード，離婚ハザー

ドを求め，これらをqsm・・・,qwm・・・,qmv・・・の初期値とした．これらは届出遅れを調整

しておらず，推移確率としては過小評価になっている．男子の死別確率qmw・・・は2歳下

の女子の有配偶死亡確率qsd・・・2・を，女子の死別確率qmw・・・は2歳上の男子の有配偶

死亡確率qmd・・・2・を充てた．

こうして求めた各歳の推移確率行列を5歳階級にまとめ，さらに「死別」と「離別」を

まとめて「死離別」とし，特定の性・5歳階級について4×4の行列とした．従来の推計

では，ひとつ前の国勢調査における配偶関係分布に適用して最新の国勢調査における配偶

関係分布を再現するよう，推移確率行列を調整していた．ところが2005～10年の期間に関

しては，コーホートの加齢に伴い未婚割合が上昇するという明らかな不合理が見られ，こ

の方法は使えなくなった．

表3は国勢調査における女子（総人口）の未婚割合と配偶関係不詳割合を示したものだ

が，2005年国勢調査で40歳以上（1965年9月以前生まれ）のコーホートで未婚割合の上昇

が生じている．これは不詳に占める未婚者の割合が，2010年には2005年より減少したこと

を示唆する．

一般に・年の・歳を下限とする5歳階級の未婚割合をS・・,・・，配偶関係不詳割合を

U・・,・・と書けば，不詳が実際の配偶関係と独立に生じたと仮定した場合の案分済み未婚

割合は S
・
・・,・・・S・・,・・/・1・U・・,・・・で得られる．表 3には案分前の未婚割合の比

S・・・5,2010・/S・・,2005・と案分後の比S
・
・・・5,2010・/S

・
・・,2005・を示した．2005年
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表３ 国勢調査における女子の未婚割合のコーホート変化：2005～10年

コーホート 2005年 2010年 2010年／2005年 未婚残存率

2005年 2010年 未婚（%） 不詳（%） 未婚（%） 不詳（%） 案分前 案分後 の最小値

15～19歳 20～24歳 99.14 0.01 87.85 2.01 0.8861 0.9041 0.8860

20～24歳 25～29歳 88.70 0.05 58.90 2.37 0.6640 0.6798 0.6637

25～29歳 30～34歳 59.02 0.09 33.89 1.84 0.5742 0.5844 0.5737

30～34歳 35～39歳 31.97 0.16 22.69 1.68 0.7099 0.7209 0.7088

35～39歳 40～44歳 18.38 1.94 17.07 1.70 0.9288 0.9265 0.9108

40～44歳 45～49歳 12.06 1.50 12.36 1.53 1.0253 1.0256 1.0099

45～49歳 50～54歳 8.21 1.20 8.57 1.25 1.0441 1.0446 1.0316

50～54歳 55～59歳 6.14 1.09 6.43 1.18 1.0485 1.0494 1.0370

55～59歳 60～64歳 5.20 1.12 5.45 1.24 1.0469 1.0482 1.0352

60～64歳 65～69歳 4.22 1.12 4.44 1.47 1.0513 1.0550 1.0395

65～69歳 70～74歳 3.79 1.22 3.95 1.75 1.0417 1.0473 1.0290

70～74歳 75～79歳 3.86 1.34 3.96 2.14 1.0254 1.0339 1.0117

75～79歳 80～84歳 3.91 1.49 3.97 2.80 1.0132 1.0269 0.9982

未婚残存率の最小値は，2005年の不詳案分済み未婚割合が正しいとした場合の値．



に40歳以上のコーホートでは，配偶関係不詳の割合はすべて上昇しているので，独立性を

仮定した案分は事態を悪化させることになる．

仮に2005年の案分済み未婚割合S
・
・・,2005・は正しく，2010年のみ独立性が成り立って

いないとする．このとき，未婚残存率の最小値は2010年の配偶関係不詳が全て既婚の場合

で，S・・・5,2010・/S
・
・・,2005・で得られる．表3にはこの案分前／案分後の比も合わせ

て示したが，2005年に40～74歳のコーホートではやはり1を越えてしまう．つまりこれら

のコーホートでは，2010年はもちろん2005年にも独立性は成り立たっていなかったことに

なる．

過去の国勢調査で期首に40～44歳だった女子コーホートの未婚残存率を見ると，1990～

95年が0.9756，1995～2000年が0.9339，2000～05年が0.9607となっている．つまり2.4～6.6

％の女子が，初婚によって未婚状態から離脱すると考えられる．仮に2005年に40～44歳だっ

た女子コーホートの真の未婚残存率が0.95だったとする．もし2005年の配偶関係不詳がす

べて未婚だった場合，2010年の真の未婚割合は（0.1206+0.0150）×0.95=12.88％で，不

詳のうち実際には未婚だった者は0.52％となる．この場合，不詳に占める未婚の割合は，

100％から33.8％に急減したことになる．一方，2010年の配偶関係不詳がすべて既婚だっ

た場合，2005年の真の未婚割合は0.1236/0.95=13.0％で，不詳のうち実際には未婚だっ

た者は0.96％となる．この場合，不詳に占める未婚者の割合は63.7％から0％に急減した

ことになる．このように2005年から2010年への変化は，配偶関係不詳の構成に急激な変化

があったと考えなければ説明がつかない．

今回の世帯推計では，配偶関係間推移確率行列を2005～10年の国勢調査に合わせること

は放棄した．その代わり，全国将来人口推計で用いられた15～49歳女子の配偶関係分布の

推計値（国勢調査結果を再現しない）に合わせて推移確率を調整した．将来の初婚・再婚・

死離別確率についても全国将来人口推計で用いられた将来推計値に合わせて調整し，それ

と矛盾しないように50歳以上の推移確率を変化させた．配偶関係別死亡確率は，やはり全

国将来人口推計で用いられた将来生命表における死亡率低下に合わせて低下させた．

Ⅳ 単独世帯の増加

2005年国勢調査を出発点とする前回の推計では，2010年の一般世帯総数を5,029万世帯

と推計しており，国勢調査の実績値である5,195万世帯に対し－3.0％の過小評価だった．

特に単独世帯数は1,571万世帯と推計したのに対し，実績値は1,678万世帯で，－6.4％の過

小評価だった．過小評価の主な原因は，2005～10年の変化がそれほど予想外のものだった

ことである．図1は国勢調査による5年期間別増加率の推移を家族類型別に示したもので，

単独世帯数の増加率は1990～95年期間をピークに減速していたが，2005～10年に不自然に

加速している．このように不自然な推移を想定するのは困難で，どのような推計方法であ

れ単独世帯数の過小評価は不可避だったろう．

このような不自然な単独世帯の増加は，おもにどのような性・年齢層で生じたのだろう
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か．表4には，1995～2010年国

勢調査における一般世帯人員に

占める独居割合の推移を示した．

著しい不連続性が見られるのは

20～29歳男子で，それまでほぼ

一定で推移してきた独居割合が

2010年に急騰している．30～74

歳男子も，2005年までの独居割

合の増加速度に比べて不自然に

加速している年齢が目立つ．一

方で70代の独居割合の増加は減

速しており，85歳以上では低下

に転じている．女子では30～50

代の独居割合の増加が加速して

いるが，男子ほど不自然な変化は見られない．

独居割合は世帯主率の一種であり，世帯主率法であれば20代男子の突然の独居割合の上

昇開始をある程度考慮せざるを得ない．しかし世帯推移率法は，独居割合を含む世帯主率

を直接外挿するのではなく，将来の推移確率を仮定する．今回推計でも前回同様，結婚前

離家が遅れている状況（鈴木 2003,2007）に鑑み，未婚にとどまることを条件とした離

家確率（非世帯主から単独世帯主への推移確率）は低下すると仮定した．その結果，図2

に示したように，2005～10年に生じた20代男子の独居割合上昇はその後は持続せず，むし
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表４ 一般世帯人員に占める独居割合（%）

男 女

年齢 1995年 2000年 2005年 2010年 1995年 2000年 2005年 2010年

15-19歳 7.9 7.6 7.9 7.4 5.7 5.8 5.7 5.7

20-24歳 28.1 28.2 28.2 29.7 16.2 18.8 20.1 22.3

25-29歳 24.5 23.6 24.5 28.0 10.3 12.0 14.8 17.9

30-34歳 15.4 17.6 18.2 20.0 5.9 7.9 9.6 11.7

35-39歳 10.7 13.2 15.5 17.1 4.0 5.5 7.4 8.9

40-44歳 10.2 11.3 13.8 16.8 3.6 4.3 6.0 8.1

45-49歳 10.0 11.8 13.1 16.4 4.5 4.7 5.6 7.9

50-54歳 9.2 11.6 13.7 16.0 6.0 6.3 6.8 8.2

55-59歳 7.8 10.1 13.0 16.3 8.3 8.5 8.9 9.9

60-64歳 6.5 8.3 10.8 14.6 11.3 11.3 11.4 12.4

65-69歳 6.1 7.8 9.7 12.5 14.8 15.3 15.2 15.9

70-74歳 5.8 7.7 9.3 11.2 18.6 19.4 19.9 20.7

75-79歳 6.3 8.7 9.8 10.8 20.3 23.0 24.1 26.3

80-84歳 7.3 9.5 11.2 11.5 18.2 22.9 26.1 29.8

85歳以上 8.5 11.3 13.1 12.4 12.3 16.3 20.3 25.9

図１ 家族類型別世帯数の国勢調査間増加率



ろ2035年には2010年より独居割合

がわずかに低下するという結果に

なった．独居割合を直接外挿する

世帯主率法では，このような結果

を正当化するのは難しいと思われ

る．一方で40代以降の男子の独居

割合は，晩婚化・未婚化の影響で

大幅に上昇するという結果になっ

た．ただし2010～35年の上昇幅は，

2005～10年の不自然な上昇と比較

すれば，かなり抑制されたものに

なっている．

Ⅴ その他の一般世帯の減少

世帯推計は図1に示した5類型，すなわち「単独」「夫婦のみ」「夫婦と子」「ひとり親

と子」「その他」の一般世帯数を将来に向けて投影している．ここでその他の一般世帯は，

核家族以外の親族世帯と，非親族を含む世帯から成る．ところで2010年国勢調査では，非

親族に関する家族類型の定義に変更があった．すなわち2005年国勢調査までは，世帯主と

親族関係にない者だけが同居する「非親族世帯」が，少なくともひとり親族を含む「親族

世帯」と対置されていた．しかし2010年国勢調査では，世帯主と親族関係にない者を少な

くともひとり含む「非親族を含む世帯」が，「親族のみの世帯」と対置されるようになっ

た．この変更は，親族世帯→親族のみの世帯を減少させ，非親族世帯→非親族を含む世帯

を増加させることになる．世帯推計が投影する5類型について言えば，定義の変更は「単

独」に対しては影響を与えず，「夫婦のみ」「夫婦と子」「ひとり親と子」の世帯数を減少

させ，「その他」の世帯数を増加させる．

図1に示した家族類型別世帯数の増加率は，この定義変更の影響を調整していない．定

義変更は，その他の世帯数を増加させるか，少なくとも減少速度を減速させるはずである．

ところが図1では，2000～05年に比べ2005～10年の減少が加速している．定義変更の影響

を除去した真の2005～10年の減少率は，図1に示したもの（－7.0％）より大きかったこ

とになる．

表5は単独世帯以外の家族類型別一般世帯数で，国勢調査の家族類型番号の（3）男親と

子と（4）女親と子は，「ひとり親と子」にまとめている．図1における2005～10年期間の増

加率は，2005年国勢調査の公表値（A）と，2010年国勢調査の不詳案分済み世帯数（D）から

計算したものである．これに対し表5の増加率は，家族類型の定義変更の影響を除去する

ため，2010年国勢調査の定義に合わせた遡及推計（B）と不詳案分済み世帯数（D）から計算
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図２ 一般世帯人員の独居割合：男



した．それによるとその他の一般世帯の増加率は－7.9％で，図1より1％ポイント近く

絶対値が大きかったことになる．

図1に示したように，その他の一般世帯は1985～90年期間に減少に転じたが，その後の

減少速度は減速と加速を繰り返しており，将来の見通しをたてるのが難しい．図3は前回

推計（国立社会保障・人口問題研究所 2008）と今回推計（国立社会保障・人口問題研究

所 2013）におけるその他の一般

世帯の増加率を比較したものであ

る．前回推計では，2000～05年期

間の減速傾向を引き継いで減少が

減速し，－2％付近に収束すると

いう結果だった．2005～30年の25

年間の増加率は－12.4％で，これ

は核家族世帯（＝夫婦のみ＋夫婦

と子＋ひとり親と子）の－11.5％

よりわずかに低い．しかし2015年

以降は核家族世帯の減少速度の方

が早くなるため，「二人以上の世

帯に占める核家族世帯の割合が増

加する」という意味での核家族化
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表５ 二人以上の一般世帯数（2005年・2010年）

2005年国勢調査 2010年国勢調査

家族類型 公表値 遡及集計 公表値 不詳案分 増加率（%）

（A） （B） （C） （D）（D）/（B）-1

（1）夫婦のみ 9,636,533 9,625,318 10,244,230 10,268,774 6.7

（2）夫婦と子 14,645,655 14,631,459 14,439,724 14,474,301 -1.1

（3）（4）ひとり親と子 4,111,519 4,070,314 4,522,945 4,535,380 11.4

その他の一般世帯（計） 6,211,740 6,278,356 5,765,103 5,779,346 -7.9

（5）夫婦と両親 246,725 246,264 231,622 232,176 -5.7

（6）夫婦とひとり親 738,489 736,760 730,930 732,705 -0.6

（7）夫婦と子と両親 1,180,033 1,177,498 919,748 921,948 -21.7

（8）夫婦と子とひとり親 1,823,570 1,819,088 1,515,891 1,519,576 -16.5

（9）夫婦と他の親族 125,465 124,496 121,917 122,211 -1.8

（10）夫婦と子と他の親族 412,758 410,698 430,771 431,811 5.1

（11）夫婦と親と他の親族 113,320 112,616 105,824 106,084 -5.8

（12）夫婦と子と親と他の親族 415,695 413,786 350,036 350,885 -15.2

（13）兄弟姉妹のみ 309,858 306,522 315,695 316,526 3.3

（14）他に分類されない親族世帯 577,766 570,942 586,214 587,811 3.0

（B）非親族（を含む）世帯 268,061 359,686 456,455 457,613 27.2

不詳 0 0 85,798 0 －

図３ その他の一般世帯の増加率



は終焉を迎えるというのが前回推計が示唆する結果だった．核家族世帯の方が急激に減少

するのは，人口高齢化は直系家族の形成を促進することと，有配偶割合の低下は直系家族

より核家族をより大きく減少させることによる（鈴木 2012）．

ところが今回の推計結果では，2010～35年の25年間にその他の一般世帯は－40.8％と急

激に減少するのに対し，核家族世帯は－5.5％の減少にとどまる．そのため前回推計のよ

うなその他／核家族比の上昇は起こらず，表6にみるように，核家族世帯に対するその他

の一般世帯の比は単調に低下を続けるという結果が得られた．

こうした将来推計結果の変化は，仮定された推移確率行列の変化によるものである．前

回推計（2008年3月推計）の推移確率行列は，2004年の第5回世帯動態調査（国立社会保

障・人口問題研究所 2007）に依拠している．一方，今回推計（2013年1月推計）の推移

確率行列は，2009年の第6回世帯動態調査（国立社会保障・人口問題研究所 2011）に依

拠している．各回の世帯動態調査の個票データから状態間の推移度数を男女別・5歳階級

別に集計し，そこから得られた男女別・5歳階級別推移確率を出発点として，ふたつの国

勢調査間のコーホート変化に合わせた調整を施して推移確率行列を作成している．今回推

計でその他の一般世帯がより急速に減少することになったのは，世帯動態調査のデータに

そのような行動の変化が内包されていたか，あるいは国勢調査のコーホート変化に合わせ

て調整する過程でそのような違いが生じたかのいずれかだろう．

まず世帯動態調査のデータについて検討する．表7では，第5回と第6回の世帯動態調

査について，全体的な推移確率を比較するため，あえて全年齢の男女に関する集計結果を

示した．配偶関係と世帯内地位の組合せは，本来は男子12状態，女子11状態（死亡状態を

除く）あるのだが，ここでは4状態にまとめた．これらの推移確率行列を比較すると，

「その他の世帯主１）」状態にとどまる確率は，第5回調査の80.1％から第6回調査では77.6

％に低下した．これに伴い，他の3状態への推移確率はいずれも上昇した．一方で他の3
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表６ 二人以上の一般世帯の将来推計結果

前回推計 今回推計

年次 核家族 その他
その他／

核家族 その他
その他／

核家族比 核家族比

2005年 28,394 6,212 21.9

2010年 28,629 5,951 20.8 29,278 5,779 19.7

2015年 28,266 5,771 20.4 30,116 5,150 17.1

2020年 27,452 5,655 20.6 30,189 4,594 15.2

2025年 26,358 5,557 21.1 29,664 4,127 13.9

2030年 25,122 5,443 21.7 28,770 3,743 13.0

2035年 27,678 3,421 12.4

千世帯，比は％

1）実際には国勢調査や世帯動態調査で申告された世帯主に対し，推計モデルでは準拠成員を「マーカ」と呼ん

で区別している．これは「夫婦のみまたは夫婦と子世帯では夫をマーカとする」「ひとり親と子世帯では親を

マーカとする」などの制約を課し，状態の数を少なくするためである．しかし繁雑さを避けるため，ここでは

推計モデルのマーカも「世帯主」と呼んでいる．



状態から「その他の世帯主」状態への推移確率は，「非世帯主」からの推移確率を除いて

低下した．これらの推移確率行列に対応する固有ベクトル（合計を1に基準化）をみると，

「その他の世帯主」状態は9.3％から7.6％に減少することが示唆された．このように二回

の世帯動態調査間で「その他の世帯主」状態への流入確率の低下と流出確率の上昇が観察

されており，この変化が世帯推計の推移確率行列に反映された結果，今回推計でその他の

一般世帯の減少速度が前回より大きくなったと言える．

実際に将来推計で仮定された推移確率行列がもたらすその他の一般世帯数の差を見るた

め，前回と今回推計の推移確率行列から多相生命表を作成して比較してみる．推移確率行

列は5年期間ごとに異なるが，違いは死亡確率と配偶関係間推移確率に関するもので，そ

れらを与えた条件付確率は固定されている．たとえば，有配偶男子が5年後にも有配偶の

まま生存するという条件が与えられた場合の「その他の世帯主」への流入確率や流出確率

は，一定と仮定されている．一方で死亡確率の低下や晩婚化・未婚化の進行が想定されて

いるため，推移確率自体は刻々と変化する．ここでは最初の5年期間（前回推計の2005～

10年，今回推計の2010～15年）の推移確率行列から，それぞれ多相生命表を作成して比較

した．

多相生命表は5歳階級別に，男子13状態・女子12状態（死亡状態を含む）の配偶関係と

世帯内地位の組合せを出力する．初期状態は2010年国勢調査における15～19歳の分布を用

い，そこから逐次的に推移確率行列を適用して次の5歳階級の状態分布を求めた．表8は，

それらの状態のうち世帯主数を家族類型別に合計したものである．この表の世帯数は，15

～19歳の生存者数を男女それぞれ10万人とした場合の，男女・全年齢の世帯主数である．

この表によると，前回推計で仮定された推移確率行列では一般世帯に占めるその他の世帯

は10.2％だったのに対し，今回推計では5.4％に減少している．男女・年齢を区別してい
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表７ 世帯動態調査から得られた男女・全年齢の推移確率行列

第5回世帯動態調査（2004年）

期首＼期末 単独世帯主 核家族世帯主 その他の世帯主 非世帯主

単独世帯主 0.6402 0.1168 0.0194 0.2236

核家族世帯主 0.0315 0.9297 0.0268 0.0120

その他の世帯主 0.0283 0.1561 0.8010 0.0146

非世帯主 0.0406 0.0403 0.0095 0.9095

固有ベクトル 0.0866 0.5220 0.0931 0.2983

第6回世帯動態調査（2009年）

期首＼期末 単独世帯主 核家族世帯主 その他の世帯主 非世帯主

単独世帯主 0.6924 0.1132 0.0160 0.1784

核家族世帯主 0.0324 0.9331 0.0225 0.0120

その他の世帯主 0.0303 0.1758 0.7764 0.0176

非世帯主 0.0488 0.0385 0.0112 0.9015

固有ベクトル 0.1080 0.5406 0.0759 0.2754



るか否かの違いがあるので直接の比較は難しいが，これは表7に示した固有ベクトルの変

化（9.3％から7.6％）よりも大きな変化に見える．

推移確率行列は，配偶関係間推移確率（死亡確率を含む）に条件付確率を乗じて作成し

ている．この二種類の確率の影響を分離するため，表8には今回の配偶関係間推移確率に

前回の条件付確率を乗じて作成した推移確率行列による結果も示した．今回推計で用いら

れた配偶関係間推移確率は，前回より緩慢な晩婚化・未婚化を仮定している．この変更は

単独世帯を減少させ核家族世帯を増加させるが，その他の一般世帯の割合にはほとんど影

響しないことがわかる．つまりその他の一般世帯に関する限り，前回と今回の違いはもっ

ぱら条件付確率の違いによるものである．

推移確率行列が示唆するその他の一般世帯の減少（表8）が，世帯動態調査が示唆する

減少（表7）より大きいとすれば，2005～10年の二回の国勢調査におけるコーホート変化

に合わせて調整する段階で，より大きな変化が組み込まれたことを意味する．これは図3

に示したようなその他の一般世帯の減少の加速が，コーホート変化にも反映されていたた

めと考えられる．単独世帯の場合と異なり，その他の一般世帯の増加率は従来からジグザ

グに変化してきたので，2005～10年の変化率を不自然で例外的なものと断言するのは難し

い．このため，未婚者の単独世帯への流入確率以外の条件付確率は，すべて一定不変と仮

定している．もし第5回から第6回世帯動態調査にかけて観察されたような推移確率の変

化が今後も続くとすれば，条件付確率もその他の一般世帯をさらに減らす方向に変化する

のだろうが，そのような変化は組み込まれていない．仮にそのような変化を組み込めば，

その他の一般世帯は信じ難いほど急激に減速することになるだろう．

Ⅵ 施設居住割合の変化

世帯推計において，一般世帯人員の状態は推移確率行列を用いて動的に投影しているが，

総人口に占める一般世帯人員・施設世帯人員の分布は世帯主率法と同じ静的な趨勢延長に

よって得ている．具体的には，国勢調査から2005～10年における男女別，5歳階級別，配

偶関係別施設居住割合の変化率を求め，5歳階級について平滑化した変化率を一定として
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表８ 推移確率行列から得た多相生命表における世帯数

世帯の 前回推計の推移確率 今回推計の推移確率 前回の条件付確率＋

家族類型 （2005～10年） （2010～15年） 今回の配偶関係間推移

世帯数 （ %） 世帯数 （ %） 世帯数 （ %）

単独 554,355 （44.6） 522,293 （41.2） 535,114 （42.0）

夫婦のみ 189,010 （15.2） 235,782 （18.6） 209,562 （16.5）

夫婦と子 266,275 （21.4） 314,940 （24.9） 279,292 （21.9）

ひとり親と子 107,873 （8.7） 125,712 （9.9） 119,800 （9.4）

その他 126,522 （10.2） 68,458 （5.4） 129,779 （10.2）

計 1,244,035 （100.0） 1,267,184 （100.0） 1,273,547 （100.0）



将来の施設居住割合を求めた．表9は男女別，5歳階級別，配偶関係別施設居住割合を，

2010年と2035年について比較したものである．ごく若い年齢を除き，施設居住割合は低下

傾向が支配的である．ただし施設居住割合が最も高い85歳以上の死離別では，男子の施設

居住割合は上昇が見込まれ，女子は低下するがその幅は小さい．これは85歳以上の年齢階

級内でも高齢化が進む年齢構成効果のためと考えられる．

85歳未満での全般的な施設居

住割合低下と人口高齢化の影響

で，施設居住者に占める85歳以

上のシェアは2010年の33.4％か

ら2035年には65.0％まで増加す

ると予想される．このため施設

居住割合の動向は，ますます85

歳以上人口の動向に支配される

ようになる．そのことを端的に

示すのが図4で，2030年前後に

ともに特徴的な動きが見られる．

これは戦時中生まれのベビーバ

スト・コーホートが85歳を越え

る2030～31年には85歳以上人口

の増加率が抑圧されるが，戦後ベビーブーム・コーホートが85歳以上に参入する2032年以

降は増加率が急激に上昇することによる．このように85歳以上人口の動向を反映し，全年
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表９ 男女別，５歳階級別，配偶関係別施設居住割合（%）

男 女

年齢 未婚 有配偶 死離別 未婚 有配偶 死離別
2010 2035 2010 2035 2010 2035 2010 2035 2010 2035 2010 2035

15-19歳 3.4 3.5 3.9 10.6 3.1 4.5 2.1 2.1 1.0 3.1 1.4 1.5

20-24歳 2.7 2.4 0.7 1.3 3.8 4.5 1.4 1.1 0.1 0.1 0.4 0.4

25-29歳 1.5 1.1 0.3 0.4 3.8 3.5 0.5 0.3 0.0 0.0 0.3 0.2

30-34歳 1.3 0.6 0.2 0.2 2.5 2.0 0.6 0.2 0.0 0.0 0.3 0.1

35-39歳 1.6 0.5 0.2 0.1 2.1 1.4 1.0 0.2 0.0 0.0 0.3 0.1

40-44歳 2.1 0.4 0.2 0.1 2.0 1.1 1.5 0.2 0.0 0.0 0.3 0.1

45-49歳 2.7 0.4 0.2 0.1 2.0 0.8 2.4 0.2 0.1 0.0 0.4 0.1

50-54歳 3.9 0.5 0.2 0.1 2.0 0.6 3.8 0.4 0.1 0.0 0.6 0.2

55-59歳 5.5 0.6 0.2 0.1 2.4 0.5 5.8 0.9 0.1 0.1 0.9 0.4

60-64歳 7.7 0.8 0.3 0.1 3.2 0.7 6.9 1.8 0.2 0.1 1.1 0.6

65-69歳 12.3 1.2 0.5 0.2 4.3 1.3 8.9 3.3 0.4 0.2 1.7 1.1

70-74歳 18.2 2.3 0.9 0.5 5.8 2.6 11.6 5.3 0.8 0.5 2.9 2.0

75-79歳 24.5 4.8 1.8 1.3 8.0 5.3 15.3 7.9 2.1 1.3 5.6 4.2

80-84歳 30.5 9.1 3.7 3.3 11.3 10.0 22.5 12.7 5.0 3.8 10.8 9.1

85歳以上 46.5 20.5 8.2 9.7 20.1 23.2 43.7 26.7 13.2 11.4 25.9 24.5

図４ 施設居住割合（全年齢）と85歳以上人口



齢での施設居住割合の上昇も1930～31年に減速した後，1932年からは急激に加速すること

になる．こうした点から，2010年以降の施設居住割合の上昇はもっぱら高齢化によるもの

で，特に85歳以上人口の増加を反映したものと言える．

Ⅶ 結語

国勢調査における年齢不詳や配偶関係不詳の割合は増加傾向にあり，2010年には家族類

型不詳の一般世帯が初めて現れた．このような趨勢は初期人口作成をより困難にし，将来

推計の基盤を危うくする．2010年国勢調査では，年齢不詳の単独世帯主は常に配偶関係も

不詳であり，家族類型不詳の世帯主は常に年齢不詳であるという階層的関係があった．今

後の国勢調査でこうした関係が崩れれば，初期人口の作成はさらに困難になるだろう．

仮に国勢調査に不詳や誤報があっても，そのパターンが通時的に安定していれば趨勢を

把握するのに問題はない．しかし2005～10年のコーホート未婚割合の変化は，そうした仮

定が成り立たないことを示唆する．特に40代女子の未婚割合の推移は，「配偶関係不詳」

の内実が両国勢調査間で大きく変化したことを示している．こうした変化は，調査方法の

変更によって増幅されるだろう．今後インターネットの活用等で調査方法が大きく変化し

た場合，不詳や誤報のパターンがさらに変化し，趨勢の把握が困難になる可能性がある．

2005～10年の若年男子を中心とする単独世帯主（独居者）増加の加速は明らかに不自然

で，やはり国勢調査の問題を示唆するように思われる．今回の推計では，2005～10年の加

速を反映せず，若年未婚者の離家ハザードは低下すると仮定した．一方でその他の一般世

帯の減少は過去に加速と減速を繰り返しており，2005～10年における加速が国勢調査の問

題を反映するとは断定しがたい．今回推計では，第6回世帯動態調査（2009年）から得ら

れた条件付推移確率を国勢調査のコーホート間推移に合わせて調整したものをそのまま用

いた．第5回世帯動態調査（2004年）の推移確率と比較したところ，その他の一般世帯主

への流入が減り流出が増えたことが確認された．つまりその他の一般世帯の減少を加速さ

せる，何らかの行動の変化があったことが示唆された．ただしその度合いについては，国

勢調査の問題によって誇張された可能性がある．

施設居住者の割合は上昇が見込まれるが，これはもっぱら人口高齢化によるものである．

85歳未満の施設居住割合はおおむね低下が続き，施設居住者に占める85歳以上のシェアは

今後ますます増加する．このため施設居住割合の推移は，85歳以上人口の推移をもっぱら

反映したものになる．
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MethodologicalIssuesregardingHouseholdProjectionsforJapan

ToruSUZUKI

TheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearchpublishedthelatesthousehold

projectionsforJapaninMarch2013.Theprojectionshadvariousmethodologicalproblemsdueto

deficienciesinthecensusofJapan.First,unlikethepreviouscensuses,the2010censusincluded

an"unknown"categoryforfamilytypesofhouseholds.Thisledtoanewproblemindetermining

theinitialpopulationofthehouseholdprojections.Second,cohortchangesinthepercentageofsin-

glemenandwomenbetweenthe2005and2010censusessuggestedadrasticchangeintheactual

compositionof"unknown"maritalstates.Inorderforthepercentageofsinglewomenaged40-44

in2005todeclinebetween2005and2010,theproportionofsingleamongthosewhosemarital

statuswas"unknown"hadtodropsignificantlybetweentwocensuses.

Despiteacontinualdecelerationinthegrowthofone-personhouseholdssince1990,growthof

thishouseholdcategorysuddenlyacceleratedbetweenthe2005and2010censuses.Theaccelera-

tionwassounnaturalthatitdidnotmatchtheprojectedgrowthratesofone-personhouseholds.On

theotherhand,theaccelerateddecreaseinotherprivatehouseholds(neitherone-personnorfamily

nuclei)inthehouseholdprojectionswasconsistentwiththe2005─10period.Acomparisonof

transitionmatricesinHouseholdChangesSurveysin2004and2009suggestedthattherewasabe-

havioralchangethatacceleratedthedecreaseinotherprivatehouseholds.However,thedegreeof

accelerationwaspossiblyexaggeratedbythecensusresults.

Thepercentageofinstitutionalizedpopulationwasprojectedtoincreasecontinuouslyupto2035.

Ananalysisofprojectionresultsshowedthatthemaincauseofthisispopulationagingandthatthe

percentageisincreasinglydominatedbythegrowthoftheelderlypopulationaged85yearsand

older.
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計・世帯数の将来推計

都道府県別高齢者人口変化の人口学的要因

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位・

死亡中位仮定）（以下，全国推計と記す）によれば，日本の総人口は今後単調減少するの

に対し，65歳以上人口（以下，高齢者人口と記す）は2040年代前半までほぼ一貫して増加

し（国立社会保障・人口問題研究所 2012），高齢化がいっそう進行する．高齢者の国際人

口移動率および移動数は，実績値に基づいて低い仮定値が設定されているため，高齢者人

口の増加は，新しく高齢者となる人口が高齢者の死亡数を上回ることによってもたらされ

ると解釈できる．

一方，全国推計の結果と整合性を持つ「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

（以下，本推計と記す）によれば，後述のように，都道府県別には2010年から2040年の30

年間で高齢者人口が減少する地域も現れる（国立社会保障・人口問題研究所 2013）．市区

町村別にみると，全体の45.0％に相当する757自治体で2040年の高齢者人口は2010年の実

績値を下回り１），なかには2010年から単調減少となる自治体も存在する．こうした高齢者

人口の減少は，これまで先駆して高齢化が進行してきたとされる過疎地域において多く観

察される現象となる一方で，相対的に高齢化の程度が低い大都市圏においては，全国水準

を大きく上回る増加率で高齢者人口が増加し，高齢者の絶対数の変化からみれば，今後は

大都市圏における高齢化が顕著となる．
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地域別の高齢化については，これまで医療・介護・福祉等，様々な社会問題との関連で分析が行

われているが，その変化の人口学的メカニズムを明らかにした研究はほとんど存在しない．本稿で

は都道府県別の高齢者人口の推移に着目し，1980～2010年（実績値）と2010～2040年（推計値）に

おける高齢者人口変化の要因について人口学的な分析を行った．分析にあたっては変化の人口学的

要因について，全国的な変化を表す全国要因と，全国値と都道府県別値との差による地域要因に分

解し，各要因による変化量を5年ごとに算出した．その結果，都道府県別高齢者人口の変化は，基

本的には全国要因とある程度連動しているものの，主に都道府県間の人口構造の違いがもたらす地

域要因の影響も大きく，将来において地域要因の較差が拡大する傾向も観察された．分析対象とし

た期間においては，高度経済成長期において大都市圏に大量に流入した世代やその子ども世代の高

齢化により，大都市圏の高齢化が顕著となるなど，過去の人口移動が都道府県別の高齢者人口の変

化に与える影響が大きいことが定量的に明らかになった．

1）2013年3月1日現在の1,683市区町村（福島県内の市町村を除く）でみた場合．



以上のように地域別人口の変化を年齢別にみると，今後最も地域差が拡大するのが高齢

者人口であり，とくに大都市圏の高齢化については，介護問題等との関連で近年様々な文

献で取り上げられるようになってきた．そのなかで，大都市圏における今日の急速な高齢

化は，かつて非大都市圏からの人口移動によって大量に流入した「団塊の世代」を中心と

する人口規模の大きな世代が高齢化していることによるものと指摘されている（たとえば，

増田 2013など）．これは，地域別の高齢化に各地域の人口構造が影響していることを示唆

しているが，各地域の高齢者人口の変化に関する詳細な人口学的分析は，これまで管見の

限りほとんど行われていない．

そこで本稿では，国勢調査および本推計の推計結果等を利用し，1980年から2040年まで

の都道府県別高齢者人口の変化について，人口学的な要因分解を行う．人口構造，高齢者

の生残率および移動率は地域によって異なっており，それらの較差が高齢者人口の変化の

地域差をもたらすものと考えられるが，各要因の高齢者人口変化に対する寄与度はどの程

度であるのだろうか．本稿では，各要因について全国値と同じであったと仮定した場合の

変化と，全国値と都道府県別値との較差がもたらす変化に分解し，各要因が高齢者人口変

化に与える影響を定量的に分析する．本分析によって得られた知見は，2040年以降の長期

にわたる地域別高齢化の様相を見通すうえでも示唆的であると考えられる．

Ⅱ．地域別人口変化の人口学的分析

地域別の高齢化については，これまで医療・介護や地域経済など様々な文脈に沿った形

で分析がなされてきているが，高齢化の人口学的メカニズムを分析した研究としては，管

見の限り石川（2002a）が挙げられるのみである．石川（2002a）は，都道府県別の高齢

化率（65歳以上人口割合）の実績値の変化に着目し，その変化を期首人口の年齢構造と出

生率・死亡率・移動率に分解して各要因の寄与度を測定している．その結果，期間によっ

て各要因の寄与度には違いがみられるが，地域間の較差をもたらした最大の要因は移動率

であることなどを明らかにしている．なお石川（2002b）においては，全国人口を対象と

し，将来推計人口も含めた高齢化率等の要因分解が行われている．

一方，地域別の高齢者人口の変化について，人口移動の観点から分析を行った研究は散

見される．主に「団塊の世代」の引退移動に着目した田原（2007）は，50～60歳代におい

て量的には小さいながらも大都市圏から非大都市圏への移動が観察されるとし，人口減少

が進展する非大都市圏においては，今後の引退移動の動向がますます注目される可能性を

指摘している．高齢者の都道府県間移動に着目した平井（2007）は，後期高齢者（75歳以

上）においては非大都市圏から大都市圏への移動が卓越する一方で，前期高齢者（65～74

歳）においては逆に大都市圏から非大都市圏への移動が多く観察されることを明らかにし，

若い高齢者の流入によって非大都市圏における人口減少の緩和が期待されるとしている．

近年の前期高齢者と後期高齢者の人口移動傾向の違いについては，伊藤（2011）において

同様の指摘がなされており，高齢者の介護移住に着目して市区町村別の分析を行った中澤・
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川瀬（2011）も，大都市周辺の自治体や地方中核都市において後期高齢者の流入がみられ

るとし，前期高齢者とは明確に異なる移動傾向を指摘している．また死亡の観点から，都

道府県別高齢者の死亡率とその地域差を分析した研究も挙げられるが（たとえば，今泉

1992，渡辺等 2006，今永等 2012），高齢化率や高齢者人口の変化の地域差と結びつけた

分析は行われていない．

一方，高齢者人口の分析とは異なるが，地域間の人口移動数の変化を対象とし，地域経

済学の分野で多用されるシフトシェア分析の応用により，人口学的な要因分解を行った研

究は存在する（Plane1989，Plane1992，PlaneandRogerson1991，Ishikawa1992，

石川 2001）．このなかで，Plane（1992）は，アメリカ合衆国の4地域（Northeast，

Midwest，South，West）間の年齢別人口移動数を，人口基盤成分（populationbase

component），移動率成分（mobilitycomponent），地理的分布成分（geographicdistri-

butioncomponent）の3成分に分解し，NorthwestやMidwestからSouthやWestへ

の移動数の増加には，移動の空間的パターンの変化を示す地理的分布成分が最も大きく寄

与していることを明らかにしている．またFranklinandPlane（2004）はシフトシェア

分析をイタリアの地域別出生数の変化に適用し，分析対象とした期間の大半において地域

差要因（regionaldifferentialeffect）が大きな役割を果たしていると指摘している．

高齢化の人口学的な要因分解という点で，本稿の着眼点は石川（2002a）と共通してい

るが，本稿では高齢者人口の絶対数の変化を対象にすると同時に，将来人口推計の結果を

利用した分析も行う．また，期間別の人口変化量を全国要因と地域要因に分解し，地域要

因については人口構造の要素と動態率の要素に分解するという点で，分析の基本的な枠組

みはFranklinandPlane（2004）と同様であるといえる．

Ⅲ．本推計の手法と高齢者人口の変化

以下ではまず本推計の手法の概要を記し，続いて，総務省統計局「国勢調査」による実

績値（1980～2010年）と本推計による推計値（2010～2040年）から，都道府県別高齢者人

口の変化について概観する．

1． 本推計の手法

本推計においては，2010年の国勢調査による人口を基準とし，将来の都道府県別・市区

町村別人口を5年ごと2040年まで算出している．なお，2000年と2005年の国勢調査人口を

基準とした将来人口推計においては，全国・都道府県別・市区町村別の順に推計を実施・

公表してきたが，2011年3月に発生した東日本大震災の影響が広範囲にわたるうえ，その

影響には大きな地域差があることなどから，今回の推計では全国に続いて市区町村別の推

計を行い，その結果を合計して都道府県別の結果を得た２）．

―99―

2）福島県においては東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故の影響により，市町村別の人口の動向お

よび今後の推移を見通すことがきわめて困難な状況にあるため，県全体についてのみ将来人口を推計した．



推計は基本的にコーホート要因法で行った．5歳以上の人口は，期首年の男女・年齢別

人口を基準として，ここに将来の生残率，純移動率の各仮定値をあてはめて推計した．一

方，0～4歳人口については，とくに人口規模の小さい自治体において年齢別出生率の値

が不安定であることから，子ども女性比３）・0～4歳性比の仮定値を設定して推計した．

自治体別の推計値の合計は，先に公表されている全国推計による推計値に合致するよう一

律補正を行い，補正後の推計値を最終的な推計結果とした．生残率および純移動率の基本

的な仮定値設定方法は後述するが，子ども女性比や0～4歳性比を含む各仮定値の詳細な

設定方法等については国立社会保障・人口問題研究所（2013）を参照されたい．

2． 都道府県別高齢者人口の変化（1980～2040年）

実績値となる1980～2010年の30年間においては，すべての都道府県において高齢者人口

が一貫して増加している．期間別の高齢者人口の変化量を期首の総人口比でみると（表1），

1990→1995年頃までは非大都市圏における増加率が高い傾向が見受けられるが，それ以降

においては逆に大都市圏に属する都府県での増加が目立っており，30年間では埼玉・千葉・

神奈川といった東京圏郊外における増加率がとくに高くなっている．

続いて，推計値となる2010～2040年の30年間について，同様に期間別の高齢者人口の変

化量を期首の総人口比でみると（表2），2015→2020年までは全都道府県において高齢者

人口の増加が継続するが，その

後は減少県も現れるようになる．

とりわけ，非大都市圏において

減少県が目立つようになり，秋

田・島根・高知の3県では30年

間で高齢者人口が減少する．一

方，大都市圏においては2035→

2040年まで増加が継続する県が

多く，30年間の増加率も高水準

となっている．

高齢者人口の変化パターン別

にみると（図1），単調増加が

大都市圏に属する県を中心とし

て13，増加→減少→増加が中部・

北陸に位置する県を中心として

15，増加→減少がその他の非大

都市圏に属する県を中心として

19となっており，高齢者人口が
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3）子ども女性比にも様々な算出方法があるが，本推計においては0～4歳人口を分子，15～49歳女性人口を分

母として算出している．

図１ 都道府県別高齢者人口の増減パターン（2010～2040年）
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表２ 都道府県別，高齢者人口変化量の総人口比

（2010～2040年）
（％）

2010
→
2015

2015
→
2020

2020
→
2025

2025
→
2030

2030
→
2035

2035
→
2040

2010
→
2040

全 国 3.49 1.72 0.36 0.23 0.48 1.13 7.18

北海道 3.89 2.27 0.38 -0.06 -0.30 0.18 6.30

青 森 2.76 1.67 0.11 -0.62 -1.04 -0.96 2.39

岩 手 1.95 1.41 -0.14 -0.82 -1.23 -0.88 0.80

宮 城 2.92 2.63 1.08 0.47 0.34 0.93 8.11

秋 田 2.15 1.20 -0.43 -1.50 -2.19 -1.92 -1.34

山 形 1.88 1.27 0.01 -0.83 -1.34 -1.03 0.50

福 島 2.09 2.89 0.49 -0.37 -0.92 -0.55 3.74

茨 城 3.64 2.32 0.63 -0.01 0.05 0.73 7.19

栃 木 3.52 2.34 0.81 0.14 0.17 0.89 7.65

群 馬 3.48 1.75 0.19 -0.10 0.15 0.81 6.12

埼 玉 4.39 2.17 0.56 0.48 1.04 1.7610.17

千 葉 4.54 2.30 0.55 0.40 0.85 1.53 9.93

東 京 3.02 1.23 0.61 1.33 2.10 2.7410.93

神奈川 4.12 1.91 0.76 1.22 1.90 2.2412.03

新 潟 2.72 1.56 0.00 -0.63 -0.67 -0.23 2.93

富 山 3.57 1.07 -0.48 -0.79 -0.60 0.54 3.38

石 川 3.84 1.45 0.23 -0.09 0.01 0.99 6.29

福 井 2.94 1.41 0.25 -0.09 -0.45 0.21 4.25

山 梨 2.72 1.54 0.41 0.28 0.28 0.27 5.31

長 野 2.53 0.96 -0.13 -0.31 -0.17 0.41 3.26

岐 阜 3.32 1.34 -0.02 -0.21 -0.19 0.56 4.73

静 岡 3.45 1.70 0.32 -0.03 0.07 0.64 6.01

愛 知 3.82 1.59 0.48 0.70 1.18 1.98 9.62

三 重 2.99 1.20 0.02 0.03 0.04 0.84 4.96

滋 賀 3.68 2.02 0.87 0.72 0.82 1.70 9.72

京 都 4.32 1.45 0.04 0.08 0.39 1.21 7.29

大 阪 4.07 1.38 -0.11 0.22 0.93 1.70 7.89

兵 庫 3.78 1.56 0.22 0.23 0.53 1.26 7.34

奈 良 3.99 1.73 0.08 -0.18 -0.15 0.36 5.77

和歌山 2.63 0.72 -0.50 -0.74 -0.93 -0.26 1.26

鳥 取 2.52 1.45 0.12 -0.67 -1.10 -0.31 2.27

島 根 2.26 0.77 -0.59 -1.36 -1.63 -0.82 -0.69

岡 山 3.09 1.03 -0.12 -0.60 -0.44 0.71 3.65

広 島 3.76 1.58 0.21 -0.18 0.02 0.98 6.23

山 口 3.00 0.89 -0.81 -1.55 -1.43 -0.42 0.24

徳 島 3.03 1.44 -0.16 -0.92 -1.12 -0.42 2.21

香 川 3.51 1.26 -0.10 -0.77 -0.72 0.32 3.58

愛 媛 2.99 1.27 -0.17 -0.76 -1.00 -0.19 2.40

高 知 2.72 0.72 -0.69 -1.26 -1.66 -0.61 -0.10

福 岡 3.90 2.28 0.72 0.16 0.27 0.96 8.15

佐 賀 2.53 1.95 0.50 -0.29 -0.65 -0.29 3.83

長 崎 2.62 1.89 0.37 -0.55 -0.99 -0.80 2.84

熊 本 2.57 1.80 0.52 -0.25 -0.68 -0.36 3.68

大 分 2.97 1.52 0.03 -0.82 -1.01 -0.23 2.66

宮 崎 2.99 1.99 0.53 -0.51 -1.07 -0.52 3.59

鹿児島 1.96 1.74 0.56 -0.45 -0.95 -0.69 2.40

沖 縄 2.64 3.17 2.07 1.38 1.29 1.7512.42

資料：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

表１ 都道府県別，高齢者人口変化量の総人口比

（1980～2010年）
（％）

1980
→
1985

1985
→
1990

1990
→
1995

1995
→
2000

2000
→
2005

2005
→
2010

1980
→
2010

全 国 1.55 2.03 2.71 3.00 2.93 2.9216.09

北海道 1.75 2.23 3.01 3.35 3.01 2.7216.29

青 森 1.58 2.19 3.03 3.40 2.67 1.9214.42

岩 手 1.90 2.47 3.49 3.44 2.60 1.5215.37

宮 城 1.67 2.39 3.12 3.07 2.64 2.2616.53

秋 田 2.07 2.67 3.75 3.47 2.40 1.1815.10

山 形 1.83 2.79 3.51 2.93 1.96 1.0414.07

福 島 1.73 2.59 3.31 2.83 2.03 1.5514.49

茨 城 1.64 2.23 2.80 2.61 2.70 3.0716.87

栃 木 1.61 2.27 2.82 2.60 2.34 2.5215.35

群 馬 1.66 2.17 2.89 2.72 2.43 2.7815.64

埼 玉 1.59 1.90 2.35 3.09 3.88 4.4120.98

千 葉 1.62 2.02 2.54 3.21 3.81 4.5821.35

東 京 1.38 1.66 2.38 3.25 3.37 2.8615.39

神奈川 1.63 2.03 2.54 3.18 3.71 3.9220.04

新 潟 1.78 2.46 3.11 2.87 2.24 1.7314.31

富 山 1.83 2.28 2.87 2.80 2.29 2.5114.77

石 川 1.71 2.10 2.57 2.50 2.15 2.7014.29

福 井 1.66 2.10 3.01 2.76 1.96 2.0814.01

山 梨 1.78 2.28 2.87 2.55 2.27 2.1514.85

長 野 1.85 2.60 3.22 2.68 2.15 2.2115.28

岐 阜 1.56 2.09 2.88 2.91 2.78 2.8115.87

静 岡 1.58 2.18 2.96 3.00 3.04 3.0916.97

愛 知 1.37 1.70 2.43 2.97 3.28 3.4516.76

三 重 1.41 1.87 3.00 2.93 2.69 2.6515.62

滋 賀 1.52 1.96 2.79 2.66 2.53 3.0617.00

京 都 1.26 1.50 2.30 2.79 2.72 3.1314.19

大 阪 1.22 1.49 2.32 3.04 3.72 3.8616.19

兵 庫 1.36 1.87 2.21 3.27 3.10 3.1715.82

奈 良 1.60 2.09 2.83 2.90 3.06 3.6418.42

和歌山 1.43 1.94 2.88 2.85 2.19 2.2613.36

鳥 取 1.67 2.47 3.02 2.72 1.81 1.4513.33

島 根 1.82 2.57 3.18 2.86 1.61 0.9712.88

岡 山 1.40 1.89 2.79 2.78 2.35 2.5414.22

広 島 1.62 2.08 2.62 2.61 2.48 2.8414.81

山 口 1.77 2.34 2.93 2.84 2.22 2.1613.97

徳 島 1.45 2.21 3.39 2.79 2.01 1.8013.70

香 川 1.67 2.12 2.88 2.68 2.10 2.1213.82

愛 媛 1.55 2.28 3.03 2.75 2.14 1.9813.71

高 知 1.53 2.39 3.16 2.93 1.76 1.7013.32

福 岡 1.59 2.12 2.70 2.88 2.60 2.6015.53

佐 賀 1.38 2.12 2.77 2.47 1.94 1.4712.31

長 崎 1.50 2.23 2.84 2.76 2.17 1.5112.66

熊 本 1.78 2.31 3.08 2.96 2.23 1.5714.33

大 分 1.59 2.23 3.03 3.01 2.24 2.0914.21

宮 崎 1.75 2.21 3.21 3.20 2.47 1.8914.93

鹿児島 1.73 2.28 3.04 2.76 1.75 0.9912.61

沖 縄 1.45 1.69 2.19 2.76 2.66 1.7014.12

資料：総務省統計局「国勢調査」



減少する都道府県数は，2020→2025年で14，2025→2030年で32と急速に増加するが，その

後は2030→2035年で27，2035→2040年で19と減少に転じるようになる．

このような都道府県別の高齢者人口の変化は，どのようなメカニズムによって説明され

るのであろうか．次章では，高齢者人口変化の人口学的な要因分解式を示す．

Ⅳ．高齢者人口変化の要因分解

1． 要因分解式の作成

まず，都道府県間人口移動のない封鎖人口の状態を想定すれば，任意の5年間において，

65歳以上人口は期首時点において60～64歳であった人のうち期末時点で65～69歳として生

存した人の分だけ増加し，期首時点で65歳以上であった人のうち，期末時点までに死亡し

た人の分だけ減少する．これを5歳階級別人口で表現すると，

・i P65・・t・・ P60i ・t・・ s60i ・t・・ ・
w

・・65

・P・i ・t・・・1・ s・i ・t・・・

となる４）．ここで，・i P65・・t・：都道府県iにおけるt・t・5年の65歳以上人口の変化量，

P・i ・t・：都道府県 iの t年 ・～ ・・4歳人口， s・i ・t・：都道府県 iの t年 ・～ ・・4歳→

t・5年 ・・5～ ・・9歳の生残率，w：最高年齢階級の下限年齢５），である．上式は，

d・i ・t・を都道府県iのt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の死亡率として，次のよ

うに記すこともできる．

・i P65・・t・・ P60i ・t・・ ・
w

・・60

・P・i ・t・・ d・i ・t・・

ただし，d・i ・t・・1・ s・i ・t・

実際には人口移動による増減が加わるため，これを考慮すると，

・i P65・・t・・ P60i ・t・・ ・
w

・・60

・P・i ・t・・ d・i ・t・・・ ・
w

・・60

・P・i ・t・・ m・i ・t・・

となる．ここで，m・i ・t・：都道府県iのt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の純移

動率，である．上式の右辺第一項・第二項・第三項をそれぞれ Ci ・t・・ Di ・t・・ Mi ・t・

と置き換えると，
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4）煩雑な表現を避けるため，男女別の表記は省略しているが，実際には男女別のデータを用いて算出している．

5）本推計においては，最高年齢階級を「90歳以上」としており，将来生残率および後述の将来純移動率につい

ては，「85歳以上→90歳以上」が最高年齢階級の仮定値となっている．これに合わせる形で，1980～2010年の

実績値に基づく分析においても最高年齢階級を「90歳以上」とし，生残率・純移動率の最高年齢階級も「85歳

以上→90歳以上」で算出した．



・i P65・・t・・ Ci ・t・・ Di ・t・・ Mi ・t・

となる．上式中，Ci ・t・は新たに高齢者となる人口， Di ・t・は高齢者から発生する死亡数，

Mi ・t・は高齢者の都道府県間移動による増減数，と表現できる６）．

続いて各要因を都道府県別総人口に対する比で表現し，さらに全国的な動向と，全国値

と都道府県別値の較差に分解する．まず Ci ・t・については，

Ci ・t・・ P60i ・t・・ Pi ・t・・ c60i ・t・・ Pi ・t・・・c60J ・t・・ ric60・t・・

ただし，ric60・t・・ c60i ・t・・ c60J ・t・

ここで， Pi ・t・：都道府県iのt年総人口， c60i ・t・：都道府県iのt年総人口に占める60

～64歳人口比， c60J ・t・：全国のt年総人口に占める60～64歳人口比である．ric60・t・は，t

→t・5年に高齢者に新規参入する人口の総人口比の全国値と都道府県別値の差を表して

いる．

また Di ・t・については，次のように分解される．なお，分解にあたり交差項が発生す

るが，後述の di c・t・と di s・t・の両者に按分している．

Di ・t・・ ・
w

・・60

・P・i ・t・・ d・i ・t・・・ Pi ・t・・ ・
w

・・60

・c・i ・t・・ d・i ・t・・

・ Pi ・t・・ ・
w

・・60

・・c・J ・t・・ ric・・t・・・・d・J ・t・・ rid・・t・・・

・ Pi ・t・・・・
w

・・60

・c・J ・t・・ d・J ・t・・・ ・
w

・・60

・
d・J ・t・・ d・i ・t・

2
・ ric・・t・・・

・
w

・・60

・
c・J ・t・・ c・i ・t・

2
・ rid・・t・・・・ Pi ・t・・・dJ ・t・・ di c・t・・ di s・t・・

ただし，ric・・t・・ c・i ・t・・ c・J ・t・

rid・・t・・ d・i ・t・・ d・J ・t・

ここで， c・i ・t・：都道府県iのt年総人口に占める・～・・4歳人口比， c・J ・t・：全国のt

年総人口に占める・～・・4歳人口比， d・J ・t・：全国のt年・～・・4歳→t・5年・・5～

・・9歳の死亡率である． dJ ・t・は，全国のt年総人口に占めるt・t・5年高齢者死亡数の
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6）本式においては，60～64歳→65～69歳で発生する死亡と移動も高齢者人口の変化に含めている．したがって，

65～69歳に達するまでの死亡と移動も高齢者人口の変化に含まれることになるが，本式はこれらがすべて期末

に発生するという考え方に基づいている．



比である． di c・t・と di s・t・は，t年・～・・4歳人口比とt年・～・・4歳→t・5年・・5

～・・9歳生残率の全国値と都道府県別値の差によってもたらされるt・t・5年の高齢者

死亡数差の総人口比を表しており， di c・t・が・～・・4歳人口比の差による高齢者死亡数

差の総人口比， di s・t・が・～・・4歳→・・5～・・9歳生残率の差による高齢者死亡数差

の総人口比となる．

最後に， Mi ・t・については次のように分解される． Di ・t・と同様，交差項が発生するが，

後述の mi c・t・と mi n・t・の両者に按分している．

Mi ・t・・ ・
w

・・60

・P・i ・t・・ m・i ・t・・・ Pi ・t・・ ・
w

・・60

・c・i ・t・・ m・i ・t・・

・ Pi ・t・・ ・
w

・・60

・・c・J ・t・・ ric・・t・・・・m・J ・t・・ rim・・t・・・

・ Pi ・t・・・・
w

・・60

・c・J ・t・・ m・J ・t・・・ ・
w

・・60

・
m・J ・t・・ m・i ・t・

2
・ ric・・t・・・

・
w

・・60

・
c・J ・t・・ c・i ・t・

2
・ rim・・t・・・・ Pi ・t・・・mJ ・t・・ mi c・t・・ mi n・t・・

ただし，rim・・t・・ m・i ・t・・ m・J ・t・

ここで， m・J ・t・：全国のt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の純移動率である．

mJ ・t・は，全国のt年総人口に占めるt→t・5年高齢者純移動数の比である． mi c・t・と

mi n・t・は，t年・～・・4歳人口比とt年・～・・4歳→t・5年～・・9歳純移動率の全国

値と都道府県別値の差によってもたらされるt→t・5年の高齢者純移動数差の総人口比

を表しており， mi c・t・が・～・・4歳人口比の差による高齢者純移動数差の総人口比，

mi n・t・が・～・・4歳→・・5～・・9歳純移動率の差による高齢者純移動数差の総人口

比とみなされる．

以上をまとめると，

・i P65・・t・・ Ci ・t・・ Di ・t・・ Mi ・t・

・ Pi ・t・・・c60J ・t・・ ric60・t・・・ Pi ・t・・・dJ ・t・・ di c・t・・ di s・t・・・

Pi ・t・・・mJ ・t・・ mi c・t・・ mi n・t・・ ・・・①

となる．

2． 生残率・純移動率の補正と留意事項

本稿では①式を基本とした要因分解を行うが，分析の都合上，生残率・純移動率の補正
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等の措置を施した．以下ではまず，補正前と補正後の生残率・純移動率について触れ，続

いて補正後の値に基づく要因分解式，および年齢不詳人口の扱いに関する留意事項につい

て述べる．

� 補正前の生残率・純移動率

全国のt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の補正前の生残率 sJ ・t・・は，1980～

2010年においては厚生労働省大臣官房統計情報部「完全生命表」，2010～2040年において

は全国推計の将来生命表から算出した．また都道府県別の補正前の生残率 si・t・・は，1980

～2010年においては厚生労働省大臣官房統計情報部「都道府県別生命表」，2010～2040年

においては本推計の将来生残率を利用した．

一方，全国と都道府県別のt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の補正前の純移動

率（ m・J ・t・， m・i ・t・）については，いずれもコーホート変化率と生残率の差によって求

めた．すなわち，

m・J ・t・・ h・J ・t・・ s・J ・t・ ・・・②

m・i ・t・・ h・i ・t・・ s・i ・t・ ・・・③

ただし， hJ ・t・・と h・i ・t・は，それぞれ，全国と都道府県iのt年・～・・4歳→t・5年

・・5～・・9歳のコーホート変化率である．

� 補正後の生残率・純移動率

後述する年齢不詳人口の急増等の影響により，上式によって算出される m・J ・t・は期間

別・年齢別に大きく変動する．しかし，総務省統計局「人口推計」など過去の国際人口移

動に関する統計によれば，高齢者の入国超過率は継続的にゼロに近い水準で推移しており，

全国推計においても将来の日本人および外国人の高齢者の入国超過率等は非常に小さい仮

定が置かれていることから，便宜上，全国の60歳以上の純移動率はすべてゼロと置いた．

全国のt年・～・・4歳→t・5年・・5～・・9歳の補正後の純移動率を mJ '・・t・とすると，

mJ '・・t・・0・・・60・ ・・・④

したがって mJ ・t・・0

また，都道府県 iの t年 ・～ ・・4歳→ t・5年 ・・5～ ・・9歳の補正後の純移動率

mi '・t・・は，下記の式により求めることとした．

mi '・t・・・・h・i ・t・・ s・i ・t・・・・h・J ・t・・ s・J ・t・・ ・・・⑤
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すなわち，計算上算出される国際人口移動の影響を除外し，都道府県間人口移動のみを考

慮した純移動率を補正後の純移動率とした．

一方，補正後の生残率は，④式の mJ '・・t・を②式の mJ ・・t・，⑤式の mi '・t・・を③式の

mi ・・t・にそれぞれ代入することにより求められる．全国の t年 ・～ ・・4歳→ t・5年

・・5～・・9歳の補正後の生残率 sJ '・・t・，および都道府県iのt年・～・・4歳→t・5年

・・5～・・9歳の補正後の生残率 si'・・t・は，

sJ '・・t・・ h・J ・t・・ mJ '・・t・・ h・J ・t・

si'・・t・・ h・i ・t・・ mi '・・t・・ s・i ・t・・・h・J ・t・・ s・J ・t・・

となる．

� 要因分解式の再編

上で述べた Di ・t・と Mi ・t・の要因分解にあたっては， d・J ・t・・1・ sJ '・・t・，

d・i ・t・・1・ si'・・t・， m・i ・t・・ mi '・・t・にそれぞれ置き換えて算出した．また，これらに基

づいて要因別変化量の総人口比を算出したところ， mi c・t・は各都道府県とも非常に小さ

い値となったため， mi c・t・と mi n・t・を純移動率に関する要因 mi ・t・としてまとめるこ

ととした．

これらにより，①式は，

・i P・t・65・・ Pi ・t・・・c60J ・t・・ ric60・t・・ dJ ・t・・ di c・t・・ di s・t・・ mJ ・t・・ mi c・t・・ mi n・t・・

・ Pi ・t・・・c60J ・t・・ dJ ・t・・ ric60・t・・ di c・t・・ di s・t・・ mi ・t・・

・ Pi ・t・・・c60J ・t・・ dJ ・t・・・ Pi ・t・・・ric60・t・・ di c・t・・ di s・t・・ mi ・t・・

と書き換えられる．上式中， c60J ・t・・ dJ ・t・は全国値を適用したものであり，すべての

都道府県で同じ値をとる．以下， c60J ・t・を新高齢要因， dJ ・t・を死亡要因，これらを合わ

せて全国要因と表記する．一方， ric60・t・・ di c・t・・ di s・t・・ mi ・t・は都道府県別に異

なる値をとり，以下，ric60・t・を地域新高齢要因， di c・t・を死亡構造要因， di s・t・を死亡

生残率要因，mi ・t・を純移動率要因とし，これらを合わせて地域要因と表記する．

� 年齢不詳人口の按分に関する留意事項

近年，国勢調査において年齢不詳人口が急増しているが，2005年以前の国勢調査では，

都道府県別の年齢不詳人口を各年齢階級別の人口規模に比例配分する形で按分した値を将

来人口推計の基準人口としてきた．しかし2010年国勢調査においては，世帯の家族類型別

（単独世帯と単独世帯以外）の構成比により按分された人口が総務省から公表されてお

り７），これを本推計における基準人口としている．したがって，2005年と2010年では按分
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7）http://www.stat.go.jp/data/jinsui/9.htm



方法が異なることになり，本稿のような時系列分析においてはデータをそのまま利用する

ことは好ましくない．そこで，2010年については2005年以前の按分方法を適用した基準人

口を別途作成し，このデータを2005→2010年の分析に用いることとした．一方2010年以降

においては，すべて本推計による推計結果を利用した．

Ⅴ．要因分解の結果

以下，全国要因と地域要因に分けて，都道府県別の高齢者数の変化を要因別に分解した

結果を示す．なお以下の図表において，死亡に関する要因 dJ ・t・・ di c・t・・ di s・t・はす

べて「－1」を乗じた値で表示・分析している．したがって，死亡要因 dJ ・t・については

値が小さいほど総人口に占める高齢者死亡数の比は大きくなり，死亡構造要因 di c・t・お

よび死亡生残率要因 di s・t・がマイナスの場合は，全国値と都道府県値との較差が死亡数

を拡大させる方向に作用していることを表す．

1． 全国要因（新高齢要因・死亡要因）

まず全国要因について，新高齢要因 c60J ・t・と死亡要因 dJ ・t・の変化を図2に示した．

まず新高齢要因については，過去の出生数の増加や若年層における死亡率の低下等を反

映し，1980→1985年から2010→2015年まで拡大の一途をたどっている．とくに2010→2015

年の値が大きいのは，「団塊の世代」を含む人口規模の大きい1946～1950年出生のコーホー

トが2010年において60～64歳に達しているためである．その後，急速に出生率が低下した
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図２ 全国要因（新高齢要因・死亡要因）の推移

資料：総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」

「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」



際に出生し，前後の世代と比較して人口規模の小さいコーホートが60～64歳を迎えるため，

新高齢要因は一時縮小するが，以後再び拡大に転じ，2035年に「団塊ジュニア世代」を含

む1971～1975年出生のコーホートが60～64歳に達することにより，2035→2040年の値は期

間中最高となる．なお，1946～1950年出生コーホートと1971～1975年出生コーホートの60

～64歳到達時点の人口規模を比較すると，前者の方が大きいが，新高齢要因の値が2035→

2040年の方が高いのは，総人口の減少により総人口比でみれば後者の方が上回っているこ

とによる．

一方，死亡要因については1980→1985年から2035→2040年まで一貫して拡大している．

期間中，高齢者の年齢別生残率は着実に上昇しているものの，高齢者人口の増加，および

高齢者のなかの高齢化によって高齢者死亡数の総人口比は増加を続ける．

全国の移動要因 mJ ・t・はゼロと仮定しているため，新高齢要因と死亡要因の差（図2

の折れ線）は，各都道府県の人口構造と年齢別生残率が全国と同一であったと仮定した場

合の総人口に対する高齢者人口の増減率を表しており，前掲表1および表2の全国の値に

一致する．この値は，1995→2000年にかけて新高齢要因の拡大が死亡要因の拡大を上回る

ため増加を続けた後，ほぼ横ばいとなるが，2010年に「団塊の世代」を含むコーホートが

60～64歳に達することによる新高齢要因の大幅な拡大により，2010→2015年に期間中最高

の値をとる．その後，新高齢要因の縮小および死亡要因の拡大によって急速に低下し，

2025→2030年において期間中最低の値となるが，2035→2040年までにかけては新高齢要因

の拡大が死亡要因の拡大を上回るため，再度上昇に転じる．前述のように2025→2030年に

高齢者人口が減少する都道府県数が最多となるのは，こうした全国要因の動向が多分に影

響している．

以上のように，今回分析対象とした期間においては，死亡要因は一貫して高齢者人口の

減少に拍車を掛けるように働く一方で，新高齢要因は概ね拡大基調で推移し，後者が前者

を上回ることによって全国の高齢者人口は増加が続くと説明できる．しかし，長期的な傾

向としては新高齢要因と死亡要因の差は縮小に向かっており，2040年代以降においては両

者が逆転するため，全国の高齢者人口は減少に転じることになる．

2． 地域要因①（地域新高齢要因）

地域要因のうち，地域新高齢要因 ric60・t・について各期間における都道府県別値を示し

たのが表3である．なお，各期間において最大の値を濃いハッチ，最小の値を薄いハッチ

でそれぞれ示している．

本表によれば，1990→1995年頃までは非大都市圏でプラス値，大都市圏でマイナス値と

いう傾向が現れている．これは，非大都市圏における60～64歳人口比が全国と比較して相

対的に高く，人口構造の面から全国以上のスピードで高齢化が進行していたことを表して

いる．その後，2005→2010年頃にかけては次第に傾向が反転して大都市圏の方でプラス値

が目立つようになり，大都市圏における60～64歳人口比の増大がみられる．2005年に60～

64歳であったのは1941～1945年に出生したコーホートであり，1960年代の高度経済成長期
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表３ 地域新高齢要因の推移
（総人口比：％）

1980
→
1985

1985
→
1990

1990
→
1995

1995
→
2000

2000
→
2005

2005
→
2010

2010
→
2015

2015
→
2020

2020
→
2025

2025
→
2030

2030
→
2035

2035
→
2040

北海道 0.03 0.11 0.20 0.32 0.26 0.02 0.55 0.93 0.51 0.32 -0.07 -0.04

青 森 0.06 0.26 0.57 0.80 0.32 -0.28 0.40 1.29 1.25 0.70 0.06 -0.33

岩 手 0.63 0.82 1.24 1.06 0.48 -0.36 -0.05 1.08 1.04 0.40 -0.38 -0.66

宮 城 0.04 0.22 0.24 -0.08 -0.41 -0.82 -0.42 0.53 0.46 -0.08 -0.50 -0.45

秋 田 1.00 1.29 1.82 1.55 0.80 -0.20 0.66 1.75 1.58 0.63 -0.37 -0.55

山 形 1.06 1.53 1.74 0.99 0.20 -0.67 -0.07 1.17 1.15 0.28 -0.63 -0.92

福 島 0.66 0.96 1.05 0.45 -0.23 -0.76 -0.25 1.28 1.28 0.43 -0.44 -0.59

茨 城 0.11 0.04 -0.15 -0.55 -0.30 0.01 0.21 0.70 0.36 -0.10 -0.19 -0.08

栃 木 0.25 0.32 0.15 -0.33 -0.49 -0.39 0.21 0.80 0.56 -0.01 -0.19 0.01

群 馬 0.38 0.32 0.29 -0.11 -0.22 0.00 0.32 0.37 0.11 -0.07 -0.03 0.02

埼 玉 -0.94 -1.15 -1.36 -0.89 0.06 0.63 0.20 -0.20 -0.33 -0.09 0.36 0.43

千 葉 -0.76 -0.93 -1.01 -0.65 0.07 0.57 0.35 -0.03 -0.23 -0.05 0.32 0.37

東 京 -0.41 -0.44 -0.47 0.00 0.03 -0.16 -0.92 -1.15 -0.62 0.19 0.65 0.57

神奈川 -0.78 -0.89 -0.95 -0.58 -0.09 0.10 -0.48 -0.80 -0.56 0.11 0.61 0.28

新 潟 0.83 0.99 1.05 0.58 0.16 -0.38 0.26 0.89 0.62 0.06 -0.30 -0.42

富 山 0.80 0.75 0.79 0.54 0.12 0.34 0.98 0.24 0.03 -0.16 -0.16 0.40

石 川 0.52 0.39 0.19 -0.15 -0.46 -0.04 0.64 -0.05 0.00 -0.24 -0.36 0.03

福 井 0.73 0.69 0.85 0.35 -0.31 -0.38 0.09 0.35 0.44 0.14 -0.50 -0.44

山 梨 0.89 0.80 0.60 -0.02 -0.31 -0.36 -0.24 0.34 0.50 0.48 0.27 -0.32

長 野 1.02 1.26 1.19 0.40 -0.08 -0.04 -0.09 0.09 0.24 0.11 -0.02 -0.11

岐 阜 0.18 0.21 0.34 0.14 0.12 0.10 0.26 0.07 0.06 0.00 -0.23 -0.15

静 岡 -0.05 0.00 0.10 0.02 0.11 0.17 0.16 0.23 0.23 0.07 -0.03 -0.08

愛 知 -0.61 -0.74 -0.75 -0.50 -0.12 0.02 -0.40 -0.83 -0.61 -0.26 -0.07 -0.02

三 重 0.34 0.29 0.63 0.32 0.12 0.08 0.01 -0.02 0.09 0.18 -0.12 -0.04

滋 賀 0.13 -0.10 -0.07 -0.54 -0.75 -0.53 -0.39 -0.33 -0.25 -0.34 -0.52 -0.30

京 都 -0.02 -0.22 -0.20 -0.14 -0.07 0.28 0.44 -0.46 -0.48 -0.25 -0.13 0.03

大 阪 -0.69 -0.77 -0.70 -0.15 0.44 0.74 0.16 -0.58 -0.62 -0.03 0.46 0.49

兵 庫 -0.11 -0.08 -0.01 0.03 0.00 0.28 0.21 -0.15 -0.11 0.05 0.13 0.18

奈 良 -0.16 -0.22 -0.21 -0.28 0.04 0.60 0.59 0.24 0.04 0.06 -0.01 -0.11

和歌山 0.70 0.83 1.04 0.70 0.30 0.44 0.55 0.45 0.57 0.44 -0.01 -0.02

鳥 取 1.01 1.28 1.21 0.62 -0.18 -0.55 0.18 0.89 0.79 -0.03 -0.80 -0.59

島 根 1.46 1.69 1.74 1.31 0.15 -0.36 0.57 0.84 0.73 -0.11 -0.78 -0.60

岡 山 0.46 0.50 0.62 0.41 -0.13 0.12 0.20 -0.14 -0.02 -0.51 -0.68 -0.28

広 島 0.29 0.31 0.15 -0.09 -0.21 0.20 0.32 -0.03 -0.09 -0.36 -0.39 -0.09

山 口 0.85 1.00 1.07 0.98 0.48 0.53 1.01 0.68 0.31 -0.37 -0.55 -0.24

徳 島 0.78 0.98 1.39 0.92 0.08 -0.29 0.72 1.05 0.77 0.07 -0.41 -0.23

香 川 0.69 0.81 0.90 0.50 -0.13 -0.15 0.91 0.45 0.37 -0.25 -0.45 0.05

愛 媛 0.63 0.94 1.07 0.63 0.13 -0.05 0.62 0.69 0.56 0.04 -0.49 -0.27

高 知 1.07 1.41 1.54 0.97 0.13 0.13 0.91 0.74 0.63 0.09 -0.58 -0.10

福 岡 0.05 0.14 0.04 -0.09 -0.28 -0.42 0.06 0.33 0.10 -0.35 -0.51 -0.42

佐 賀 0.64 0.83 0.81 0.31 -0.29 -0.83 -0.22 0.92 0.70 -0.13 -0.88 -1.15

長 崎 0.54 0.80 0.78 0.51 0.00 -0.61 0.17 1.25 1.07 0.24 -0.48 -0.82

熊 本 0.78 0.91 0.94 0.57 -0.09 -0.74 -0.20 0.79 0.76 -0.02 -0.86 -1.17

大 分 0.79 0.99 1.13 0.82 0.18 -0.07 0.43 0.75 0.55 -0.30 -0.84 -0.73

宮 崎 0.56 0.57 0.84 0.64 0.03 -0.55 0.21 1.07 0.92 -0.09 -1.02 -1.07

鹿児島 1.24 1.32 1.32 0.82 -0.05 -0.92 -0.34 1.20 1.24 0.15 -0.80 -1.20

沖 縄 -0.74 -1.12 -1.32 -1.08 -0.97 -2.23 -2.04 0.15 0.30 -0.38 -0.90 -1.06

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成
25年3月推計）」



における大都市圏への大量の人口移動の一翼を担った世代である．反面，非大都市圏にお

いては，当該コーホートの大都市圏への人口流出により60～64歳人口割合は全国水準を下

回るようになり，地域新高齢要因は高齢化のスピードを抑制する方向に働くようになった．

一方，2010年以降をみると，2020→2025年頃までは非大都市圏におけるプラス値が目立っ

ており，人口構造の面では，再度非大都市圏において全国以上のスピードで高齢化が進行

するようになる．「団塊の世代」以降に60～64歳を迎えるのは若年層時代の大都市圏への

人口移動がやや沈静化した世代であり（井上 2002），非大都市圏における人口シェアが前

後の世代と比較して相対的に高くなっている．しかし，それ以降は大都市圏における出生

割合が高まった世代が60～64歳を迎えるようになるため，再び大都市圏においてプラス値

の傾向が高まり，2035年に「団塊ジュニア世代」を含む1971～1975年出生コーホートが60

～64歳を迎えることにより，2035→2040年においては大都市圏でプラス，非大都市圏でマ

イナスの傾向が再度明瞭に現れる．

以上のように，地域新高齢要因については，新たに高齢者となる世代の若年層時代にお

ける人口移動の状況が大きく影響している．若年層が転入した地域においては，当初は相

対的に若い人口構造が築き上げられるが，当然のことながら，数十年後には高齢化を促進

させる要因ともなるのである．

3． 地域要因②（死亡構造要因）

続いて死亡構造要因 di c・t・について，各期間における都道府県別値を表4に示した．

地域新高齢要因と同様，各期間において最大の値を濃いハッチ，最小の値を薄いハッチで

それぞれ示している．

本表によれば，死亡構造要因は期間を通じて大都市圏においてプラス，非大都市圏にお

いてマイナスという傾向が比較的強く表れている．本要因は，総人口に占める高齢者の割

合が高いほど，また高齢者のなかの高齢化の程度が高いほどマイナス幅が大きくなるが，

直近の国勢調査の2010年時点では，高齢者人口の大半が大都市圏への大量の人口移動が発

生する前の世代で占められていることなどから，非大都市圏では高齢化が全国以上に進展

している．また将来においても，高齢者のなかの高齢化や著しい少子化の進行などによっ

て，高齢者死亡数の総人口比は急速に増加する．一方，相対的に若い高齢者の増加により

大都市圏においては期間を通じてプラス値を維持している都府県が多いが，これらの高齢

者がさらに高齢化することによって将来的には高齢者死亡数の総人口比も高くなり，2035

→2040年までにかけて1971～1975年出生コーホートより上の世代の人口シェアがやや低下

する東京都以外では概ねプラス値が縮小する傾向で推移する．

上述のように，全国の死亡要因は期間中拡大の一途をたどるが，高齢者の人口構造の地

域差が広がることによって，死亡構造要因の都道府県間較差は将来にわたって概ね拡大す

る傾向にある８）．
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8）死亡構造要因の1980→1985年・2005→2010年・2035→2040年における標準偏差は，それぞれ，0.482・0.624・

0.717となっている．
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表４ 死亡構造要因の推移
（総人口比：％）

1980
→
1985

1985
→
1990

1990
→
1995

1995
→
2000

2000
→
2005

2005
→
2010

2010
→
2015

2015
→
2020

2020
→
2025

2025
→
2030

2030
→
2035

2035
→
2040

北海道 0.25 0.19 0.08 -0.01 -0.10 -0.21 -0.37 -0.56 -0.73 -0.89 -1.03 -1.26

青 森 0.13 0.04 -0.11 -0.18 -0.20 -0.31 -0.54 -0.70 -0.84 -0.89 -0.94 -1.16

岩 手 -0.23 -0.34 -0.51 -0.60 -0.67 -0.83 -1.04 -1.16 -1.20 -1.11 -1.00 -1.05

宮 城 0.11 0.13 0.11 0.11 0.10 0.07 0.02 0.02 0.00 0.04 0.04 -0.09

秋 田 -0.30 -0.46 -0.69 -0.86 -0.99 -1.25 -1.57 -1.81 -1.92 -1.92 -1.88 -2.11

山 形 -0.60 -0.71 -0.90 -0.96 -1.00 -1.16 -1.37 -1.44 -1.34 -1.18 -1.02 -1.10

福 島 -0.35 -0.36 -0.45 -0.48 -0.49 -0.56 -0.72 -0.80 -0.88 -0.75 -0.68 -0.82

茨 城 -0.02 0.06 0.09 0.13 0.11 0.09 0.06 0.09 0.12 0.08 0.00 -0.09

栃 木 -0.05 -0.01 0.01 0.04 0.06 0.10 0.08 0.13 0.21 0.23 0.17 0.02

群 馬 -0.21 -0.18 -0.20 -0.20 -0.19 -0.21 -0.26 -0.23 -0.16 -0.14 -0.18 -0.22

埼 玉 0.79 0.82 0.92 0.93 0.88 0.90 0.87 0.84 0.74 0.58 0.46 0.47

千 葉 0.54 0.59 0.67 0.67 0.62 0.62 0.58 0.48 0.32 0.13 -0.02 -0.05

東 京 0.35 0.33 0.34 0.29 0.30 0.41 0.66 0.82 0.91 0.99 1.07 1.17

神奈川 0.68 0.69 0.75 0.72 0.69 0.74 0.75 0.69 0.62 0.53 0.46 0.48

新 潟 -0.44 -0.52 -0.68 -0.73 -0.77 -0.89 -1.01 -1.03 -0.98 -0.90 -0.83 -0.93

富 山 -0.43 -0.52 -0.68 -0.74 -0.74 -0.82 -0.86 -0.84 -0.82 -0.79 -0.82 -0.88

石 川 -0.29 -0.31 -0.37 -0.37 -0.34 -0.37 -0.36 -0.29 -0.21 -0.16 -0.20 -0.26

福 井 -0.62 -0.61 -0.67 -0.68 -0.66 -0.71 -0.79 -0.78 -0.69 -0.59 -0.56 -0.62

山 梨 -0.66 -0.63 -0.65 -0.57 -0.54 -0.61 -0.65 -0.62 -0.56 -0.54 -0.57 -0.64

長 野 -0.76 -0.81 -0.92 -0.91 -0.88 -1.00 -1.10 -1.07 -0.95 -0.85 -0.81 -0.77

岐 阜 -0.16 -0.14 -0.15 -0.14 -0.16 -0.19 -0.27 -0.27 -0.23 -0.21 -0.18 -0.16

静 岡 -0.02 -0.02 -0.03 -0.06 -0.07 -0.11 -0.18 -0.20 -0.22 -0.26 -0.30 -0.31

愛 知 0.46 0.48 0.54 0.55 0.56 0.67 0.74 0.78 0.81 0.82 0.87 0.98

三 重 -0.52 -0.46 -0.42 -0.33 -0.29 -0.28 -0.31 -0.26 -0.17 -0.09 -0.02 0.04

滋 賀 -0.21 -0.09 -0.01 0.10 0.22 0.30 0.37 0.48 0.61 0.70 0.73 0.75

京 都 -0.24 -0.24 -0.21 -0.15 -0.11 -0.07 -0.04 -0.12 -0.18 -0.25 -0.32 -0.33

大 阪 0.55 0.55 0.59 0.56 0.53 0.51 0.48 0.39 0.27 0.14 0.08 0.16

兵 庫 -0.02 -0.02 0.01 0.09 0.10 0.09 0.08 0.05 0.02 -0.01 -0.04 -0.03

奈 良 -0.03 0.04 0.09 0.13 0.11 0.03 -0.11 -0.20 -0.29 -0.43 -0.58 -0.63

和歌山 -0.70 -0.74 -0.79 -0.75 -0.75 -0.89 -1.03 -1.06 -1.04 -1.01 -1.02 -1.02

鳥 取 -0.88 -0.89 -0.95 -0.95 -0.95 -1.01 -1.14 -1.14 -1.04 -0.89 -0.81 -0.90

島 根 -1.30 -1.30 -1.46 -1.53 -1.51 -1.70 -1.82 -1.83 -1.75 -1.54 -1.38 -1.43

岡 山 -0.78 -0.77 -0.78 -0.72 -0.65 -0.65 -0.64 -0.56 -0.46 -0.30 -0.21 -0.10

広 島 -0.34 -0.34 -0.35 -0.33 -0.33 -0.34 -0.34 -0.35 -0.33 -0.33 -0.37 -0.37

山 口 -0.68 -0.75 -0.91 -0.98 -0.99 -1.11 -1.22 -1.24 -1.24 -1.18 -1.15 -1.14

徳 島 -0.78 -0.78 -0.86 -0.92 -0.88 -0.96 -1.16 -1.26 -1.25 -1.18 -1.17 -1.33

香 川 -0.74 -0.78 -0.84 -0.81 -0.77 -0.84 -0.92 -0.90 -0.83 -0.73 -0.72 -0.83

愛 媛 -0.72 -0.74 -0.82 -0.83 -0.81 -0.89 -1.01 -1.04 -1.00 -0.93 -0.90 -0.97

高 知 -1.21 -1.19 -1.28 -1.28 -1.26 -1.41 -1.62 -1.70 -1.67 -1.59 -1.59 -1.71

福 岡 -0.09 -0.11 -0.10 -0.06 -0.01 0.04 0.09 0.06 0.05 0.05 0.05 -0.02

佐 賀 -0.74 -0.72 -0.78 -0.71 -0.64 -0.65 -0.67 -0.62 -0.50 -0.33 -0.20 -0.22

長 崎 -0.45 -0.48 -0.58 -0.61 -0.64 -0.77 -0.91 -0.96 -0.95 -0.90 -0.87 -1.01

熊 本 -0.76 -0.79 -0.84 -0.82 -0.81 -0.89 -0.92 -0.90 -0.81 -0.65 -0.49 -0.50

大 分 -0.74 -0.73 -0.80 -0.81 -0.83 -0.91 -1.00 -1.01 -0.95 -0.82 -0.72 -0.71

宮 崎 -0.41 -0.42 -0.51 -0.55 -0.58 -0.71 -0.84 -0.91 -0.90 -0.79 -0.69 -0.76

鹿児島 -1.00 -0.96 -1.04 -1.04 -1.00 -1.09 -1.16 -1.14 -1.03 -0.83 -0.64 -0.67

沖 縄 0.13 0.21 0.28 0.36 0.46 0.69 0.91 1.02 1.11 1.24 1.44 1.45

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成
25年3月推計）」



4． 地域要因③（死亡生残率要因・純移動率要因）

紙幅の都合上，死亡生残率要因 di s・t・・純移動率要因 mi ・t・については，期間別の上

位3県と下位3県の県名と値のみを記す（表5，表6）．

死亡生残率要因は，当然ながら平均寿命と高い相関がある．ただ全体として，死亡生残

率要因が死亡率に及ぼす影響は死亡構造要因よりも小さく，地域別死亡数の変化の大半は

人口構造によってもたらされるといえる．本推計においては，地域別男女年齢別の生残率

の相対的較差が2035→2040年まで直線的に縮小するという仮定を置いているため９），2010

→2015年以降の順位の変動はわずかである．なお，2010年の「都道府県別生命表」では，

男女ともに長野県が平均寿命1位となっているが，死亡生残率要因の値は沖縄県の方が高

いのは，主に沖縄県では高齢者の生残率が高いことによる．また，1990→1995年における

―112―

表５ 死亡生残率要因の上位３県と下位３県の推移
（総人口比：％）

1980→1985 1985→1990 1990→1995 1995→2000 2000→2005 2005→2010

上位3県
沖 縄 0.48沖 縄 0.48沖 縄 0.45沖 縄 0.38沖 縄 0.33沖 縄 0.32
島 根 0.19島 根 0.24島 根 0.26熊 本 0.27長 野 0.27長 野 0.32
香 川 0.18熊 本 0.19熊 本 0.25長 野 0.25熊 本 0.23熊 本 0.28

下位3県
秋 田 -0.16秋 田 -0.14兵 庫 -0.17兵 庫 -0.16大 阪 -0.18秋 田 -0.22
大 阪 -0.16青 森 -0.19大 阪 -0.22大 阪 -0.20秋 田 -0.19栃 木 -0.23
青 森 -0.19大 阪 -0.20青 森 -0.22青 森 -0.29青 森 -0.35青 森 -0.41

2010→2015 2015→2020 2020→2025 2025→2030 2030→2035 2035→2040

上位3県
沖 縄 0.37沖 縄 0.40沖 縄 0.43沖 縄 0.45沖 縄 0.45沖 縄 0.42
長 野 0.34長 野 0.32長 野 0.31長 野 0.29長 野 0.26熊 本 0.23
熊 本 0.30熊 本 0.30熊 本 0.30熊 本 0.28熊 本 0.26長 野 0.23

下位3県
宮 城 -0.29栃 木 -0.27栃 木 -0.28栃 木 -0.28栃 木 -0.27栃 木 -0.25
岩 手 -0.37秋 田 -0.28秋 田 -0.29秋 田 -0.29秋 田 -0.29秋 田 -0.27
青 森 -0.45青 森 -0.48青 森 -0.48青 森 -0.47青 森 -0.45青 森 -0.42

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3
月推計）」

表６ 純移動率要因の上位３県と下位３県の推移
（総人口比：％）

1980→1985 1985→1990 1990→1995 1995→2000 2000→2005 2005→2010

上位3県
奈 良 0.32奈 良 0.33奈 良 0.28兵 庫 0.31千 葉 0.21千 葉 0.49
千 葉 0.28千 葉 0.32滋 賀 0.19千 葉 0.21兵 庫 0.12滋 賀 0.28
埼 玉 0.24埼 玉 0.27千 葉 0.17高 知 0.13神奈川 0.11徳 島 0.21

下位3県
長 崎 -0.10鹿児島 -0.11島 根 -0.06大 阪 -0.17福 井 -0.16島 根 -0.11
佐 賀 -0.11大 阪 -0.11東 京 -0.21山 口 -0.17島 根 -0.17大 阪 -0.11
東 京 -0.20東 京 -0.30兵 庫 -0.32徳 島 -0.18新 潟 -0.18東 京 -0.33

2010→2015 2015→2020 2020→2025 2025→2030 2030→2035 2035→2040

上位3県
京 都 0.34福 島 0.84宮 城 0.28宮 城 0.32宮 城 0.36宮 城 0.37
福 岡 0.28宮 城 0.38京 都 0.27京 都 0.28京 都 0.30京 都 0.31
神奈川 0.25京 都 0.24神奈川 0.22福 岡 0.23福 岡 0.24福 岡 0.25

下位3県
和歌山 -0.18和歌山 -0.18岐 阜 -0.19岐 阜 -0.20岩 手 -0.20沖 縄 -0.20
東 京 -0.24富 山 -0.19富 山 -0.20岩 手 -0.20岐 阜 -0.21岐 阜 -0.23
福 島 -0.25東 京 -0.20岩 手 -0.21富 山 -0.21富 山 -0.22富 山 -0.24

資料：総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3
月推計）」

9）詳しくは，国立社会保障・人口問題研究所（2013）を参照．



兵庫県や，2010→2015年における岩手県・宮城県の値には，いずれも震災の発生が影響し

ている．

純移動率要因は，高齢者の都道府県間移動率が低いことから，全体として小さい値となっ

ている（表6）．上記のように，若年層の人口移動はその後の地域別高齢化に大きな影響

を及ぼすが，少なくとも都道府県単位では，高齢者になってからの移動の影響は限定的で

ある．2010年以前においては，各期間における移動状況の違いによって都道府県別値に多

少の変動がみられるが，大都市圏の郊外に位置する県において値が高い傾向が見受けられ

る．一方，2010年以降については，本推計において一部の例外を除き，2005→2010年の市

区町村別・男女年齢別純移動率を2015→2020年にかけて定率で0.5倍まで縮小させた後，

その後の期間は縮小させた値を一定とする仮定を基本仮定としているため，都道府県別値

の変動は小さくなっている10）．

Ⅵ．都道府県別にみた結果

以下，将来の高齢者人口の増減パターン別に都道府県を抽出し，要因別の変化を詳細に

観察する．なお下記において，全国の新高齢要因と死亡要因については，全国要因として

まとめた値を表示している．

1． 東京都（単調増加①：図3）

東京都においては，実績値となる2005→2010年までは全国要因とほぼ同じ水準で推移し

ており，総人口に対する高齢者人口の増加率は概ね全国並みであったことが窺える．しか

し，将来においては次第に全国要因との乖離が見られるようになる．

まず2015→2020年までにかけては，死亡構造要因はプラスに寄与するが，地域新高齢要

因のマイナスが大きく，全国要因による増加率を下回る．2010年と2015年に60～64歳となっ

ているのは，それぞれ1946～1950年と1951～1955年に出生したコーホートであるが，前者

の「団塊の世代」を含むコーホートは，過去において東京都から埼玉・千葉・神奈川の周

辺3県への転出が多く，東京圏の郊外に多く分布している（江崎 2007）．また後者のコー

ホートは郊外化に加えて大都市圏への転入超過数が縮小しており（井上 2003），当該コー

ホートの20歳代後半以降における東京都からの転出超過傾向も明瞭であったことから（清

水 2007），各コーホートの東京都の人口シェアは先行する1941～1945年出生コーホート等

と比較して小さくなっている．

一方，2020→2025年には地域新高齢要因のマイナスが縮小し，2025→2030年にはプラス

に反転する．表2から明らかなように，東京都の地域新高齢要因は2020→2025年から2030

→2035年にかけて最低値から最高値に変化しており，世代間の人口分布に大きな差がある
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10）福島県において2010→2015年と2015→2020年の値が大きく変動しているのは，2010→2015年で震災後の流出

超過傾向を反映し，2015→2020年で震災による超過流出が解消するとした仮定を置いていることによる．詳し

くは，国立社会保障・人口問題研究所（2013）を参照．



ことが窺える．一方，死亡構造要因は引き続きプラスに寄与するため，高齢者人口は再び

急速に増加する．2035年に60～64歳を迎える「団塊ジュニア世代」を含む1971～1975年出

生コーホートは，大都市圏での出生割合が高くなっていることに加え，2000年代以降の都

心回帰により東京都の人口シェアが高まっている．また高齢者のなかの人口構造は全国よ

りも若いことから死亡数の増加も抑えられ，全国をはるかに上回る増加率で高齢者人口が

増加するようになるのである．

2． 沖縄県（単調増加②：図4）

東京都と同様，沖縄県においても高齢者人口は2035→2040年まで単調増加するが，その

人口学的要因は東京都とはやや異なっている．

2005→2010年以前は，全国をやや下回る水準で高齢化が進行してきたが，その最大の要

因は地域新高齢要因がマイナスであったことによる．すなわち，高出生率により相対的に

若い人口構造が維持されてきたために，新しく高齢者となる人口の総人口比は全国よりも

低い水準で推移してきた．一方，高齢者の生残率が高いことから，死亡生残率要因はプラ

スに寄与している．

終戦直後，沖縄県では出生率の上昇幅が他地域と比較して小さかったことから，この時

期に出生した世代が65歳を迎える2010→2015年においても地域新高齢要因は大幅なマイナ

スとなり，全体の値も引き続き全国要因を下回る．しかし，2015→2020年・2020→2025年

においては地域要因のなかで純移動率要因以外の要因がすべてプラスに寄与するため，全

国要因を上回るようになる．2025→2030年以降は再び地域新高齢要因がマイナスとなるも

のの，相対的に若い人口構造が維持されることによって死亡構造要因のプラスが拡大する

ため，2035→2040年まで全国要因を上回る状態が継続する．
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図３ 要因別高齢者人口変化量の総人口比（東京都）

資料：総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」



3． 岐阜県（増加→減少→増加：図5）

岐阜県においては，2005→2010年までは地域要因の寄与が小さく，ほぼ全国要因に沿っ

た形で高齢化が進行してきた．しかし2010→2015年以降は，地域要因が全体としてややマ

イナスに寄与する分，高齢者人口変化量の総人口比は全国水準を若干下回るようになる．

全国要因のプラス幅が小さい2020→2025年から2030→2035年まではわずかながら高齢者人

口が減少するが，「団塊ジュニア世代」を含む1971～1975年出生コーホートが65歳を迎え

ることによって，2035→2040年には再度増加に転じる．
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図５ 要因別高齢者人口変化量の総人口比（岐阜県）

資料：総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

図４ 要因別高齢者人口変化量の総人口比（沖縄県）

資料：総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」



推計期間中に増加→減少→増加となる都道府県の大半においては，ほぼ一貫して全国要

因の寄与が大きいが，推計期間中に地域要因がマイナスに寄与することによって，全国要

因のプラス幅が縮小する2020→2025年から高齢者人口が一時減少に転じるという現象がみ

られる．

4． 秋田県（増加→減少：図6）

秋田県では，1995→2000年までは地域要因の合計がプラスとなっている．要因別には，

死亡構造要因がマイナスとなる一方で，地域新高齢要因のプラスが大きく，人口構造が早

い段階から高齢化していたことが窺える．しかしその後は地域要因の合計がマイナスに転

じ，マイナス幅は概ね拡大基調で推移している．要因別にみると，とくに死亡構造要因の

マイナスが期間を追うごとに拡大していることから，高齢者のなかの高齢化によって高齢

者死亡数の総人口比が急速に増加する様子が窺える．2030→2035年以降は，大都市圏にお

ける出生割合が増加した世代が65歳を迎えるため，地域新高齢要因もマイナスに転じ，全

国要因のプラス幅が回復する2035→2040年においても高齢者人口の減少が継続する．

推計期間中に増加→減少となり，その後増加に転じない都道府県においては，高齢者の

死亡数が増加することに加え，これまでの人口移動の影響により「団塊ジュニア世代」な

ど新たに高齢者となる人口の規模が相対的に小さくなるという傾向がみられる．

Ⅶ．おわりに

本稿では，1980～2010年（実績値）と2010～2040年（推計値）における都道府県別高齢

者人口の変化について人口学的な分析を行った．高齢者人口の変化を全国要因（新高齢，
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図６ 要因別高齢者人口変化量の総人口比（秋田県）

資料：総務省統計局「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」



死亡）と地域要因（新高齢，死亡構造，死亡生残率，移動）に分解し，その推移を分析し

た結果の概要は，下記のとおりである．

第一に，都道府県別の高齢者人口の変化は，全体としては全国要因の寄与が大きい．都

道府県という比較的まとまった単位では，全国的な傾向から大幅に乖離することはなく，

多かれ少なかれ全国要因と連動する傾向が認められる．第二に，地域要因の寄与度も高い

都道府県も目立ち，とりわけ地域新高齢要因と死亡構造要因については都道府県間で比較

的大きな差異がある．これらはともに人口構造に関連する要因であり，高齢者世代の若年

層の時期における人口移動傾向が大きく影響している．第三に，地域要因のうち死亡生残

率要因と純移動率要因については，相対的に寄与度が低い．都道府県別の高齢者の生残率

には一定の較差があるが，人口構造と比較すると高齢者人口の変化への影響は小さい．ま

た高齢者の都道府県間移動率は小さく，高齢者になってからの人口移動による影響も限定

的である．しかし今後，高齢者人口割合が増加するにしたがって，死亡生残率要因・純移

動率要因ともに寄与度は次第に高まっていくと考えられる．

地域別の人口構造は，出生・死亡・移動によって変化するが，一般に最も影響力が大き

いのは移動である．その理由は，移動が出生・死亡と異なり，出発地・到着地の二地域の

人口を変化させるということに加え，若年層を中心として発生するため，移動者の出生行

動を通じて次世代以降の人口構造も変化させることによる．本稿での分析により，今後大

都市圏においては，過去の人口移動とそれがもたらした大都市圏出生割合の増加によって

新たに高齢者となる人口規模が大きく，相対的に若い高齢者人口の増加によって高齢者人

口は急増する様相が明らかになった．このように，大都市圏における急速な高齢化は，こ

れまでの人口移動の影響を強く受けて築き上げられた人口構造によるところが最も大きい．

反面，非大都市圏においては，新たに高齢者となる人口の減少により高齢者人口も近い将

来減少に転じることになるが，これは高齢化の終焉を意味するものではなく，高齢者人口

の減少スピードを上回る総人口の減少によって，総人口に占める高齢者人口の割合は上昇

を続けることには留意する必要がある．

本稿において，都道府県別高齢者人口の変化量を要因別に算出したことによって，一見

複雑な変化のパターンも容易に捉えられるようになった．2010～2040年は本推計の結果に

基づく分析であり，2010年時点の高齢者と今後高齢化する世代の人口移動傾向によって多

少変動することは考えられる．しかし，2035～2040年に65歳を迎える「団塊ジュニア世代」

を含む1971～1975年出生コーホートも2010年には既に35～39歳となっており，30歳代後半

以降の移動率は比較的安定していることから，実際の動きが本稿での分析結果から大きく

乖離する可能性は低いと考えられる．

一方，高齢者の人口移動に着目すると，施設への移動など相対的に短距離の移動割合が

高く，市区町村等のより詳細な領域でみれば，移動などの地域要因が都道府県単位でみる

以上に大きく寄与していることは間違いない．今後，全国的にもいっそうの高齢化が避け

られない状況のなかで，詳細な地域単位で高齢者人口がどのような人口学的要因によって

変化していくかを把握することは，地域包括ケアシステムの構築など地域別高齢化対策の
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立案にも有用であると考えられる．地域別の人口構造が出生や移動に及ぼす影響の分析も

含めて，今後の検討課題としたい．

（2014年4月4日査読終了）
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DemographicFactorsInfluencingElderlyPopulationChangebyPrefecture

ShiroKOIKE

Althoughpopulationagingbyregionoftenbecomesasubjectfordiscussionincontextssuchas

medicaltreatment,careandwelfare,therearefewstudiesthatdealwiththedemographicmecha-

nismofelderlypopulationchange.Inthispaper,demographicanalysisisappliedtoelderlypopu-

lationchangebyprefectureintheactualperiod(1980to2010)andinthefutureperiod(2010to

2040).Inthisanalysis,thedemographicfactorsinfluencingelderlypopulationchangearecatego-

rizedintonationalfactors,whichindicateanationwidetrendofJapan,andregionalfactors,which

indicatethedifferencebetweenJapanandeachprefecture.Althoughtheelderlypopulationchange

byprefectureismoreorlesslinkedtonationalfactors,theregionalfactors,mainlyrelatingtopopu-

lationstructure,haveasignificantimpact.Moreover,theirimpactispredictedtoexpandinthefu-

ture.Thisstudymakesitclear,intermsofquantities,thatpastinter-prefecturalmigrationhasa

greateffectonregionalelderlypopulationchange,throughtheagingofthepopulationstructure.
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特集Ⅰ：地域別将来人口推計・世帯数の将来推計

地域人口の将来推計における出生指標選択の影響：

都道府県別の分析

山 内 昌 和

Ⅰ．はじめに

将来人口の推計法として広く利用されているコーホート要因法は，出生，死亡，人口移

動の3要因と基準時点での人口構造を利用して人口変化を記述する理論的に優れた方法で

ある．

コーホート要因法を用いて将来人口を推計する場合，出生，死亡，人口移動の各要素の

仮定が必要である．これら3要素の仮定に関する既存研究のうち，地域人口の将来推計に

関しては，人口移動の仮定が重視され，日本でも一定の研究蓄積がある（川嶋他 1982，

稲葉 1988，南條他 1993，小池 2008a,b）．

それに対して，出生や死亡の仮定は，地域人口の将来推計との関連では積極的に検討さ

れていない．例えば，地域人口の将来推計の方法論について多面的に論じた Smith,

TaymanandSwanson（2001）のなかで出生や死亡の仮定についての記述は推計に必要

な最低限の内容であり，数少ない日本語のテキストの1つである山口（1990）も同様であ

る．

本稿が対象とする出生仮定について，地域人口の将来推計に関連した既存研究が少ない
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本研究では，1980～2010年の日本の都道府県別人口を用いて，出生指標の選択が地域人口の将来

推計の結果に与える影響を検討した．本稿で取り上げた出生指標は年齢別出生率（AgeSpecific

BirthRate：ASBR），子ども女性比（ChildWomanRatio：CWR），総出生率（GenenralFertil-

ityRate：GFR），標準化出生率（StandardizedBirthRate：SBR（EUの地域人口推計で採用さ

れた出生指標の仮定設定方法））の4指標である．

検討の結果，推計人口と実績人口の乖離が少ない出生指標は，都道府県別にみれば様々であった

が，乖離の程度が相対的に小さいのはSBRを用いたケースで，それ以外の3つの指標を用いたケー

スでは乖離は同程度であった．その要因は，SBRが年齢構造の影響を受けない指標であって，基

準期間（年）における全国と都道府県との出生指標の値の比が推計期間中に安定的であったためと

考えられる．ただし，SBRの場合に全国と都道府県との出生指標の値の比が安定的であったのは，

1つには1980～2010年の都道府県別人口を対象としたためであると考えられた．したがって，SBR

を用いたケースで実績値と推計値との乖離が小さくなりやすいという本稿の結果は，どのような人

口集団にも当てはまるものとはいえない．したがって，本稿の結果が示すのは，出生指標の選択自

体が，直ちに推計人口と実際の人口との乖離の大きさを決めるものではないということである．



要因として次の3点を挙げることができる．第1に，地域の人口変動にとって人口移動の

影響が大きいためである（河邉 1982）．この点は，アメリカの州別人口の増加率に対して

出生や死亡よりも人口移動の影響が大きいことを指摘したSmithandBashir（1990），

日本の都道府県別人口の増加率が純移動率と強い相関関係にあることを明らかにした大友

（1996）等が示すとおりである．

第2に，一般的なコーホート要因法の推計モデルでは，出生数（或いは子ども数）の推

計に人口移動の仮定が無視しえない影響を及ぼすためである（小池他 2007）．出生数（或

いは子ども数）の推計値は，通常，推計された再生産年齢の女性人口と仮定された出生指

標の値から算出する．このうち，前者の推計された再生産年齢の女性人口は，人口移動の

発生しやすい年齢層でもあるため，人口移動の仮定の影響を強く受ける．

第3に，地域人口の出生率を高い精度で計測することが難しいためである．出生率は，

理論上は出生リスクに曝された人口とそれに対応した出生数に関する統計データから算出

するが，通常の地域別の人口や出生数の統計データには人口移動の影響が含まれるため，

算出された地域別の出生率は理論的厳密さを欠くものとならざるを得ない．

地域人口の将来推計において出生仮定に関する議論が少ないものの，出生仮定が無視し

えない影響力をもつこともまた事実である．とくに推計期間が長い場合には，出生仮定が

推計結果に累積的に影響する．例えば，通常のコーホート要因法で35年後の人口を推計す

る場合，推計人口のうち35歳未満の人口はいずれも出生仮定の影響下にある．さらに，こ

のうちの15歳未満の人口はその親世代にも出生仮定の影響を受けた年齢層が含まれること

から，2重に出生仮定の影響を受ける．したがって，地域人口の将来推計の方法を議論す

る上で，出生仮定についても検討し，その成果を蓄積しておくことは重要である．

地域人口の将来推計に関連した出生仮定の研究は2つに大別できる．そのうちの1つが

仮定値の作成法に関するものである．例えば，もっとも新しい成果の1つであるNor-

man,PhilipandWohland（2014）は，イギリスの小地域別国籍別将来人口推計を実施

する為に必要な出生率の仮定値を作成する方法を論じた．一般に，国籍別に出生率を計測

することは統計資料の制約があるため容易ではない．同研究が対象とするイギリスでは人

口動態統計で国籍別に出生数を得ることができない．そのため，同研究では，人口動態統

計に加えてセンサスと労働力調査（LaborForceSurvey）の個票データ１）を用いて，最

初に，推計の基準期間である1991年と2001年の地域別，国籍別の年齢別出生率を作成した．

具体的には，まず，国籍全体での年齢別出生率と国籍別の子ども女性比を用いてイギリス

全体での国籍別の年齢別出生率を推定し，続いて，地域別に得られる年齢別出生率と合計

出生率，国籍別の子ども女性比といった指標を利用して，地域別に国籍別の年齢別出生率

を推定した２）．その後，イギリス全体での1991年以降2009年までの各年別の国籍別年齢別

出生率を推定し，それをロジスティック曲線に回帰させて補外することでイギリス全体で
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1）労働力調査の個票データに含まれる世帯員に関する情報を利用して国籍別の子ども女性比が得られる．

2）イギリス全体での国籍別の年齢別出生率と地域別の全国籍の年齢別出生率を利用して地域別の国籍別年齢別

出生率の初期値を作成し，国籍別年齢別出生率と国籍別年齢別女性人口の積和が地域別の出生数と整合的にな

るように繰り返し計算によって最終的な地域別国籍別年齢別出生率を求めた．



の将来値を定め，全国と地域の相対格差を一定として地域別国籍別年齢別出生率の将来値

を作成した．このように，同研究は，十分な統計データが得られない，或いは対象とする

人口集団の規模が小さいために出生率が不安定になりやすいという制約の下で，如何にし

て適切な出生率を推定するかという研究（例えばBogue,ArriagaandAnderton1993，

山内 2006，2009）の延長線上にあるとみなせる．

出生仮定に関する研究のもう1つのタイプが，出生指標の選択に関する研究である．一

般に，地域別の将来人口推計に利用する上で望ましい出生指標は年齢別出生率とされるが

（Smith,TaymanandSwanson2001），出生指標の選択が将来人口の推計結果に与える

影響を実証的に示したのがSmithandTayman（2003）である．同研究の直接の目的は，

3つの将来推計人口と実際の人口とを比較し，推計方法の違いが推計結果に与えた影響を

論じることであった．3つの将来推計人口とは，アメリカセンサス局が作成したアメリカ

の州別将来推計人口，フロリダ大学のBEBR（BureauofEconomicandBusinessRe-

search）が作成したフロリダ州のカウンティ別将来推計人口，同研究の執筆者が独自に作

成したアメリカの州別ならびにフロリダ州のカウンティ別の将来推計人口であり，このう

ち前2者は出生仮定に年齢別出生率を用いたコーホート要因法，後者は出生仮定に子ども

女性比を用いたコーホート変化率法で作成された．同研究によれば，州およびカウンティ

別の将来人口推計の結果に関して，年齢別にみても推計手法の違いの影響はほとんど観察

されなかった．これは，出生仮定に年齢別出生率と子ども女性比のいずれの指標を使用し

ても推計結果への影響が小さいことを示唆するものである．

本稿の問題関心は，上記2つのタイプの研究のうち後者にある．したがって，本稿にとっ

てSmithandTayman（2003）の研究は参考になる点が多い．しかしながら，同研究は，

出生指標の選択が将来人口の推計結果に与える影響を十分に検討できていない．なぜなら，

同研究では0-4歳の推計人口を比較して推計方法の違いを論じており，その場合には出生

指標の違いのみならず母親世代の推計人口や出生→0-4歳人口の人口移動と死亡の仮定の

影響も含まれてしまっているからである．したがって，出生指標の違いが推計結果に与え

る影響を明らかにするためには，母親世代の推計人口や出生→0-4歳人口の人口移動と死

亡の仮定の影響を除いて論じる必要がある．

以上を踏まえて，本研究では，1980～2010年の日本の都道府県別人口を例に，出生指標

の選択が地域人口の将来推計の結果に及ぼす影響を明らかにする．本研究で1980～2010年

の日本の都道府県別人口を対象としたのは，時系列で利用可能なデータが整備されており，

SmithandTayman（2003）とは異なる人口集団を対象とすることで，かれらの研究成

果を相対化することに寄与するからである．

Ⅱ．利用可能な出生指標と各指標の特性

地域人口の将来推計では，一般に，利用可能な統計データの制約が大きい．具体的には，

地域別に整理・表章される統計データが少ない，地域の境界がしばし変更されるので時系
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列で統計データを得ることが容易でない，将来人口推計に必要な統計指標の値が不安定に

なりやすいといったことであり，これらの制約は対象地域の人口規模が小さいほど顕著で

ある．

このような制約を鑑みると，地域別の将来人口推計に利用する出生指標として年齢別出

生率（AgeSpecificBirthRate；以下 ASBRとする）の他に，子ども女性比（Child

WomanRatio；以下CWRとする）や総出生率（GeneralFertilityRate；以下GFRと

する）も選択肢となる．これら指標の定義は以下のとおりである．

ASBR・・
B・

P
f
・

CWR・
P0・4

・
49

・・15

P
f
・

GFR・

・
49

・・15

B・

・
49

・・15

P
f
・

P・：・歳の人口，B・：母の年齢・歳の出生数，f：女性

これらの指標を将来人口推計への適用という観点で4項目に分けて特徴を整理したのが

表1である．1点目の「指標の算出に必要な統計データ」は，統計データの利用可能性と

関わる．CWRは男女別年齢別人口のみで算出できるため，必要な統計データは最も少な

い．それに対し，GFRは出生数が，ASBRを算出するためには母の年齢別出生数がさら

に必要となる．

2点目の「年齢構造の影響」については，よく知られているように，ASBRが年齢構

造の影響を受けないのに対しGFRやCWRは受ける．このため，ASBRを一定と仮定し

た将来人口推計では将来の出生水準が現在と同じことを仮定するのに対し，CWRや

GFRを一定と仮定した将来人口推計では，一般に将来人口の年齢構造は現在人口とは異

なるため，将来の出生の水準が現在とは異なることを仮定することになる．
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表１ ４つの出生指標とその特徴

指標
指標の算出に必要
な統計データ

年齢構造の影響
推計モデルの
複雑さ

小人口集団におけ
る指標の安定性

年齢別出生率
AgeSpesificBirthRate
ASBR

多 少 複雑 低

子ども女性比
ChildWomanRatio
CWR

少 多 単純 高

総出生率
GeneralFertilityRate
GFR

中 多 複雑 高

標準化出生率
StandardizedBirthRate
SBR

中 少 複雑 中



3点目の「推計モデルの複雑さ」については，各指標を使って推計するものが出生数か

0-4歳人口かの違いを反映している．出生数を推計するASBRやGFRでは，出生数から

人口を推計するために出生→0-4歳人口の純移動率と生残率の仮定が別途必要になる．こ

れに対し，CWRは直接0-4歳人口を推計するため，出生→0-4歳人口の純移動率と生残

率の仮定は不要となる．したがって推計モデルとしては，CWRよりもASBRやGFRの

方が複雑である．

4点目の「小人口集団における指標の安定性」はあくまで相対的なものであり，いずれ

の指標であっても人口規模の小さい集団ではその値が不安定なものになりやすい．しかし

ながら，仮に同じ人口規模の集団を対象とした場合，より細かい年齢区分を必要とする

ASBRの方がGFRやCWRに比べて不安定になりやすい３）．

以上， 3つの指標とその特徴を整理したが，その他に標準化出生率（Standardized

BirthRate：以下，SBRとする）も将来人口推計に利用することが可能である．標準化

出生率は標準人口の出生率を用いて対象となる人口集団の出生率を算出するもので，将来

人口推計への具体的な適用の仕方は多様である．ここでは EUの地域人口の将来推計

（RegionalpopulationprojectionsEUROPOP2008）で採用された方法を参考にしたい．

その理由は，公的な性格の推計で用いられた簡便な方法だからである．EUの地域人口推

計における出生仮定の考え方は，いわゆる間接標準化法に準ずるもので，具体的には下記

のように算出する（Giannakouris2010）．

ASBR
i
・・c

i
・ASBR

I
・ ただし，c

i
・

B
i

・
49

・・15

・ASBR
I
・・P

i,f
・ ・

i：地域i，I：標準となる人口集団

この指標を地域人口の将来推計に利用する場合には，標準となる人口集団の将来の

ASBRを別途仮定することが必要となる．しかしながら，標準人口を適切に設定できる

のであれば，指標の算出に必要な統計データは地域別にASBRを直接作成する場合より

も少ない上に，年齢構造の影響を受けにくく，小人口集団における指標の安定性も相対的

に高い（表1）．また，対象地域の合計出生率（TotalFertilityRate：以下TFRとする）

はc
i
・TFR

I
として表すことができる．

以上を踏まえ，本稿では，ASBR，CWR，GFR，SBR（EUの地域人口推計で採用さ

れた出生指標の仮定設定方法）の4つの出生指標を取り上げる．
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3）出生指標の不安定性を避けるために，ベイズ統計の考え方を利用して出生指標を推定する場合もある．しか

し，補正した出生指標の利用に関する議論は本稿では対象としない．



Ⅲ．方法

1． モデル推計とその方法

上述した4つの出生指標を地域人口の将来推計に適用した場合の影響を評価するために，

本稿では1980～2010年の都道府県別人口のデータを利用して男女別年齢5歳階級別にコー

ホート要因法によるモデル推計を実施する．

モデル推計は，基準年を1985年，1990年，1995年としてそれぞれ15年後の男女別年齢5

歳階級別人口を算出するものである．モデル推計に必要な仮定については，出生仮定以外，

すなわち，人口移動，死亡，出生性比（CWRを使う場合は0～4歳性比）の仮定は実績

値を利用する４）．したがって，出生仮定と関係のないコーホートの推計値と実績値は等し

くなる．例えば1985年を基準年とした場合のモデル推計であれば，2000年の15歳以上人口

の推計値と実績値は同じである．

出生仮定については，いずれの出生指標についても，基準年（期間）における全国と都

道府県との比を一定として推計期間中の出生指標の値を定める．4つの出生指標のうち，

ASBR，GFR，SBRの3つと，CWRでは若干推計方法が異なるので，それぞれ順に説

明する．

ASBR，GFR，SBRは同じ考え方であるので，ASBRを用いて1985年を基準年とする

モデル推計を例に説明する．最初に，基準期間である1980～1985年のASBRを算出する．

これは，人口動態統計の個票を使って1年単位の母の年齢5歳階級別出生数を足し上げた

ものと，1980年と1985年の女性の年齢5歳階級別人口の平均値を用いて算出する５）．この

指標を全国と全都道府県について算出し，全国と各都道府県のASBRの比をとる．1985

～1990年，1990～1995年，1995～2000年に仮定される都道府県のASBRは，当該年の全

国の実績値と，先に算出した全国と都道府県のASBRの比を利用する．推計された出生

数から男女別0-4歳人口を算出するためには，出生性比，出生→0-4歳の生残率と純移動

率が必要となり，これについてはいずれも実績値を用いる．

CWRの場合は，1985年を基準年とするモデル推計を例として説明する．まず，1985年

における全国と都道府県の CWRの比をとる．1990年，1995年，2000年の都道府県の

CWRは，当該年の全国のCWRの実績値ならびに先に算出した全国と都道府県のCWR

の比を用いて仮定する．0-4歳人口の算出は，期末時点の人口と仮定されたCWRを用い
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4）実際の計算過程で人口移動と死亡の要素を分ける必要はないので，5歳以上人口の人口移動と死亡に関する

動態率としてコーホート変化率を用いた．また，出生→0-4歳人口の人口移動と死亡に関する動態率としては

出生数と0-4歳人口の比の実績値を用いた．

5）具体的には次のようになる．ASBR・,t・t・5・・
t・5

t

B・,t・
1

2
・P

f
・,t・P

f
・,t・5・

なお，本研究は国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計に関する調査研究ならびにシステム開発事業

地域別将来人口推計」の成果の一部であり，人口動態統計に関するデータには統計法第32条に基づき調査票

情報を二次利用したものが含まれる．



る．また，0-4歳人口を男女に分けるために0-4歳人口性比の実績値を利用する．

2． 推計結果の比較の方法

本稿では，モデル推計による15年後の0-14歳人口（男女計）の値と国勢調査の値（実

績値）とを比較する．比較の方法は，小池（2008b）と同様に，実数ではなく全国人口に

占めるシェアを利用した．これは，都道府県別の推計結果の合計と全国値との間に生じる

乖離の影響を除くためである．

シェアの比較に際しては，都道府県ごとに基準年別，出生指標別のALPE（Algebraic

PercentError）とAPE（AbsolutePercentError）を算出し，その平均や分布を検討す

る．ALPEは実績値と推計値の乖離を符号付き，APEを実績値と推計値の乖離を絶対値

で表すもので，Smith（1987）やSmithandShincich（1988）をはじめとする推計精度

に関する研究で利用されてきた．ALPEとAPEの定義は下記のとおりである．

ALPE・・
P

i
0・14e

P
I
0・14e

・
P

i
0・14a

P
I
0・14a

・・
P

i
0・14a

P
I
0・14a

・100 APE・・
P

i
0・14e

P
I
0・14e

・
P

i
0・14a

P
I
0・14a

・・
P

i
0・14a

P
I
0・14a

・100

e：推計値，a：実績値

Ⅳ．結果

1． ALPEとAPEの都道府県の平均

基準年および推計指標別にALPEとAPEの都道府県の平均を整理したのが表2であ

る．ALPEの平均値についてみると，0からの乖離は，基準年が1985年の場合，GFRを

用いたケースが最小でASBRを用いたケースが最大，基準年が1990年の場合，SBRを用

いたケースが最小でCWRを用いたケースが最大，基準年が1995年の場合，SBRを用い

たケースが最少で CWRを用いたケースが最大であった．ASBRを用いたケースでは

ALPEの平均値が負，すなわち推計値が実績値より小さい過少推計になりやすいのに対

し，GFRやCWRを用いたケースではALPEの平均値が正，すなわち推計値が実績値よ

り大きい過大推計になりやすい傾向がみられる．このように基準年や出生指標の違いによ

り若干の傾向の違いはみられた．ただし，ALPEの平均値はいずれも±3パーセントの
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表２ 基準年別，出生指標別にみた推計値と実績値のシェアの差率（ALPE）

ならびに差率の絶対値（APE）の都道府県平均
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年

出生指標 ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR

ALPEの
平均

-2.5 0.5 0.0 -1.7 -2.2 2.2 1.9 -1.3 -1.0 1.5 1.5 0.3

APEの
平均

4.4 2.7 2.5 2.9 3.8 4.9 4.4 2.3 3.0 3.7 3.9 1.8



範囲内であった．

APEの平均値についてみると，基準年が1985年の場合，GFRを用いたケースが最小で

ASBRを用いたケースが最大，基準年が1990年の場合，SBRを用いたケースが最小で

CWRを用いたケースが最大，基準年が1995年の場合，SBRを用いたケースが最小で

GFRを用いたケースが最大であった．SBRを用いたケースのAPEの平均値がいずれの

基準年であっても3％未満に対し，その他の3つの出生指標を用いたケースのAPEの平

均値は5％未満であった．

2． ALPEとAPEの都道府県の分布

基準年および推計指標別にALPEとAPEの都道府県の値の分布を整理したのが図1

と 2である．ALPEについて示した図 1によれば，基準年が1985年の場合，CWRと

GFRを用いたケースでALPEの分布が0を中心として正負両方向に比較的均等に分布す

るのに対し，ASBRやSBRを用いたケースでALPEの分布が負（推計値が実績値より

も小さい過少推計）に偏る傾向がみられた．最大値と最小値の差であるレンジが最も小さ

いのはSBRを用いたケース，もっとも大きいのはASBRを用いたケースであり，第3四

分位と第1四分位の差である四分位範囲が最も小さいのはGFRを用いたケース，最も大

きいのはASBRを用いたケースであった．

基準年が1990年の場合，CWRとGFRを用いたケースでALPEの分布が正（推計値が

実績値よりも大きい過大推計）に偏る傾向がみられ，これら2つのケースでレンジと四分

位範囲が最大であった．それに対し，ASBRやSBRを用いたケースでALPEの分布が

負に偏る傾向がみられた．SBRを用いたケースではレンジと四分位範囲が最も小さかっ

た．

基準年が1995年の場合，SBRを用いたケースでALPEの分布が0を中心として正負両

方向に比較的均等に分布し，レンジと四分位範囲のいずれも最小であった．CWRと

GFRを用いたケースでは，基準年が1990年の場合と同様，ALPEの分布が正に偏る傾向

がみられ，これら2つのケースでレンジと四分位範囲が最大であった．ASBRを用いた

ケースについては，中央値はほぼ0であるものの，ALPEが負となる場合に値が大きく

なりやすく，レンジも大きい傾向がみられた．

APEについて示した図2によれば，SBRを用いたケースで，基準年にかかわらず第3

四分位値と最大値が最も小さく，中央値も比較的0に近い傾向がみられた．他の3つの出

生指標であるASBR，CWR，GFRを用いたケースについては，基準年によって若干の

違いはみられるものの，SBRに比べれば，第3四分位値と最大値は大きく，中央値も0

からの乖離は大きいが，3つの指標相互の差は明確ではなかった．

このように，ALPEとAPEの分布からは，SBRを用いたケースで推計値と実績値と

の乖離が小さく，もっとも優れていた．それに対し，残る3つの出生指標を用いたケース

については，CWRとGFRを用いたケースで類似した分布傾向を示すものの，乖離の程

度については甲乙つけ難かった．
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図２ 出生指標別，基準人口別の推計値と実績値のシェアの差率

の絶対値（APE）の都道府県別にみた分布

図１ 出生指標別，基準人口別の推計値と実績値のシェアの差率

（ALPE）の都道府県別にみた分布
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表３ 基準年別，使用した出生指標別，都道府県別にみた推計値と

実績値のシェアの差率（ALPE）
（％）

基準年 1985年 1990年 1995年

出生指標 ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR

北海道 1.1 4.3 5.0 0.7 0.8 5.2 5.2 0.8 2.7 4.5 4.8 3.2

青森県 -4.7 1.5 1.4 -2.9 -5.5 5.0 4.8 -4.2 1.5 8.9 8.7 3.1

岩手県 -3.7 -0.1 -0.7 -2.7 -3.9 5.7 4.5 -3.3 2.9 9.3 8.9 4.0

宮城県 2.6 9.7 8.1 3.3 1.7 11.5 10.0 2.2 2.5 4.9 6.2 3.3

秋田県 -8.9 1.7 0.3 -4.6 -7.7 8.0 6.8 -4.9 0.4 8.0 8.8 2.9

山形県 -9.5 -1.3 -3.0 -6.4 -6.0 9.4 7.6 -3.6 -0.2 8.0 8.4 2.1

福島県 -5.5 2.4 0.4 -3.9 -4.1 9.9 8.2 -2.9 1.3 9.0 9.5 3.0

茨城県 -0.6 5.0 5.3 0.0 -1.3 3.0 2.5 -0.5 0.5 1.2 1.6 2.4

栃木県 -1.9 5.9 5.1 -1.0 -0.1 6.3 6.0 0.9 -0.9 0.2 1.3 1.1

群馬県 -3.5 -0.8 -1.1 -3.5 -3.6 -3.3 -3.1 -3.2 -0.1 -0.6 -0.5 1.1

埼玉県 2.6 -1.6 -0.3 2.2 1.0 -6.1 -7.4 0.5 4.6 0.3 -0.6 3.5

千葉県 7.0 4.3 5.8 6.6 2.8 -2.8 -3.2 2.4 1.4 -3.4 -3.4 0.2

東京都 10.8 -0.3 0.0 5.9 11.3 -0.7 1.4 5.0 6.5 -1.4 -1.0 -2.1

神奈川県 4.8 -2.3 -2.1 3.5 3.8 -5.1 -4.8 1.9 3.0 -2.2 -1.5 -0.5

新潟県 -5.4 0.5 -0.3 -3.9 -1.7 6.2 5.3 -0.4 2.8 5.5 6.1 4.6

富山県 -7.5 -3.2 -3.4 -4.4 -6.8 -7.1 -6.1 -3.6 -7.2 -6.8 -7.1 -2.5

石川県 -5.0 -0.7 -0.1 -2.1 -5.9 -3.6 -2.8 -2.7 -6.0 -4.5 -4.4 -1.9

福井県 -10.0 -3.8 -5.1 -6.1 -6.8 2.3 1.6 -2.9 -5.1 2.3 1.9 -0.5

山梨県 -4.5 -6.1 -7.6 -5.6 -3.0 0.5 -1.3 -3.5 3.7 8.6 8.7 3.4

長野県 -4.4 -5.7 -6.9 -5.4 -2.8 -2.6 -2.9 -3.1 1.3 1.5 0.7 0.2

岐阜県 -4.7 -3.1 -2.6 -2.1 -6.1 -3.6 -3.8 -3.2 -6.0 -2.4 -2.9 -2.2

静岡県 -2.5 -0.9 -0.6 -1.1 -1.7 -0.4 0.1 -0.3 -4.3 -2.3 -2.4 -2.5

愛知県 -3.2 -5.5 -4.8 -1.8 -3.3 -6.5 -5.7 -1.2 -6.0 -3.9 -4.3 -2.7

三重県 -6.3 -5.0 -5.4 -3.4 -5.2 -0.9 -2.1 -1.8 -6.8 -0.2 -1.3 -1.9

滋賀県 -1.8 1.3 1.5 -0.2 -1.4 3.4 1.8 0.8 -3.1 -0.5 -0.7 -0.2

京都府 3.4 1.5 2.2 2.7 5.3 -1.2 0.9 4.8 1.9 -3.8 -2.6 0.5

大阪府 0.7 -5.4 -4.7 0.2 1.4 -7.4 -5.9 1.4 -2.1 -3.0 -4.1 -1.6

兵庫県 0.6 -1.4 -0.8 0.7 -1.2 -2.2 -2.8 -0.5 -1.2 -1.5 -1.0 -0.1

奈良県 1.4 0.7 2.7 2.3 0.5 -1.0 -0.9 1.5 0.4 0.4 0.7 1.7

和歌山県 -3.7 -4.2 -3.0 -1.6 -4.5 0.8 -0.6 -1.6 -5.3 4.0 1.8 -0.8

鳥取県 -5.2 3.2 1.6 -2.9 -3.2 9.1 7.7 -1.3 0.0 4.8 4.8 2.3

島根県 -5.5 0.2 -1.9 -4.0 -2.1 6.2 6.0 -0.5 0.0 3.6 2.9 2.0

岡山県 -4.8 -0.7 -2.0 -2.7 -3.5 -1.2 -1.3 -1.2 -3.9 -2.3 -2.9 -0.5

広島県 -2.9 -0.8 -0.3 -1.5 -1.5 -1.4 -0.9 0.3 -2.8 -2.1 -2.1 0.4

山口県 -4.4 0.3 0.1 -2.8 -4.3 -3.0 -1.6 -2.8 -4.8 -4.0 -5.0 -2.0

徳島県 -5.0 3.8 1.8 -2.0 -2.9 6.8 5.8 -0.5 -2.4 2.5 2.4 1.3

香川県 -6.6 0.0 -1.3 -4.3 -6.3 -2.3 -2.1 -3.8 -8.6 -6.9 -7.5 -4.6

愛媛県 -4.9 0.4 -0.4 -3.1 -4.0 3.0 2.6 -2.1 -2.1 1.4 1.9 0.9

高知県 -2.1 2.4 1.4 -2.1 -3.0 1.9 1.9 -2.7 1.4 1.9 2.2 2.6

福岡県 1.9 5.4 4.7 1.0 0.6 4.3 3.4 0.2 0.4 -0.4 -0.4 0.1

佐賀県 -4.2 1.8 0.8 -3.9 -5.2 6.0 5.8 -4.5 -2.4 3.5 3.9 -1.5

長崎県 -2.2 2.5 1.5 -3.6 -2.1 8.6 7.8 -2.5 0.7 6.1 6.5 0.7

熊本県 -4.9 1.7 0.0 -3.5 -4.9 8.1 6.6 -3.9 -4.2 3.4 3.5 -2.8

大分県 -6.5 0.1 -1.0 -4.7 -6.4 2.0 1.2 -4.9 -3.8 -0.4 -1.0 -2.0

宮崎県 -5.1 4.1 3.5 -3.4 -6.8 6.9 6.0 -5.6 -3.4 2.3 2.6 -2.1

鹿児島県 0.7 6.0 3.9 0.2 -1.6 13.3 12.3 -1.3 -0.7 7.4 7.5 -0.5

沖縄県 6.5 3.6 2.4 -2.1 7.6 13.6 13.2 0.7 5.9 8.3 9.1 0.4



3． 都道府県別にみたALPE

上述のように，ALPEとAPEの平均値や分布の状況からは，相対的にSBRを用いた

ケースで実績値と推計値との乖離が小さい傾向がみられた．しかし，都道府県別にみると，

実績値と推計値との乖離が小さくなる出生指標は異なっていた．

表3は都道府県別に基準年別出生指標別のALPEを整理したものである．同表によれ

ば，①宮城県や鹿児島県のように，CWRやGFRを用いたケースで推計値と実績値との

乖離が大きく，ASBRやSBRを用いたケースで乖離が小さい，②福井県や香川県のよう

に，ASBRを用いたケースで推計値と実績値との乖離が大きく，CWRやGFR，SBRを

用いたケースで乖離が小さい，③東京都や大分県のように，ASBRやSBRを用いたケー

スで乖離が大きく，CWRやGFRを用いたケースは推計値と実績値との乖離が非常に小

さい，④奈良県や兵庫県のように，4つの出生指標のいずれのケースでも推計値と実績値

との乖離が小さい，といったように推計値と実績値の乖離の大小と出生指標との関係は都

道府県によって異なっていた．

ただし，繰り返しになるが，SBRを用いたケースで実績値と推計値との乖離が小さく

なりやすい．先述のALPEとAPEの平均値や分布とは異なった形でそのことを示した

のが表4である．同表は，都道府県ごとに基準年別に実績値と推計値との乖離が小さいも

のから大きいものまで出生指標を順位づけし，その順位別の都道府県数を整理したもので

ある．基準年による違いはみられるが，総じて，SBRを用いたケースで1位の割合が高

い．残りの3つの指標では1位となる都道府県の数は同程度であり，相互の差はあまりはっ

きりしないが，敢えて特徴を述べるならば，ASBRは4位，GFRは3位となる都道府県

の数が多い傾向がみられる．

Ⅴ．考察

1． 実績値と推計値との乖離の背景

これまでみてきたように4つの出生指標を比較すると，都道府県別に多様な状況がみら

れたなかで，SBRを用いたケースで実績値と推計値との乖離が小さくなりやすく，他の3

つの出生指標を用いたケースには明瞭な差が見られなかった．

実績値と推計値の乖離の程度は，全国と都道府県との出生指標の比の安定性に左右され

る．今回の推計モデルでは，基準期間（年）における全国と都道府県との出生指標の比を
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表４ 基準年別，出生指標別にみた推計値と実績値の乖離の順位別の都道府県数

基準年 1985年 1990年 1995年

出生指標 ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR ASBR CWR GFR SBR

1位 4 13 17 13 6 6 8 27 14 5 1 27

2位 9 15 16 7 19 7 11 10 10 14 13 10

3位 3 10 9 25 5 10 25 7 3 20 18 6

4位 31 9 5 2 17 24 3 3 20 8 15 4



一定としているが，SBRの場合，他の3つの出生指標に比べて，対象とした推計期間中，

全国の値と都道府県の値との比が相対的に安定していたと解釈できる．

その要因は，SBRが年齢構造の影響を受けにくい要約的な指標だからであろう．年齢

構造の影響については，都道府県別に再生産年齢の女性人口の年齢構造は異なることから，

それらの影響を受けるCWRやGFRの方が全国と都道府県の比はより不安定になりやす

いと考えられる．一方，要約的な指標という点に関しては，全国と都道府県の比を算出す

る場合に年齢別よりも再生産年齢全体の出生の水準の方が安定しやすいということである．

このことは，ASBRを用いたケースに比べ，CWRやGFRを用いたケースで実績値と推

計値の乖離が大きいわけではないことの一因にもなっていると考えられる．

要約的な指標の方が全国の値と都道府県の値との比が相対的に安定していた背景には，

算出された出生指標の値そのものの安定性に加え，本稿が対象とした人口集団の影響もあ

ると考えられる．このうち出生指標の値の安定性については，人口規模の影響で地域別の

ASBRは相対的に不安定になりやすい，ということである．もう1つの分析対象となっ

た人口集団の影響とは，本稿が対象とした1980～2010年の都道府県人口の場合，出生率の

年齢パターンにみられる地域差が小さいことや再生産年齢全体でみた出生の水準の地域差

が比較的安定していたことの影響である．したがって，人口集団によっては，要約的な指

標の方が全国の値と都道府県の値との比が相対的に不安定になることもあり得るだろう．

以上を踏まえるならば，4つの出生指標の中ではSBRを用いたケースで実績値と推計

値との乖離が小さくなりやすいという本稿の結果は，どのような人口集団にも当てはまる

ものとはいえないと考えられる．ただし，ASBRを用いたケースで実績値と推計値との

乖離が必ずしも小さくならないことや，CWRやGFRのような出生指標を用いることが

実績値と推計値との乖離を特に大きくするわけではないことは本稿の結果からも明らかで，

SmithandTayman（2003）の結果とも整合的であった．したがって，本稿の結果が示

すのは，出生指標の選択自体が，直ちに推計人口と実際の人口との乖離の大きさを決める

ものではないということである．

2． 地域別の将来人口推計において望ましい出生指標をどのように考えるのか

地域別の将来人口推計を実施する目的が様々であり，利用可能な統計データにも多様な

状況が存在する限り，出生指標の選択のあり方には多様な基準が存在するはずである．推

計された人口と実際の人口との乖離が少ないことを推計の評価基準とする場合，これまで

みてきたように，どの出生指標が望ましいかを特定することはできない．このことは，出

生指標の如何に係わらず，将来の出生指標がどのような値となるかを事前に完璧な形で予

測することが不可能であることを考えれば，当然の結果であろう．

そうした中で，ASBRが地域別の将来人口推計に用いる上で望ましい出生指標

（Smith,TaymanandSwanson2001）とされているのは，ASBRが確率的な指標であ

るが故に，例えば，国立社会保障・人口問題研究所の全国人口の将来推計（国立社会保障・

人口問題研究所 2012）で作成された出生仮定にみられるように，将来の出生変動を具体
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的な数値として合理的に定めやすいからである．したがって，ASBRを用いた望ましい

仮定設定のあり方というのは，本稿のように基準期間（年）における全国と都道府県との

ASBRの比を一定とするのではなく，地域ごとに独立に出生変動を踏まえて将来の

ASBRの値を設定することである．

しかしながら，地域人口の将来推計においてこうした仮定設定を実施することが常に望

ましいと言えるのかは議論の余地がある．とりわけ，多数の地域を対象として将来人口推

計を実施する場合には，地域ごとに複雑な仮定設定の作業が必要となる．このことは，推

計された人口と実際の人口との乖離が少なくなるとは必ずしも言えないにもかかわらず，

仮定設定のためのモデル構築をはじめとする作業に多くの時間や費用を要し，一貫性に欠

ける複雑で理解しにくい仮定設定となりやすく，結果として利用者が活用しにくいものに

なりかねない．また，将来推計の対象となる地域によっては，利用可能な統計データの制

約が大きい場合もある．例えば，2010年の総人口が少ない5市町村の年齢別女性人口と年

齢別出生数，年齢別出生率を示した表5にみられるように，人口規模が小さい場合，年齢

別出生率の値が不安定になりやすく，なかには値を算出できない年齢階級も存在する．こ
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表５ 2010年時点の人口規模が最も小さい５村の2010年における年齢別

女性人口，年齢別出生数，年齢別出生率

女性人口

市町村 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

東京都青ヶ島村 1 3 7 3 10 8 6

東京都利島村 1 2 1 17 11 8 8

東京都御蔵島村 1 10 26 18 12 9 8

新潟県粟島浦村 0 5 4 4 1 3 9

高知県大川村 4 6 7 8 3 12 10

年齢別出生数

市町村 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

東京都青ヶ島村 0 0 1 0 0 0 0

東京都利島村 0 0 0 3 0 0 0

東京都御蔵島村 0 1 4 2 0 1 0

新潟県粟島浦村 0 0 0 2 0 0 0

高知県大川村 0 0 1 1 0 0 0

年齢別出生率

市町村 15-19歳 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

東京都青ヶ島村 0.00 0.00 0.14 0.00 0.00 0.00 0.00

東京都利島村 0.00 0.00 0.00 0.18 0.00 0.00 0.00

東京都御蔵島村 0.00 0.10 0.15 0.11 0.00 0.11 0.00

新潟県粟島浦村 - 0.00 0.00 0.50 0.00 0.00 0.00

高知県大川村 0.00 0.00 0.14 0.13 0.00 0.00 0.00

注1） -は算出不能を表す．
注2）各村の総人口は青ヶ島村が201，利島村が341，御蔵島村が348，粟島浦村が366，大川村が

411である．
資料：国勢調査，人口動態調査



のように，そもそもASBRを将来人口推計のための出生指標として用いることの有効性

が疑わしい状況も現実には存在する６）．

地域人口の将来推計において望ましい出生指標は前提無しに定められるものではない．

地域人口の将来推計を実施する場合には，利用可能な統計データや指標の安定性，将来推

計に期待される条件などを総合的に勘案して定めることが必要になる．本稿でみたように，

ASBRではなくCWRやGFRを利用することが推計人口と実際の人口との乖離を拡大さ

せるものではないことを理解しておくことは，将来人口推計を実施する者と利用する者の

いずれにとっても重要である．

Ⅵ．おわりに

本研究は，出生指標の違いが地域人口の将来推計に如何なる影響を及ぼすのかについて，

1980～2010年の日本の都道府県別人口を例として明らかにしたものである．検討の対象と

した出生指標は年齢別出生率（AgeSpecificBirthRate：ASBR），子ども女性比（Child

WomanRatio：CWR），総出生率（GenenralFertilityRate：GFR），標準化出生率

（StandardizedBirthRate：SBR（EUの地域人口推計で採用された出生指標の仮定設定

方法））の4指標である．

具体的な検討方法は次のとおりである．コーホート要因法の考え方を用いて1985年，

1990年，1995年を基準年として15年後の男女別年齢5歳階級別人口を算出する推計モデル

を作成する．このモデル推計に必要な仮定については，出生仮定以外は実績値を利用し，

出生についてのみ上記4指標を用いて仮定設定を行って推計人口を算出し，実績人口と比

較する．出生仮定は，いずれの出生指標についても，基準期間（年）における全国と都道

府県の比を一定とし，全国の実績値を用いて作成した．作成した推計人口のうち15歳以上

人口は実績値と等しくなることから，0-14歳人口（男女計）の推計値と実績値を比較した．

その結果，推計人口と実績人口の乖離が少ない出生指標は，都道府県別にみれば様々な

パターンがみられたが，乖離の程度が相対的に小さいのはSBRを用いたケースで，それ

以外の3つの指標を用いたケースでは乖離は同程度であった．その要因は，SBRが年齢

構造の影響を受けない指標であって，基準期間（年）における全国と都道府県との出生指

標の値の比が推計期間中に安定的であったためと考えられる．ただし，SBRの場合に全

国と都道府県との出生指標の値の比が安定的であったのは，1つには1980～2010年の都道

府県別人口を対象としたためであると考えられた．したがって，SBRを用いたケースで

実績値と推計値との乖離が小さくなりやすいという本稿の結果は，どのような人口集団に

も当てはまるものとはいえない．したがって，本稿の結果が示すのは，出生指標の選択自

体が，直ちに推計人口と実際の人口との乖離の大きさを決めるものではないということで

ある．
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6）国立社会保障・人口問題研究所（2004，2009，2013）で出生指標にCWRを利用してきたのは人口規模の小

さい市区町村が推計対象に含まれることが大きな理由である．



今後の課題は次の2点である．第1に，市区町村別のデータを用いた検証である．とり

わけ人口規模が小さい自治体を対象として本稿と同様の検討をすることである．第2に，

ベイズ統計の考え方を用いて地域別の出生率が推定されることがあるが（例えば厚生労働

省大臣官房統計情報部 2009），そのような出生率を地域人口の将来推計に用いた場合に及

ぼす影響を検証することである．いずれも今後の課題としたい．

（2014年3月22日査読終了）
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AnEmpiricalAnalysisoftheEffectofFertilityMeasurementChoiceon
SubnationalPopulationProjections:ACaseStudyof47Prefecturesin

Japan

MasakazuYAMAUCHI

Thecohortcomponentmethodisthemostwidelyusedmethodformakingsubnationalpopula-

tionprojections.Underthisapproach,threecomponentsofpopulationchangeareincluded:births,

deaths,andmigration.Ofthesethreecomponentsofsubnationalpopulationprojection,manyre-

searchershavebeenconcernedwithmigrationprojectionsandtheirimpactsonoutcomes,butfew

studieshaveconsideredthefertilityandmortalitycomponents.Thesignificanceofthefertility

componentregardingsubnationalpopulationchangehasincreasedrecentlyinJapan,becausethe

populationinmostregionsisdeclining,mainlyduetoadecreaseinbirthrates.

Somefertilitymeasurementscanbetakenwhenprojectingcohortcomponentprojectionmodels.

Inthisstudy,weconsiderfourkindsoffertilitymeasurements・agespecificbirthrate(ASBR),

childwomanratio(CWR),generalfertilityrate(GFR),andstandardizedbirthrate(SBR)・and

investigatehowthechoiceoffertilitymeasurementaffectstheoutcomesofsubnationalpopulation

projections.

Wedevelopfourdifferentmodelsofcohortcomponentprojections.Thesemodelsareidentical

exceptforthefertilitymeasurement.Actualsurvivalandnet-migrationratesareusedtoprovide

projectionsofthepopulationagedfiveyearsandolder.Thepopulationbelowfiveyearsispro-

jectedbyusingactualsurvivalandnet-migrationratesandassumedfertilitymeasurementvalues.

Foreachfertilitymeasurement,weassumethatregionalvariationsfromtherespectivenationalfig-

ureinthebaseperiodarestableovertheprojectionperiod.Usingdatafromtheperiods1980・

85,1985・90,and1990・95,weusedthesemodelstoproduce15-yearpopulationprojectionsin

five-yearagegroupsfor2000,2005,and2010foreachof47prefecturesinJapan.

The0・14agegrouppopulationfromtheseprojectionsiscomparedwiththecensuscountsfor

2000,2005,and2010.Thesmallestdifferenceemergedfromthemodelusingthestandardized

birthrateandcensuscount.Amongtheotherthreemodels,theidentifieddifferencesweresimilar

toeachother.Thestandardizedbirthratemodelperformedstronglybecausetheregionalvariation

infertilitymeasuredbythestandardizedbirthratewasthemoststablefromthebaseperiodtothe

projectionperiod.Ontheoreticalgrounds,wecannotspecifywhichmeasurementprovidesthemost

stabletrendsforfutureregionalvariationinfertility.Accordingly,ifregionalfertilitypatternsand

trendswereconsiderablydifferenttothoseofthepopulationthatweusedinthisstudy,theper-

formanceofthemodelusingthestandardizedbirthratecouldhavebeenworsethanitwouldhave

beenhadweusedanotherfertilitymeasurement.Instead,thisstudyshowsthatthechoiceoffertil-

itymeasurementdidnotdirectlyaffecttheoutcomeofsubnationalpopulationprojections.
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特 集 Ⅱ

全国将来人口推計とその応用に関する研究（その３）

外国人の国際人口移動分析手法に関する考察

佐 々 井 司

はじめに

『日本の将来推計人口』における出生，死亡および国際人口移動の各仮定値のうち，国

際人口移動は，統計情報，分析手法，仮定設定の考え方，それぞれにおいて，他とは異な

る特徴を持つ．

将来推計人口における国際人口移動に関する仮定値は，主として総務省統計局により毎

年公表されている『人口推計』の数値を用いた分析結果をベースに設定されている．同統

計は将来推計に必要とされる男女年齢各歳別の情報が得られる唯一の資料でもある．それ

以外には，法務省によって公表されている『出入国管理統計』が，外国人人口に関する近

年の変動傾向にみられる特徴を探索するための補足資料として用いられており，国籍別や

在留資格別の動向を概ね知ることが可能である．ただし国際，国内に関わらず，「人口移

動」の定義は統計ごとに必ずしも同じでないことから，分析に用いる際には留意が必要と
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本稿は，将来人口推計における外国人の国際人口移動分析手法に関して，将来人口推計の仮定設

定への応用を主目的として，その改善の可能性について考察を行うものである．

将来人口推計における国際人口移動の仮定設定の方法が見直される過程で，その分析手法にも改

善が加えられてきた．主として，入国超過総数に関して男女年齢別純移動率に依って分析する方法

から，日本人・外国人別の分析へと変更が行われた．さらに，日本人に関しては男女年齢別純移動

率を用い，外国人に関しては入国超過数とその年齢パターンという2要素の分析を通じて仮定設定

が行われてきた．しかしながら，リーマンショックや東日本大震災等を機に，これまで比較的安定

的に観測されてきた外国人の入国超過傾向が崩れ，推計仮定値と実績値との乖離が顕在化したこと

から，より汎用性の高い仮定設定のあり方を検討する必要性に迫られている．

本稿では，仮定設定の基になる国際人口移動分析の新たな試みとして，外国人の入国超過を入国

と出国とに別け，入国者数と出国者数それぞれの推移，入国者の年齢別割合および年齢別出国率の

変化等について分析とその結果の考察を行っている．移動総数の増大が入国超過数の動向に及ぼす

影響，入国，出国に観測される男女別，年齢別移動パターンの特徴などに関して示唆的な結果が得

られた．従来手法の課題を補足し，推計仮定値の精度を向上させるために，実用化に向け今後更な

る改善に努めたい．



される１）．

人口変動における国際人口移動の重要性が認識され始めたのは近年になってからである．

具体的には，国際人口移動が人口構造に及ぼす影響が顕在化するのは1970年代以降である．

そのため，国際人口移動分析の蓄積はいまだ十分とは言えないものの，『日本の将来推計

人口』に係る国際人口移動の分析や仮定値設定の方法についてはその都度重要な改善が行

われている．まず，国際人口移動の影響がわが国の人口規模に対して比較的小さかった平

成9（1997）年推計までの推計仮定においては，総人口（外国人を含む）の男女年齢別純

移動率すなわち，入国と出国の差である年齢別入国超過率を将来も一定とすることに妥当

性があった．しかし，その後の分析から日本人と外国人との移動傾向の違いが明らかになっ

たことから，平成14（2002）年推計以降，日本人については日本人人口を分母とする男女

年齢別純移動率を仮定値とし，外国人については入国超過数の仮定値と年齢パターンから

男女年齢別移動数を算出し仮定値としてきた．ただし，外国人の入国超過数を将来仮定値

として用いるこの方法は，外国人の入国超過数が長期的には一定数で固定されるという仮

定設定になっており，人口が減少し続ける状況下では総人口に占める外国人割合が拡張し

続けるという問題があった．そこで，最新の平成24（2012）年1月推計では，外国人入国

超過数の総人口に対する比率が中期的に一定とし，入国超過数を人口規模に連動させる方

法を採用した（石川 晃・佐々井 司 2012）．

『日本の将来推計人口』における国際人口移動の仮定設定の変遷過程で，上述のように，

分析手法にもいくつかの改善が行われてきたものの，国際人口移動分析には依然として課

題が残されている．そこには主に，定量的情報の制約と分析手法の問題という2つの側面

がある．まず，国際人口移動に関する男女各歳別の情報が入国超過数でしか得られないこ

とが制約条件の一つとなっている．日本人に関しては入国超過数を期首の日本人人口で割っ

た入国超過率が従来から仮定値として用いられてきた．本来であれば，母集団と発生事象

という関係において整合性を持たせるのであれば，出国と入国とに別けるのが妥当だと思

われる．すなわち，日本人の出国数を（日本に在住する）日本人人口で除した日本人出国

率と，日本人の入国数を海外に在留する日本人２）で除した日本人入国率とに別けるとい

う方法が考えられる．ただし，日本における日本人が出国し，再び入国（帰国）すること

を前提とするのであれば，分析上入国超過率を用いることに根本的な問題はない．他方，

外国人の場合，日本人と同様に入国超過率を分析に用いるのは現実的とは言えない．なぜ

なら，外国人の移動の出発点は当然のことながら海外にあり，ある特定の国からわが国へ
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1）例えば，一般に人口とは常住人口のことをいい，そのため人口移動の定義は，人口の常住地の移動と理解さ

れている．ちなみに，常住人口は「当該住居に3か月以上にわたって住んでいるか，又は住むことになってい

る人」であるため，人口移動の定義もそれに準じたものと考えられる．しかし，移動者のすべてがその定義と

一致するわけではない．特に，国際人口移動の場合には，観光，外交，公用等滞在期間の短い者や再入国資格

での移動者は移動数の対象から除外されている．ところが，長期間の滞在資格の者が実際には短期間の滞在で

出国した場合やオーバースティなどの厳密な統計はなく，必ずしも実態を完全に反映したものとはなっていな

い点を留意しなければならない．

2）外務省領事局政策課『海外在留邦人数調査統計』から得られるが，把握・掲載されている数値は在留届の提

出を行った日本人に限定され，年齢別には集計されていない．



国境を越えて入国，その後わが国から他国（第三国の場合も）への出国が起こると考える

と，少なくともわが国への入国率算出の際の分母人口は海外における外国人人口というこ

とになる．日本における外国人人口を入国率算出の際の分母とする指標は，事象の発生と

その母集団の関係からすると矛盾している．入国と出国の差を用いた入国超過率でも理論

的には同様である（佐々井・石川 2008）．

他方で，外国人の国際人口移動に大きな影響を及ぼす社会経済環境が近年劇的に変化す

ることにより，従来から用いられてきた仮定設定の方法では適応できないケースも散見さ

れるようになった．具体的には，リーマンショックや東日本大震災等を起因として，これ

まで比較的安定していた外国人の入国超過の傾向に変化がみられ，推計仮定に新たな課題

が生じている．2008年まではほとんどの年で外国人は入国超過であり，中長期的にみて出

国超過の兆候がみられなかったことから，将来の仮定設定も入国超過を前提とすることに

何ら問題はなかった．しかしながら，直近の数年間においては連続して大幅な出国超過が

続き，従来から用いてきた仮定設定の前提が崩れてしまった．そのことにより手法上の課

題も顕在化した．例えば，入国超過数の年齢パターンである．入国超過時の情報を用いて

分析する限り入国超過の年齢パターンには安定した傾向がみられるものの，出国超過時の

それとは大きく異なっている．そのため，東日本大震災等の影響でかなりの規模の出国超

過となった期間における外国人の年齢別にみた入国超過の実績値は，入国超過時の年齢パ

ターンを出国超過数にあてはめて算出した仮定値と，まったく異なる結果となった．

このように，現在の仮定設定の方法では，外国人の出国超過に対応できないという欠陥

が露呈した．そこで，多様な状況下で用いることのできる汎用性の高い人口移動分析の枠

組みを，外国人の国際人口移動の仮定設定への応用を主目的として模索，検討してきた．

本稿では，外国人の国際人口移動について，入国超過を入国と出国に別けて試行的に分

析を行う．具体的には，入国および出国における男女別年齢パターンの近年の変化につい

て定量的分析を行い，それぞれの特徴を明らかにしたうえで，入国超過に及ぼす影響につ

いて考察を行う．なお，年齢各歳には情報が得られないため，入手可能な5歳階級別の数

値を分析に用いている．

Ⅰ 外国人の入国超過数と出入国者数について

総務省統計局『人口推計』では参考表のなかで，日本人と外国人別に男女別出入国者数

を掲載している．図1は，1973年以降の入国者数，出国者数および入国超過数の推移を併

せて示したものである．

まず，外国人の入国超過数（90日以内の短期の滞在を除く入国者数から出国者数を引い

たもの）をみると，1970年代には5千人前後と僅かであったが，1980年代になると徐々に

増加している．1980年代後半からは増加傾向がさらに顕在化し，1990年代初頭まで毎年の

増減幅は著しく大きくなっている．その後現在（2011年）までの推移は，それ以前の比較

的安定した傾向とは異なり，毎年激しい変動が観測される．そして，1994年（1993年10月
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1日～1994年9月30日：以下，年次と期間の関係は同様）および2009年以降は入国超過数

が大きく減少（出国超過）している．ちなみに，入国超過数が最も多かったのは2000年に

おける8万8,000人で，次いで2007年の7万9,000人であった．一方，同じ期間における入

国者数と出国者数それぞれの推移を観測すると，概ね安定した傾向を示している．入国者

数，出国者数ともに1980年代半ば以降ほぼ直線的に増加している．1980年第半ばまでの入

国者数，出国者数はともに25～30万人前後であったが，直近の2010年10月1日から2011年

9月30日までの1年間における入国者数は188万7,000人，出国者数は193万8,000人と両者

ともに25年間で優に6倍を超えている．外国人の入国超過数の推移だけを観測していては

気付かないが，1980年半ば以降の出入国者数の増大に伴って，それらに占める入国超過数

の割合は確実に低下している．近年の出入国者数の規模に比して，入国者数と出国者数の

差である入国超過数はかなり少ないと言える．結果的に，出入国者数が今日の水準の規模

にまで増加すると，入国と出国いずれかの微妙なぶれが，入国超過数を大きく変動させる

効果をもたらす．平成14（2002）年推計以降は，外国人の国際人口移動仮定に入国超過数

を用いているが，近年安定かつ明瞭な傾向を見出すのが難しくなりつつある原因の一つと

して，以下のような移動総数の増大が挙げられよう．
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図１ 外国人の入国者，出国者および入国超過数



Ⅱ 外国人の入国について

さて，外国人の入国者数はさまざまな社会経済的要因によって規定されており，人口学

的要因のみで説明するのは難しい．仮に人口学的要因で外国人の入国を説明しようとする

と海外における外国人を分母とする入国率を用いることになるが，現実的には，これを分

析に耐えうる指標にするのは難しい．そこでまず，入国者数の推移とその年齢分布の特徴

を考察してみよう．図1ですでにみた通り入国者数は1980年代半ば以降ほぼ直線的に増加

しているが，男女別にみてもそれぞれ直線的な上昇傾向がみられる．ただし，女性の伸び

が男性のそれよりも急速に進行しており，1999年以降の毎年の入国者数は女性の方が多い．

また，男性入国者数は2009年の前後で凹凸が激しくなっており，リーマンショックの影響

が男性の移動により顕在化しているものと考えられる（図2）．

つぎに，毎年の男女別入国者数の年齢別割合によってその分布をみてみよう．総務省統

計局『人口推計』では5歳階級別の数値が公表されていることから，ここではそれを用い

ることにする．

男性の場合，1980年前半までと1980年代後半以降で年齢分布の形状が異なっている（図
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図２ 外国人入国者数



3）．1980年代後半で20歳代後半をピークとする山形を形成し，1990年代前半以降は50歳

以上の割合が徐々に縮小しながら，2000年代前半，後半にみられる分布に落ち着いている．

すなわち20歳代後半と30歳代前半を入国時年齢のピークとした尖った形をしており，入国

者の半数以上が20～40歳代に集中している．

一方女性の入国者の年齢分布も，基本的には男性と同様の推移を示している．ただし，

入国者数が少なかった1980年代前半以前の年齢分布は，男性と比べて明らかに異なる．こ

の時代の入国者においては，女性と男性で入国の動機や資格等が異なっていた可能性が示

唆される．近年の年齢分布は女性と男性で大きな違いはみられないが，女性の20歳代後半

において男性で観測されるよりも鋭いピークを形成しており，この年齢を挟んだ20歳代と

30歳代前半で入国者の半数以上を占めている．総じて，男性よりも入国時の年齢が若い層

に集中している．若い女性の入国が多いにもかかわらず0～14歳で入国する割合が低下し

ているのは，帯同移動が相対的に減少していることの現れであろう．
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図３ 外国人入国者の年齢別割合



以上のように，外国人の入国には，入国者数の年次推移に直線的な増加傾向がみられる．

また一方で，入国者数の増加に大きな影響を受けることなく，男女の年齢分布は近年安定

したパターンを維持している．

Ⅲ 外国人の出国について

外国人の出国については出国率を指標として用いる．ここでは，出国率の分母人口とし

て，期首の外国人人口，出生数および入国者数（短期を除く）を用いた．分母に用いたこ

れらの人口から出国が発生すると考えるのは人口学的にみても妥当と言える．

図4は外国人の男女別出国率の推移をみたものである．男性の出国率は，1980年代前半

の低下を除くと1970年代から概ね直線的に推移しているようにみえる．一方女性の出国率

は，1980年代以前において男性に比して低い水準であったが，1990年代以降は男性の水準

を若干下回ってはいるもののほぼ併走している．概して，長期的には出国率の上昇傾向が

みられるものの，1995年から1996年にかけて段差が生じ，2003年に突発的な低下がみられ

るなど，単純な定式化は難しい．出国率変動の背景要因については，更なる考察が必要で

ある．
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図４ 外国人出国率



つぎに，男女年齢別の出国率３）をみてみよう（図5）．出国率は時代とともに大きく変

化していることが分かる．男性の場合，年齢カーブが全体的に緩やかで，主要な年齢層が

近年ほど若年齢にシフトしつつある．具体的にみると，1980年代前半までは40歳以上の比

較的年齢の高い層の出国率が高かったが，1980年代後半から1990年代にかけては20歳代，

30歳代の若い層の出国率も上がっている．2000年以降は高年齢の出国率が下がる一方で，

20歳代後半から50歳代の比較的若い年齢層で緩やかな台形を形成しながら上昇が続いてい

る．0～14歳でも上昇傾向がみられるが，これも入国同様，帯同移動の影響とみられる．

一方女性の出国率の年齢カーブは男性よりも複雑な形になっている．1980年代前半まで

は60歳代の高年齢で大きなピークを形成すると同時に，20歳代後半でもう一つの小さなピー

クがみられた．1980年代後半に入ると急激に20～30歳代の出国率が上昇し，2000年以降は

20歳代後半をピークに高年齢にかけて緩やかに低下する曲線を描いている．
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図５ 外国人の年齢別出国率

3）年齢は期末時点のものである．男女年齢別出国率の算出に用いた分母人口は，総務省統計局『人口推計』に

示されている期首人口に1年間の入国者数（ただし，短期滞在者を除く）を加えたものである．例えば0～4

歳の率の分母には，期首時点における0～3歳の外国人人口に外国人の出生数および1年間の外国人入国者数

を加えた数値を用いた．



1990年代までは男女間で年齢パターンに顕著な違いがみられたが，2000年に入ると両者

の違いは少なくなっているように見受けられる．出入国者数の増加につれて出国率の上昇

傾向がみられるが，同時に年齢のパターンも変化している．2000年代の後半は2000年代前

半に比べて，男女ともに60歳より若い年齢で低下がみられるなど，出国率の変化傾向から

一定の方向性を見出すのは難しい．出国率を指標として用いた分析では，分母と分子それ

ぞれの特徴に関する考察を前提として，複合的な視点による解釈を必要とする．

Ⅳ 国際人口移動の仮定設定に関する考察

最後に，以上の分析枠組みを国際人口移動の仮定設定に適用する際の課題についてまと

めてみたい．

まず，入国，出国別の年齢各歳別データが公表されていないという制約がある．将来人

口推計では年齢各歳で結果を公表しており，国際人口移動の仮定値も各歳別の数値である

ことが望ましい．5歳階級で作成したものを年齢各歳にブレークダウンする際の課題を含

めて検討が必要であろう．つぎに，入国と出国双方の仮定値を設ける場合，それぞれの分

析結果に誤差が生じる可能性があることから，これまで以上に精緻な分析が求められる．

とりわけ，入国者数の推移を分析するに際しては，その社会経済的要因に関する洞察が重

要性を増すであろう．また，外国人の出国率を仮定値に用いる場合に不可欠となる外国人

人口については，国勢調査における不詳人口の扱いについて精査することや，外国人の出

生や死亡等の人口動態についても別途厳密な分析が必要となる．さらに，最終的には入国

と出国の相互の関係についても検討を要する．なかでも，推計仮定に応用する場合には，

年齢別の出入国頻度の違いに十分な配慮が必要である．

本稿で探索的に用いた分析手法は未だ確立されたものではなく，実際の将来推計の仮定

設定に実践的に用いるには更なる精査が必要であろう．しかしながら，従来手法の課題を

補足し，推計仮定値の客観性を向上させるためにも，実用化に向け今後更なる改善に努め

る必要があるだろう．

※ 本稿は，佐々井司・石川晃（2013）「外国人の国際人口移動分析手法に関する考察」『外国人人

口の受入による将来人口の変化と社会保障への影響に関する研究（平成24年度 厚生労働科学研

究費補助金 政策科学推進研究事業）』（研究代表者：国立社会保障・人口問題研究所 石井太）に

加筆・修正を加えたものである．
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DiscussiononAnalysisMethodsonInternationalMigrationapplying
PopulationProjectionforJapan

TsukasaSASAI

Inthispaper,theanalysismethodsoninternationalmigrationarediscussed,aimedmainlyfor

improvingaccuracyofthepopulationprojectionsforJapan.

InthepopulationprojectionsforJapan,futuretrendsoninternationalmigrationareassumed.

ForJapanesemigration,weassumedthattheaverageofthesex-andage-specificnetmigrationrate

inrecentyearsandwouldremainitconstantonward.Thistrendisusedastheassumptionfor

Japanesemigrationinthefuture.Fornon-Japanesenationals,weprojectedthetrendofnumberof

netmigrationandagepatternsbysexinrecentyearsandusedthosetrendsastheassumption.Note

thatinthecaseofnegativenet-migration,sothatthenumberofemigrantsexceedsimmigrants,the

assumptioneversetuphavebeenrequiredtoadaptvariousconditions.Therefore,themodified

analysismethodsarediscussedthroughcasestudiesonthepastdynamicsandconsideredtheadapt-

abilityofthemodelstothepopulationprojections.Ahigheraccuracyandaccountabilityisex-

pectedbyanalyzingimmigrationandemigrationseparately,butthemethodsarestillcontinuedto

beelaborate.
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MigrationScenariosandFuturePopulationComposition

ofJapaninComparisonwithEurope

GiampaoloLANZIERI*

Introduction

AccordingtotheprojectionsfromtheStatisticalOfficeoftheEuropeanUnion(Lanzieri2011a)

andfromtheNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearchofJapan(IPSS2012),

theageingofthepopulationmayspeedupinthenearfuture,drivenbytheageingofthebaby

boomergeneration.Thisageingmaybeaccompaniedbyashrinkingofthepopulationsize,with

furtherrepercussionsonthepotentiallabourforce,whichmaynolongerbesufficienttosupport

economicgrowth.Thedemographicsolutionsenvisagedbythecountriesaffectedmaydifferinthis

regard,butessentiallytheyareaimingtoincreasefertilitylevelsand/orincreasetheflowof

immigration.

Boththeseapproacheshavesupportersanddetractors.Decisionsrelatingtochildbearingare

oftenconsideredasbelongingtotheprivatesphereoftheindividual,andthereforeoutofthereach

ofpolicyactions.Ontheotherhand,nationalpoliciescouldbeaddressedtoensurefavourable

conditionsforfertility,helpingthosewhoaspiretolargerfamilysizestomeettheirwishes.

However,anyincreaseinfertilitywouldneedatleastacoupleofdecadesbeforebecoming'visible'

tothelabourmarket.Migrationisthereforeoftenproposedasaquickandreadilyavailablesolution
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Thisstudyquantifiestheconsequencesofvariousassumptionsaboutimmigrationonthecompositionof

thefuturepopulationofJapanandcomparesthoseresultswithEuropeanprospects.Itisshownthat,within

therangeofthecurrentlyforeseeableassumptions,onlyamigrationinflowcomparabletothatcurrently

takingplacetowardsEuropewouldavoidexcessivepopulationdeclineandageinginJapan,butwitha

relevantdiversificationofitscompositionofthepopulation.Withinfivedecades,thepopulationofforeign

backgroundwouldbeparticularlyimportantintheyoungeragegroups,whereitssharecouldreachfrom

10%to30%ofthepopulation,dependingonfutureinflows.

*Seniorstatistician,Eurostat,EuropeanCommission;visitingresearchertotheNationalInstituteofPopulationandSocial

SecurityResearch(2012).



toshortagesinthelabourforce.AfamousstudyissuedbytheUnitedNationsPopulationDivision

(UNPD2001)hasshowedthattocontrasttheprojected(bythen)populationdeclineand/orageing

inlow-fertilitycountrieswouldrequireimportantvolumesofimmigration.Migratoryflowsmay

actuallytakeplacewithoutanyspecificactionorwillbythehostcountry.Historicaleventsor

contingenteconomicsituations,inboththecountryoforiginandthedestinationcountry,aswell

asparticulargeographicallocation,haveseensomeEuropeancountriesexperiencesuddenrisesin

theflowofimmigrationintherecentpast.Infact,EuropeanUnion(EU)MemberStatesandJapan

havedifferentmigrationhistories:overrecentdecades,theformerhavegraduallytransformed

themselvesfromsendingtoreceivingcountries,migrationbecomingan・ ifnotthemost・

importantcomponentofpopulationchange;thelatterhasalwaysrecordedlowlevelsofmigration,

itspopulationgrowthbeingsupportedbythevitaleventssofar.

However,theimpactofmigrationonthecompositionoftheirpopulationshasnotyetbeen

thoroughlyanalysed.Infact,inadditiontothearithmeticalincreaseofthepopulationsizedueto

thearrivalofimmigrants,theircontributiontodemographicchangesviafertilityandmortalityalso

needstobeconsidered.Asmigrantsareusuallyyoungerthannatives,suchacontributionbecomes

moreandmorevisiblewiththeageingofthehostpopulation.Manycommentatorshighlightthe

benefitsofmigrationfortheeconomyandforthedemographicdynamicingeneral.However,

besidesthecontributiontothelabourmarket,theimpactofmigrationonthefuturecompositionof

thepopulationmayactuallybecentraltodiscussionsaboutconcreteimplementationofpopulation

policies,aswellaswaysofensuringasmoothintegrationofmigrantsintothehostsociety.In

Europe,migrationandintegrationofmigrantsaredefinitelyimportantitemsinthecurrentpolitical

agenda.Asarapidlyageingcountry,Japanmayalsowanttoconsidertheseissues,benefittingfrom

theexperiencesinotherareasoftheworld,comparableasforeconomicanddemographic

dynamics.

Incomparisontofertilityandmortality,studiesofthedemographicconsequencesofmigration

forJapanarelessabundantintheinternationalliterature・ iftheyexistatall.However,theneed

inJapanforaforeignlabourforceinconsiderationofdemographicandeconomictrendshas

alreadybeenpresentedforsometime(e.g.Yamanaka1993),withsomestudiesfocusingonethnic

groupsspecifictoJapanesemigrationhistory(Tsuda1999a,1999b,Takenaka2014).At

subnationallevel,theinternalmigrationprocesscanbeverydifferentbetweenforeignresidentsand

nativeJapanese(IshikawaandLiaw2009),whichmayleadtoaconcentrationofethnicgroupsin

specificareas.AsforEurope,theimplicationsofsignificantimmigrationflowsinlow-fertility

populationshavebeenstressedsincethe1980s(e.g.Espenshade1986),whentheeffectsofthe

declineinfertilityafterthepost-WorldWarIIbabyboomwerebecomingclearer,andithasbeen

increasinglypresentinthescientificliterature(e.g.Teitelbaum2004,Coleman2006).Theissuehas

alsoreceivedattentioninformaldemography,wherestudieshavebeenperformeddealingwiththe

effectsofincludingimmigrationinpopulationmodels(e.g.Espenshadeetal.1982)anditsimpact
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oncompositionofthepopulation(e.g.SteinmannandJ・ger2000)orstructure(e.g.WuandLi

2003,Alho2008).

Thisinteractionbetweenlowfertilityandimmigrationisconsideredessentiallya'Westernissue',

anditisalsoarguedthatthesecountriesmayfollowadifferentpatternofethnicdiversificationthan

EastAsiancountries(Coleman2009).However,whiledrawingattentiontothisissue,no

estimationoftheimpactofmigrationonthefuturecompositionofthepopulationwasusually

provided,oritwasdonebyassemblingavailableprojections(usingdifferentmethodologies)

carriedoutinsinglecountries.Finally,acomparativequantitativestudyhasbeencarriedoutonthe

EUMemberStates(Lanzieri2011b),showingtherelevantimpactofmigrationonthefuture

compositionoftheEuropeanpopulation.Theseresultswerealsorecalledinthelatestofficial

demographicreportoftheEuropeanCommission(2011),whichfocusedontheimplicationsof

migrationonthecompositionofthepopulation,highlightinghowmigrationiscontributingtothe

shapeofnewEuropeans.

Inthisstudy,thefocusisonfuturedevelopments,anditisassumedthatJapanwillbehave

demographicallyinasimilarmannertoEuropeancountriesorexperiencedifferentmigratory

flows.Whatthenwouldbeitsdemographicperspective?Infact,consideringalternativescenarios

highlightstheimportanceofattributingtherightmeaningtotheprojections,whicharenotpure

forecasts.Projectionshaveanimportantinformativefunctionforpolicy-makers,whoshould

becomeusedtobeingconfrontedwithvariousscenarios,asinotherdomainswherefuture

developmentsareanalysed.Therefore,thestudyfocusesonthecontributionofmigrantsto

demographicchanges,comparingtheprospectedcompositionofthepopulationinJapanandin

Europeancountries,providing,probablyforthefirsttime,specificquantitativeinformationtothe

discussiononmigrationpoliciesinJapan.

I.SomeFutureScenarios

Itcanbeshownthat,regardlessofassumptionsofvitalrates,thepopulationofJapanisexpected

tobothdeclineandageduetoitsnegativepopulationmomentum.However,theextentofthese

processesdoesdependonthefuturecourseoffertility,mortalityand,lastbutnotleast,migration.

Duetoitsinherentvolatilityandthedifficultytomeasureit,thislattercomponentmaybe

consideredthehardesttopredict.Sensitivityvariantsareusefultoolstoassesstheimpactof

changesintheassumptionsonthepopulationdynamics,buttheapproachtakenhereis,instead,of

thinkingofdifferentscenariosforthesettingofassumptions.

Onfertilityandmortality,theeasiestwaytocomparethestructuraldifferencesbetweenJapan

andEuropeancountriesistoassumethattheformerbehavesdemographicallylikethelatterones,

andtoincorporateJapanintotheEuropeanconvergenceframework.Themainassumptionon

whichEUprojectionsarebasedisthatsocio-economicdifferencesbetweencountriesarefadingin
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theverylongterm.ThismaygiverisetosomescepticismabouttheincorporationofJapaninthe

(converging)mainstream,consideringtheculturaldifferences.However,whetherornotinthe

futurethesocio-economicdriversoffertilityandmortalityarethemostimportantexplanatory

factors,theconvergencescenariomaybeanalternativewayofthinkingaboutfutureJapanese

dynamics,especiallyconsideringthatdemographicconvergenceisneverfullyachieved(noteven

betweenEuropeancountries)andthatthisframeworkisusedtocontrolfortherangeofvariation

infertilityandmortalityacrosscountries,whichmaysoundplausible.Asamatteroffact,

demographicconvergencehasoccurredinpastdecades(Wilson2001),andalthoughthetimingand

paceoffertilitymaybedebatable(Dorius2008,Lanzieri2010),onmortalitysuchconvergence

mayalsoconcernforerunnercountriesasJapan(Wilmoth1998).

AstheEuropeanexperienceshows,migrationistypicallyaveryvolatilecomponent,andtheone

mostinfluencedbypoliciesandeconomiccycles.Itisprobablytheeasiestleveronwhich

policy-makerscanrelyforpopulationpolicieswithanimmediateimpact,althoughinaglobal

contextthe'migrationmarket'isbecomingprogressivelycompetitive,atleastfortheskilledlabour

force.Immigrationisnotnecessarilyacontrolledphenomenon,butconsideringthegeographical

characteristicsofJapan,thisismorelikelytobethecasethaninEurope.Twotheoreticalcasesare

consideredhere:inthefirst,itisassumedthatpolicy-makerswilloptforactiononimmigration

limitedintime,suchasaninjectionofdemographicrejuvenationtoboostpopulationgrowthand

avoidexcessivedeclineandageinginthefuture;inthesecond,futuremigrationinflowsarelinked

totheshrinkingofthepopulationofworkingage.Asforhistoricalcomparisons,theformermay

beroughlythoughtofasthemigrationfromEuropetotheUSAatthebeginningoflastcentury,

stoppedbytheImmigrationActof1924;thelatterasthelabourmigrationoccurringinWestern

Europeinthe1960suntiltheeconomiccrisisof1973(cf.FassmannandM・nz1992).

Therefore,threetheoreticalalternativestotheofficialscenario(herenamed'Standard')are

consideredbelow.Thefirstscenario,named'Convergence',onlymodifiesthefertilityandmortality

assumptions.Thelattertwofocusinsteadonthemigrationassumptions,astherealleveravailable

topolicy-makerstodrivingfuturepopulationchangeinJapan,andmigrantsareassumedtosettle

permanentlyinthecountry.Althoughapolicyaimingtoattracttemporaryworkersismorelikely

inJapan,thefulldemographiceffectofmigrationcannottakeplaceifthoseworkersleavethe

countryafterawhile.AsTsuda(1999a)showsforthecaseofthenikkeijin(BraziliansofJapanese

origin),permanentsettlementdoesnotalwayscomefromadecisiontakenonceatthebeginning

oftheimmigration;itmaywellbethefinaloutcomeofaprolongedtemporarystay.

InitialestimatesoftheforeignpopulationinJapanarebasedonthelatestCensus2010results.

However,inanycountry,theexerciseoftakingacensusmaybeconfrontedwithpopulationgroups

difficulttoreach,andtypicallythisisthecasewiththeforeignpopulation.Thus,itshouldnotbe

surprisingifthisspecificgroupwereinsufficientlycoveredbytheJapanesecensus,andthe

effectivesizeoftheforeignpopulationinJapancouldbehigherthanthatresultingfromthecensus.
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Theoutcomespresentedinthisstudyreferringtotheforeignpopulationsizeshouldthereforebe

consideredanunderestimate.

1.JapanconvergingwithEuropeancountries

Inordertoisolatetheimpactoffertilityandmortalityassumptions,themigrationassumptions

areleftunchanged,thusasfromtheIPSS(2012)projectionsforJapan.Theassumptionsfor

fertilityintheconvergencescenariowouldpointtoarecoveryoftheTFRforbothnationalsand

foreigners,asshownintheleftpanelofFigure1,andtodecreasingdifferencesinfertility

behaviourbetweenthesetwopopulationgroups.Asformortality(rightpanelofFigure1),there

wouldnotbemuchdifferenceintheassumptionsonfemalelifeexpectancyatbirth,butinthe

Convergencescenariomalemortalitywouldbeassumedtocatchupwithimprovementsinfemale

lifeexpectancy,whichgivesanincreasingdifferenceformalelifeexpectancyatbirthbetweenthe

twoscenarios.

TheleftpanelofFigure2showstheprojectedpopulationsaccordingtothevariousscenariosfor

2010to2060.Asexpected,thehigherfertilityaswellasmalemortalityassumptionsofthe

Convergencescenario(thedashedline)reducetheprojectedpopulationdeclineto18%ofthe

originalsize,adifferenceofabout4p.p.fromtheIPSS(2012)projections(thesolidgreyline).

Asfortheageing,showedintherightpanelofFigure2,thebenefitofthemore'generous'

assumptionsoftheConvergencescenarioislittlevisibleandcanbequantifiedinareductionofthe

oldagedependencyratio(OADR)ofabout0.02by2060,whichwouldstillplaceJapan0.08points

abovetheEuropeancountrywiththehighestprojectedOADR(Latviabythattime).Thisshould
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Figure1.FertilityandmortalityassumptionsforJapanintheStandardand
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notcomeasasurprise,asthecurrentagestructureofJapanwouldnotstopthepopulationageing

evenforamuchmoresignificantrecoveryoffertilitythanthatassumedintheConvergence

scenario.Moreover,thereishighermalelifeexpectancywhichmaypartiallyoffsetthedownsizing

effectoffertilityontheOADR.Fromthispointofview,fertilityassumptionsforJapanare'robust'

astowhatconcernstheimpactonpopulationdeclineandageingforthenextfivedecades,inthe

sensethatvariations・totheextentforeseeableasoftoday・fromthecurrentsetofassumptions

intheIPSS(2012)projectionswouldnotradicallymodifythemainmessages.

2.Ashort-termrejuvenationinput

Thecaseofatemporaryopeninguptoimmigrationtooffsetthenegativepopulationtrendsin

Japan,the'Rejuvenation'scenario,isherepresentedintwovariantstohighlighttherelevanceofthe

inflowsize.Inbothvariants,thisexceptionalmigrationinflowisassumedtotakeplaceinthe

period2020-2029,whentheeffectsofageingmaystarttobemoreacuteandinconsiderationof

thetimenecessarytoimplementsuchapolicy.

Assuminganetinflowofhalfamillionforeignerseachyearper10-yearperiod,equallysplitby

sex,thiscorrespondstoacruderateofaboutfourpersonsper1,000inhabitants(nottakinginto

accountthemigrationofJapanesenationals),aproportionbelowthatprojectedforseveral

Europeancountriesinthesameperiod1).Amoreextremehypothesiswouldbetoconsideranet

inflowofonemillionforeignerseachyearoverthesameperiod,whichwouldinsteadbeabit
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Figure2.ProjectedpopulationsizeandOADRinJapanbyscenario
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1)Infactitisjustabovetheaverageofthevaluesofthe3rdquartileofthedistributionofEuropeancountriesintheperiod

2020-29,whoserateshoweverincludethemigrationofnationals.IncludingthemigrationofJapanesenationals,the

averagerateisactuallybelowtheEuropeanvalue.



abovetheratesassumedforEuropeancountries2).Forallyearsbeforeandafterthe'opening'

period,netmigrationofforeignersissettothesamelevelastheStandardscenario.Likewise,all

theotherassumptions(includingmigrationofJapanesenationals)areasfromtheIPSS(2012)

projections,inwhichforeignersareassumedtohavelowerfertilitythannationals.Therefore,in

bothvariants,immigrantsareassumedtobeimin,i.e.permanentsettlers,andnotdekasegi,i.e.

temporaryworkerswholeavethecountryafterawhile.

Inthefirstvariant(named'Rejuvenation0.5',theblackdottedlineinbothpanelsofFigure2),

thedecreaseinthenumberofwomenofreproductiveageslowsdownafter2020tothenbegin

decliningagainatthesamepaceasintheStandardscenarioafter2030,andgettingprogressively

closertothatcase.Inthehighervariant(named'Rejuvenation1.0',theblackdot-dashedlinein

bothpanelsofFigure2),theshrinkingofthecohortsofwomenofreproductiveageisinstead

stoppedafter2020,andapositivetrendisprojectedtotakeplaceoverthatdecade.However,

afterwardsthatnumberwouldstartagaintodeclinedowntoavalue40%lessthantheoriginalsize

by2060,butstillabout10p.p.higherthanintheStandardscenario.Inbothvariants,thenumber

ofbirthsisthenboostedinthedecade2020-29,andthis'bubble'propagatesasawaveinthefuture,

withtheoscillationsofthenumberofbirthsgettingprogressivelysmallerinamplitudeandcloser

onaveragetothenumberofbirthsintheStandardscenario.By2060,thenumberoflivebirthsin

Japanwouldbeabout44-50%(dependingonthevariant)lessthanin2010,thus6-12p.p.higher

thanintheStandardscenario.

Thosewavesofbirthsarenotvisibleintheprojectedtotalpopulationsize,buttheoveralleffect

canbeseen.Inthelowerimmigrationvariant,thepopulationdeclineisstopped,whileinthehigher

variantitisinverted(seeleftpanelofFigure2).However,thateffectdoesnotlastlongandthe

populationre-startsitsdeclineafter2030,keepingthesamepaceastheStandardscenariobutwith

valuesshiftedupwards.Inthelongterm,thosetemporarydeviationswouldbecompletelyabsorbed

andthedeclinewouldbeequaltothatprojectedintheStandardscenario.

Asfortheageing(rightpanelofFigure2),theimpactofthemigrationopeningismuchmore

interesting,astheOADRisprojectedtobeatmuchlowerlevels,closertotheEuropeanvalues,

withinthetimehorizonoftheprojections.However,asimmigrantsageaswell,whenthe

generationswhichimmigratedinthe2020sreacholderages,theOADRislikelytoclimbvery

rapidly,upto・ ifnothigherthan・ thelevelsoftheStandardscenario.Dependingontheage

profileoftheimmigrants,suchaneffectwouldprobablytakeplaceafter2060,anditistherefore

notvisibleinthecurrentanalysis.

Therefore,atemporaryactiongeneratesatemporaryoutcomeaswell.Thebenefitsofa

migrationlimitedintimehaveashorterdurationforthepopulationdecline,andalongeronefor
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2)Europeancountriesareassumedtohaveshrinkingimmigrationflowsafter2020,whichcontributestoexplainingthehigh

rankingofJapanunderthisscenario.



theageingofthepopulation3).Thismaybeunderstoodastheeffectofababyboom,wherethe

new-bornshavetheaverageageoftheimmigrants4):thereisatimewindowinwhichthe

demographicconditionsaremorefavourable,butlateronallcohortsarriveatolderages.For

immigration,thedemographicbenefitisclosertothedateoftheevent(immigration)thanfor

fertility.Fromapurelydemographicperspective,immigrantscouldbeseenasnew-bornsintheir

twenties.

3.Partialreplacementmigration

Inthislastscenario,named'Replacement',itisagainthecaseofimmigrantswhobecome

permanentsettlersinJapan,butthesizeoftheinflowsisthistimedeterminedbydemographic

conditionsandnotbyaquota-likemigrationpolicy.Itisassumedthatapproximately5)onequarter

oftheprojectedshrinkingofthepopulationofworkingagefromtheIPSS(2012)projectionsis

replacedbyforeignimmigrants,andallotherassumptionsareasintheStandardscenario.This

givesanaverageannualnumberofnetforeignmigrantsbelow250,000,alevelfarbelowtheone

assumedforItaly,whichhasapopulationsizelessthanhalfthatofJapan.Comparedtothe

population,thisassumptionscorrespondstoanaveragecrudenetmigrationrate(alwaysrestricted

toforeigners)ofabout2.1netmigrantsper1,000inhabitants,alevelwhichisevenbelowthe

medianoftheEuropeancountries.

Thisgivesaprogressiveslowingdownofthedeclineofthecohortsofwomenofreproductive

ageandasimilarpatternforthenumberofbirths.Theincreaseinbirthsin2060isestimatedtobe

ashighas13p.p.fromtheStandardscenario,againundertheassumptionoflowerfertilityamong

foreignersthanJapanesewomen.Thisisadifferentialcomparabletothatobtainedinthe

Convergencescenario,wherefertilityisassumedtoincrease,andhigherthanthatbasedona

Rejuvenationinput.

Thefinalimpact(in2060)intermsofpopulationsizeandageingissimilartotheprevious

migrationscenario,butthepathissmootherandprogressive,andlikelytoalsocontinuebeyond

thattimehorizon.AsshownintheleftpanelofFigure2,thepopulationdeclineby2060estimated

undertheReplacementscenarioisabout20%,aresultalmostequaltothatobtainedwithahigh

inflowofimmigrantsinashortperiod(variantRejuvenation1.0).Asfortheageing(therightpanel

ofFigure2),theimpactontheOADRforthenextthreedecadesisalmostsimilartothecaseof

thevariantRejuvenation0.5,butthenitdepartsfromit,beingatlowerlevelsendingat0.66,a
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3)Forpopulationsize,theobjectivewouldbetoavoidpopulationdecline,whilefortheageingofthepopulationitwould

betosoftentheincrease:thedurationsmentionedinthesentenceshouldbereadfromthisperspective.Otherwise,the

extentofthepopulationdeclineisreducedthroughouttheprojectedperiod,whichcouldalsobeconsideredabenefitof

temporaryimmigration.

4)Forthesakeofprecision,immigrantsarelikelytohavedifferentfertility(andmortality)thanthehostpopulation,atleast

intheshortterm,andthereforetheyarenotexactlythesameasababyboomshiftedbackwardsby20-30years.

5)The'replacement'migrationisnotappliedyearbyyear,whichwouldindeedimplyareplacement;instead,itiscomputed

onceforallfromtheStandardscenarioandaddedtoitsmigrationassumption.



valuebelowtheEuropeanmaximumprojectedforthatyear(takenbyLatvia).Here,thereal

differencebetweenthemigrationassumptionsisprobablynotvisible,butitislikelythat,after

2060,theOADRwouldremainalmoststableintheReplacementscenario,contrarytowhatis

expectedintheRejuvenationcase.

Hence,thisReplacementscenariowouldseeJapanasa'European'country,thoughpenalisedby

lowerfertility.MigrationlevelswouldbecomparabletothoseinEurope,andgeneratedbythe

needsofthenationallabourmarket,thereforewithoutnecessarilyapro-activemigrationpolicy.As

inEurope,continuingimmigrationflowsinalow-fertilitycontextislikelytocontributean

importantcomponenttotheshapeofthefuturepopulationofJapan.Thisissueisaddressedinthe

followingsection.

II.TheContributionofMigrationtotheCompositionoftheFuturePopulation

1.Thestatesspace

Tocontrolforfuturechangesinthecompositionofthepopulation,theprojectionmethodology

usedhereisbasedonthetransitionsbetweenstates(seevanImhoffandKeilman1992).The

populationisclassifiedaccordingtoacombinationofcharacteristics,namelyage,sexand

citizenshipbackground.Forthislatter,fourstatesarehereused:natives,immigrants,second-

generationmigrantsandnewcitizens.ThefirstcategoryincludesallnationalswithJapanese

parents,thesecondtheforeignimmigrants,thethirdtheoffspringoftheseimmigrants,andthelast

allpersonswhoacquireJapanesecitizenshipaswellastheoffspringofmixedJapanese-foreign

marriages.Thepersonsclassifiedeitherasimmigrantsorassecond-generationmigrantsarethen

theforeignpopulationorpopulationwithforeigncitizenship,andaddingthenewcitizensgivesthe

populationwithforeignbackground(seeTable1).

Forthesakeofsimplicityandduetothelackofinformation,thestockofsecond-generation

migrants,aswellasthatofnewcitizens,isassumedtobenullatthebeginningoftheprojected

period.Itisalsoassumedthattheyareclosedtomigratoryflows:therefore,migrantscanonlyenter

eitherthestateofnativesorthatofimmigrants.Asforbirths,thosefromnativesareconsideredto

benativesaswell,andlikewisetheoffspringofnewcitizensareclassifiedasnewcitizens.Births
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Table1.Statesspaceanditsaggregations

Aggregationbycitizenship Citizenshipbackground Aggregationbybackground

Nationals
Natives Nationalbackground

Newcitizens

Foreignbackground
Foreigners

Immigrants

Secondgenerationmigrants



fromimmigrantscaninsteadbeclassifiedeitherasa'newcitizen'(birthsfrommixedunionswith

oneJapaneseparent)orassecond-generationmigrants,accordingtoapredefinedprobability

distributiondependingontheageofthemother(averagepercentageofJapanesebabiesbornto

non-Japanesemother=45.8%).Birthsfromsecond-generationmigrantsareinsteadassumedtobe

newcitizens.Thislatterassumptionmakesthosenew-bornsdisappearfromthe'statisticalview'of

theforeignpopulation,butitisconsideredthateitherthedegreeofintegrationofthesecond-

generationmigrantswouldincreasetheirchancesofunionwithnationalsorthedevelopmentof

legislativesettingsrecognisingjussoli6)forthedescendantsofforeignbackgroundfromthethird

generationonwardsmaybeimplemented.Anyway,thefullcontributionofmigrationtothe

compositionofthepopulationcanberecoveredfromthebreakdownbybackground,whichgroups

allpersonswithatleastoneforeignancestor.AlltheotherassumptionsaretakenfromtheIPSS

(2012)projections.Inparticularforfertility,second-generationmigrantsareassumedtohavethe

samedemographicbehaviouras(first-generation)immigrants,andthenewcitizensthatofthe

natives.Infact,thisimpliesthatthefertilityofthepopulationwithforeignbackgroundsconverges

onthefertilityofthenativesastimepasses.Asfortransitionsbetweenstates,migrantsofanyof

thetwogenerationsareassumedtoacquireJapanesecitizenshipbasedonfixedage-and

sex-specificrates,whileJapanesepeopleareassumedtoneverchangetheircitizenshipand

transitionsbetweenimmigrantandsecond-generationstatesareimpossiblebydefinition.

Theabove-mentionedstudyofpopulationbyforeign/nationalbackgroundinEUcountries

(Lanzieri2011b)isusedhereforthesakeofcomparisonwiththeJapanesecase.However,that

studyusesthevariable'countryofbirth'toidentifynationalorforeignbackground,andtherefore

comparabilitywiththecurrentanalysisisnotabsolute.Moreover,itobviouslydoesnotincludethe

caseofachangeofstateduetotheacquisitionofcitizenship,andthusthe'newcitizens'category

doesnotexistthere.Ofthefourmodelstherepresented,theclosesttothepresentstudyis

Model3,wherethereisafertilitydifferentialbetweenforeign-andnative-bornandalldescendants

ofaforeign-bornmother(regardlessofthegeneration)areconsideredofforeignbackground,here

usedforcomparisonswiththeprojectedpopulationwithaforeignbackgroundinJapan.Theresults

ofModel1inLanzieri(2011b)areinsteadclosesttotheprojectedforeignpopulationinJapan,if

oneignoresthefertilitydifferentialsbetweennationalsandforeigners.TheresultsofModels1and

3inLanzieri(2011b)arethenusedheretorepresenttheprojectedsituationforEurope,butthe

readershouldbearinmindtheconceptualdifferencesbetweenthetwostudies.
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6)Theprincipleofjussolistatesthatnewborns(can)takethecitizenshipofthecountryinwhichtheywereborn,as

opposedtojussanguinis,whereinsteadnewbornstakethecitizenship(s)oftheirparent(s),regardlessofthecountryof

birth.Thelegislativesettingofacountrymaywellhaveamixofthetwoprinciples,sometimesalsodependingonthe

generation.



2.Populationofforeigncitizenship

UndertheIPSS(2012)assumptionsabovespecified,thesizeofthepopulationofforeign

citizenshipisestimatedtobeabout3.5millionattheendoftheprojectedperiod(1January2060),

correspondingto4%ofthetotalpopulationofJapan(seeTable2).However,itspresenceismore

relevantintheyoungerpopulationofworkingage(15-39yearsold),wheretheyalmostreach6%.

ComparedtoEuropeancountries,thesevaluesappearverymoderate.Accordingtotheresultsof

Model1inLanzieri(2011b),withintheEU,onlyPolandandRomaniawouldhaveproportionsof

―157―

Table2.Age-specificpercentagesofthepopulationofforeigncitizenshipin

Japaninselectedyearsbyscenarioandmajoragegroup
(%)

Standard

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 1.4 2.1 2.4 2.5 2.5

15-39 2.2 3.5 4.3 5.1 5.7 5.9

40-64 1.1 1.5 2.4 3.6 4.7 5.3

65+ 0.4 0.5 0.7 1.0 1.5 2.4

Total 1.3 1.7 2.3 2.9 3.5 4.0

Convergence

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 1.4 2.0 2.3 2.4 2.4

15-39 2.2 3.5 4.3 5.1 5.4 5.5

40-64 1.1 1.5 2.4 3.6 4.7 5.2

65+ 0.4 0.5 0.7 1.0 1.5 2.4

Total 1.3 1.7 2.3 2.9 3.4 3.9

Rejuvenation0.5

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 1.4 5.0 7.1 5.5 3.1

15-39 2.2 3.5 15.8 13.7 8.1 8.4

40-64 1.1 1.5 2.5 6.9 13.4 13.5

65+ 0.4 0.5 0.6 0.8 1.4 3.2

Total 1.3 1.7 5.8 6.6 7.1 7.6

Rejuvenation1.0

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 1.4 8.1 11.4 8.4 3.8

15-39 2.2 3.5 25.9 21.7 10.6 10.7

40-64 1.1 1.5 2.7 10.5 21.3 20.9

65+ 0.4 0.5 0.4 0.5 1.2 4.1

Total 1.3 1.7 9.5 10.4 10.9 11.2

Replacement

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 2.6 5.1 6.8 8.1 8.5

15-39 2.2 8.6 11.7 15.7 18.9 18.7

40-64 1.1 1.6 3.8 8.4 12.7 16.0

65+ 0.4 0.4 0.6 0.8 1.6 4.7

Total 1.3 3.3 5.0 7.6 9.9 11.8



foreignersthatlow,andtogetherwithBulgaria,Estonia,LatviaandSlovakiabelow10%ofthe

totalpopulation.

Someofthealternativescenarioswouldchangethispicture.AsshowninTable2,theproportion

offoreignersintherespectiveage-specificpopulationsmakesalmostnodifferenceinthe

Convergencescenario.Infact,thedifferencetherewasinfertilityandmortalityassumptions,and

theeffectoftheformerrequiressometimebeforeitbecomesvisible.Theimpactismuchmore

visibleinthescenariosbasedonalternativemigrationassumptions.Inthetwovariantsofthe

Rejuvenationscenario,theeffectofthemigrationopeningafter2020isvisibleintheagegroup

15-39,movinguptotheagegroup40-64bytheendoftheprojectedperiod,duetotheprogressive

ageingofthosespecialgenerationswhichimmigratedinthe2020s.Atthattime,theshareof

foreignersisprojectedtoreachbetween13%and21%,alevelafewtimeshigherthaninthe

Standardscenario.Theoverallpercentageofforeignerswouldbeover11%inthehighervariant,

againalevelwhichisquitemodestcomparedtoEuropeancountries.

IntheReplacementscenario,thatoverallpercentagedoesnotchangemuch(lessthan12%),but

theagedistributionoftheforeignpopulationismoreequilibratedthanintheRejuvenation

scenario,andtheagegroupinwhichthereisthelargerpresenceofforeignersisalwaystheyounger

populationofworkingage(15-39yearsold).

3.Populationofforeignbackground

Inthebreakdownofthepopulationbybackground,thegroupofnewcitizensismovedtothe

personswithaforeignbackground,whichinflatesthefiguresreportedaboveintheclassification

bycitizenship.InTable3itcanbeseenthat,basedontheassumptionsoftheIPSS(2012)

projections,theshareofpersonswithaforeignbackground(regardlessoftheiractualcitizenship)

by2060wouldbeabout10-11%intheyoungerpopulation:inotherwords,onestudentoutoften

wouldhaveaforeignbackground.Again,comparedtoEuropeancountriesasintheresultsof

Model3inLanzieri(2011b),thiswouldbeaverymodestpercentage,beloweventhelowestshare

amongthecountriesforwhichsuchinformationisavailable,projectedforEstonia.

Ifalternativemigratoryflowstakeplaceinfuturedecades,thosepercentagesmustbe

substantiallyrevisedupwards.However,innoneofthealternativescenarioswilltheproportionof

thetotalpopulationwithaforeignbackgroundin2060exceed20.1%,alevelwhichisinstead

projectedtobecrossedbymanyEuropeancountriesinthecomingdecades,someofthemeven

currently.ThehighestsharesbyagegroupareprojectedintheReplacementscenario,wherebythe

endoftheprojectedperiodalmostoneoutofthreeofeitherstudentsoryoungworkerswillhave

aforeignbackground.UnlikeintheRejuvenationscenario,intheReplacementscenariothe

percentagesofpersonswithaforeignbackgroundincreaseprogressivelyovertimewithineachage

group.
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4.Thechallengeoftheintegrationofmigrants

Thepermanentsettlementofrelevantimmigrationflowsbringsnewchallengestothehost

populations,andpolicy-makersmaywishtoimplementpoliciestoeasetheintegrationor

assimilationoftheimmigrants.Alongwiththeimmigrantsthemselves,anewcommunityalso

emerges,thatso-called'secondgeneration'ofmigrantswho,despitebeingborninthehostcountry,

mayfeeltheinfluenceoftheirparents'countryoforiginandfaceparticulardifficultiesin

integration.Or,attheotherextreme,theymaybemuchmoreassimilatedthantheirparents,even
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Table3.Age-specificpercentagesofthepopulationofforeignbackgroundin

Japaninselectedyearsbyscenarioandmajoragegroup
(%)

Standard

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 2.6 4.9 6.2 8.1 10.4

15-39 2.2 3.8 5.1 7.1 9.2 10.8

40-64 1.1 1.7 2.9 4.6 6.3 7.9

65+ 0.4 0.5 0.8 1.3 2.0 3.5

Total 1.3 2.0 3.0 4.1 5.5 6.9

Convergence

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 2.6 4.7 6.1 8.0 10.0

15-39 2.2 3.8 5.1 7.0 8.9 10.3

40-64 1.1 1.7 2.9 4.6 6.3 7.8

65+ 0.4 0.5 0.8 1.3 2.0 3.5

Total 1.3 2.0 3.0 4.1 5.5 6.9

Rejuvenation0.5

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 2.6 9.8 17.8 17.1 16.0

15-39 2.2 3.8 17.0 17.0 15.0 19.6

40-64 1.1 1.7 3.0 8.5 17.2 19.2

65+ 0.4 0.5 0.7 1.0 1.9 4.5

Total 1.3 2.0 6.8 9.1 11.2 13.5

Rejuvenation1.0

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 2.6 14.9 28.3 25.7 21.9

15-39 2.2 3.8 27.6 26.2 21.0 28.0

40-64 1.1 1.7 3.2 12.6 27.1 29.3

65+ 0.4 0.5 0.5 0.7 1.7 5.8

Total 1.3 2.0 10.9 14.3 17.1 20.1

Replacement

Agegroup 2010 2020 2030 2040 2050 2060

0-14 0.8 4.7 11.6 16.2 22.5 29.1

15-39 2.2 9.1 13.2 19.6 26.5 30.0

40-64 1.1 1.7 4.5 10.5 16.6 22.2

65+ 0.4 0.5 0.6 1.0 2.2 6.8

Total 1.3 3.7 6.4 10.3 14.6 19.2



refusinganyreferencetothecultureoforigin,whichmaycreateconflictsituationswithinfamilies.

Betweenthesetwoextremeslie,ofcourse,thecasesofunproblematicintegration/assimilationin

thehostcountries.

Table4showsthecompositionofthepopulationinJapanbysinglecitizenshipbackground.Due

totheassumptionsappliedhereaboutsecond-generationmigrants,theirproportiongrowsvery

slowlyovertime,only'fed'bymigration.Nevertheless,dependingonthescenario,thatlittlequota

meansagroupsizeofbetweenhalfamillionandabitlessthantwomillionpeople.Ifthe
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Table4.CompositionofthepopulationinJapanbycitizenshipbackground

andscenario
(%)

Standard

State 2010 2020 2030 2040 2050 2060

Natives 98.7 98.0 97.0 95.9 94.5 93.1

Newcitizens 0.0 0.3 0.7 1.2 2.0 2.9

Immigrants 1.3 1.6 2.1 2.6 3.0 3.4

2nd-generation 0.0 0.1 0.2 0.4 0.5 0.6

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Convergence

State 2010 2020 2030 2040 2050 2060

Natives 98.7 98.0 97.0 95.9 94.5 93.1

Newcitizens 0.0 0.3 0.7 1.2 2.0 3.0

Immigrants 1.3 1.6 2.1 2.5 2.9 3.3

2nd-generation 0.0 0.1 0.2 0.4 0.5 0.6

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Rejuvenation0.5

State 2010 2020 2030 2040 2050 2060

Natives 98.7 98.0 93.2 90.9 88.8 86.5

Newcitizens 0.0 0.3 1.0 2.5 4.1 5.9

Immigrants 1.3 1.6 5.4 5.7 6.0 6.4

2nd-generation 0.0 0.1 0.4 0.9 1.1 1.2

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Rejuvenation1.0

State 2010 2020 2030 2040 2050 2060

Natives 98.7 98.0 89.1 85.7 82.9 79.9

Newcitizens 0.0 0.3 1.4 3.9 6.3 8.9

Immigrants 1.3 1.6 8.9 8.9 9.1 9.4

2nd-generation 0.0 0.1 0.6 1.5 1.8 1.8

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Replacement

State 2010 2020 2030 2040 2050 2060

Natives 98.7 96.3 93.6 89.7 85.4 80.8

Newcitizens 0.0 0.4 1.4 2.7 4.7 7.4

Immigrants 1.3 3.1 4.5 6.7 8.6 10.1

2nd-generation 0.0 0.2 0.5 0.9 1.3 1.7

Total 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0



assumptionaboutthenaturalisationofthird-generationmigrantsdoesnotapplyand/orthecurrent

stockwasmuchdifferentfromzero,thenthosefigureswoulddefinitelybehigher.

ThosewhobecomeJapanesecitizensmaybeseenassuccessfulcasesofintegration.Theirshare

isquiterelevantinthealternativemigrationscenarios(between6% and9% ofthetotal

population),althoughpartofitcomesfromtheassumptionaboutthebirthsfromsecond-generation

migrants.Further,thosesharesdependaswellonpoliciesregardingtheacquisitionofcitizenship,

whichmayofcoursechangeovertime.

Conclusions

TheissuesofpopulationdeclineandageinginJapanarealreadywellknownandthesubjectof

manyanalyses.However,besidesgenericconclusionsabouttheimportanceoffertilityrecovery

and/oropeningupimmigrationflowtocounteracttheseprocesses,therehassofarbeennodetailed

studyintheinternationalliteratureabouttheimplicationsforthefuturecompositionofthe

populationinJapanofthesedemographicoptions.Thislatterpointisinsteadactuallycentraltoan

assessmentoftheirfeasibilitybythepolicy-makers.

CurrentprojectionsforJapancontinuetoassumeverylittlemigrationoverthecomingdecades.

Evenwiththeseconservativeassumptions,thepopulationwithaforeignbackgroundmaybecome

'visible',especiallyinselectedagegroups.Further,theprospectivesizeoftheforeignpopulation

islikelytobeanunderestimate,asitisbasedontheassumptionthatthefertilityofimmigrants

wouldcontinuetobelowerthannativesinthelongrun,andwithabasepopulationinwhichthere

maybeunder-coverageofthecurrentstockofforeigners.

Alternativescenariosaboutfuturemigrationinflowshowthatimmigrationcomparabletothat

predictedforEuropewouldindeedhelp,butJapanesesocietywouldundergoa(relatively)rapid

changeinitscomposition,althoughtoamuchlesserextentthaninmanyEuropeancountries.For

thepositivecontributionofmigrationtopopulationdynamicstobelong-lastingandnotjust

occasional,amigrationlimitedintimewouldperhapsnotbethebestsolution.Itisalsolikelythat

aslowandprogressiveincreaseinimmigrationwouldbeeasiertointegrate/assimilatethana

suddeninflow・ thoughcontrolled・ ofimmigrants.Inanycase,thepermanentsettlementof

immigrantsgeneratesanewpopulationgroup,the'secondgeneration',whoseintegrationmay

requirespecialattention.

Therefore,whileforEuropethecurrentprojectionsreturnalong-term pictureofaged,

multiculturalpopulations(notnecessarilyindecline),forJapanthedemographicsituationis

prospectedtobemorehomogeneousasforthecompositionofa(much)smallerand(much)more

agedpopulation.Thecompositionofthepopulationandtheextentofitsageingwouldthenbethe

realelementsofdifferenceinthedivergingdemographicpathsofJapanandEurope.

―161―



Acknowledgementsanddisclaimer

ThestudywascarriedoutduringmystayattheDepartmentofPopulationDynamicResearchof

theNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearchinTokyo,intheframeworkofan

InvitationFellowshipProgramforResearchoftheJapanSocietyforthePromotionofScience.

IamgratefulforthelargeandreadyaccesstodataonJapanandparticularlyonthelatest

projectionsexercise,aswellasforthekindsupportfromRyuichiKaneko,FutoshiIshii,Miho

IwasawaandKenjiKamata.

Theviewshereexpressedareexclusivelythoseoftheauthoranddonotnecessarilyrepresent

thoseoftheEuropeanCommission/Eurostat.

（2014年1月29日査読終了）

References

Alho,J.M.(2008)'Migration,Fertility,andAginginStablePopulations',Demography,Vol.45,No.3,pp.641-650.

Coleman,D.(2006)'ImmigrationandEthnicChangeinLow-FertilityCountries:AThirdDemographicTransition',

PopulationandDevelopmentReview,Vol.32,No.3,pp.401-446.

Coleman,D.(2009)'DivergentPatternsintheEthnicTransformationofSocieties',PopulationandDevelopmentReview,

Vol.35,No.3,pp.449-478.

Dorius,S.F.(2008)'GlobalDemographicConvergence?AReconsiderationofChangingIntercountryInequalityin

Fertility',PopulationandDevelopmentReview,Vol.34,No.3,pp.519-537.

Espenshade,T.J.(1986)'PopulationDynamicswithImmigrationandLowFertility',PopulationandDevelopmentReview,

Vol.12,pp.248-261,Supplement:Below-ReplacementFertilityinIndustrialSocieties:Causes,Consequences,

Policies.

Espenshade,T.J.,L.F.Bouvier,andW.B.Arthur(1982)'ImmigrationandtheStablePopulationModel',Demography,

19(1):125-133.

EuropeanCommission(2011)'DemographyReport2010',PublicationsOfficeoftheEuropeanUnion,Luxembourg.

Fassmann,H.andR.M・nz(1992)'PatternsandTrendsofInternationalMigrationinWesternEurope',Populationand

DevelopmentReview,Vol.18,No.3,pp.457-480.

IPSS・ NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch(2012)'PopulationProjectionsforJapan

(January2012):2011to2060'.Availableat:http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_english/esuikei/ppfj2012.pdf

Ishikawa,Y.andK.-L.Liaw(2009)'The1995-2000InterprefecturalMigrationofForeignResidentsofJapan:Salient

FeaturesandMultivariateExplanation',PopulationSpaceandPlace,Vol.15,pp.401-428.

Lanzieri,G.(2010)'IsFertilityConvergingAcrosstheMemberStatesoftheEuropeanUnion?',inProceedingsofthe

Eurostat/UNECEWorkSessiononDemographicProjections,EurostatMethodologiesandworkingpapers,

pp.137-154,PublicationsOfficeoftheEuropeanUnion,Luxembourg.

Lanzieri,G.(2011a)'Thegreyingofthebaby-boomers.Acentury-longviewofageinginEuropeanpopulations',

EurostatStatisticsinFocus23/2011,PublicationsOfficeoftheEuropeanUnion,Luxembourg.

Lanzieri,G.(2011b)'Fewer,OlderandMulti-Cultural?ProjectionsoftheEUPopulationsbyForeign/National

Background',EurostatMetho-dologiesandworkingpapers,PublicationsOfficeoftheEuropeanUnion,Luxembourg.

Steinmann,G.andM.J・ger(2000)'ImmigrationandIntegrationNonlinearDynamicsofMinorities',Mathematical

PopulationStudies,Vol.9,No.1,pp.65-82.

Takenaka,A.(2014)'TheRiseandFallofDiasporicBondsinJapanese-Peruvian"Return"Migration',International

―162―



Migration,doi:10.1111/imig.12147.

Teitelbaum,M.S.(2004)'WesternExperienceswithInternationalMigrationintheContextofPopulationDecline',

JapaneseJournalofPopulation,Vol.2,No.1,pp.29-40.

Tsuda,T.(1999a)'ThePermanenceof"Temporary"Migration:The"StructuralEmbeddedness"ofJapanese-Brazilian

ImmigrantWorkersinJapan',JournalofAsianStudies,Vol.58,No.3,pp.687-722.

Tsuda,T.(1999b)'TheMotivationtoMigrate:TheEthnicandSocioculturalConstitutionoftheJapanese-Brazilian

Return-MigrationSystem',EconomicDevelopmentandCulturalChange,Vol.48,No.1,pp.1-31.

UNPD(2001):'ReplacementMigration・IsItaSolutiontoDecliningandAgeingPopulations?'UnitedNations

Publications,ST/ESA/SER.A/206.

vanImhoff,E.andN.Keilman(1992)'LIPRO2.0:AnApplicationofaDynamicDemographicProjectionModelto

HouseholdStructureintheNetherlands',NIDI-CBGSpublicationno.23,Swets&ZeitlingerPublisher.

Yamanaka,K.(1993)'NewImmigrationPolicyandUnskilledForeignWorkersinJapan',PacificAffairs,Vol.66,No.1,

pp.72-90.

Wilmoth,J.R.(1998)'IsthePaceofJapaneseMortalityDeclineConvergingTowardInternationalTrends?'Population

andDevelopmentReview,Vol.24,No.3,pp.593-600.

Wilson,C.(2001)'OntheScaleofGlobalDemographicConvergence1950-2000',PopulationandDevelopmentReview,

Vol.27,No.1,pp.151-171.

Wu,Z.andLi,N.(2003)'ImmigrationandtheDependencyRatioofaHostPopulation',MathematicalPopulation

Studies,Vol.10,pp.21-39.

―163―



―164―

国際人口移動シナリオと将来人口の構造：日欧比較

ジアンパオロ・ランツィエリ

本論文では，国際人口移動に関する様々な仮定に基づく将来人口の構成に関する結果を

定量的に示し，それらを欧州各国の見通しと比較した．蓋然性の高い仮定の範囲で言えば，

現在の欧州地域と同レベルの国外からの移入が起こったときのみ，日本の極端な人口減少

と高齢化を回避できるが，人口構成は多様化する．今後50年の間において，外国生まれ人

口は，若年人口において極めて重要な位置を占め，将来の移入水準にもよるが，人口にし

める比率が10％～30％に達する可能性がある．



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）70－2（2014.6）pp.165～172

統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2012年

合計特殊出生率（TFR:TotalFertilityRate）は，ある国，地域における出生力水準を示す指標

として代表的なものである．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第

一子平均出生年齢を，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表している資料を基に，主要国

における時系列推移，国際比較等に関する人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている全てではなく，最新（2008年以降）のデータ

が更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデータが得られている国に限定した．また，表

中に示した国の配列は原典の配列を採用している． （佐々井 司・別府志海）

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においてヨーロッパでは概ね2から

3程度の水準であるのに対し，それ以外の地域では4から8と極めて高い率を示す国が散見される

（表1）．しかし，それまで高出生率であった北アメリカ（カナダとアメリカ合衆国を除く），南アメ

リカ，アジア（日本を除く）の各国では出生率の低下が顕在化し，2000年以降はほとんどの国で2前

後の水準に達している．一方，既に低水準であったヨーロッパ諸国，アメリカ，日本といった国々で

は1970年代以降さらに出生率が低下し，2000年ごろには人口置換水準を大きく下回る1.5以下の水準

に達する国々も現れる．それらの国々の出生率は，2000年代に入ると若干回復する傾向がみられるも

のの，日本をはじめとする東アジア諸国やヨーロッパの一部の国々では依然低迷が続いている．

最新年次における合計特殊出生率で最も高い率を示したのはアフガニスタンの6.3（2009年），最も

低いのはホンコン特別行政区の1.20（2011年）であり，両者の差は5.1である（表2）．合計特殊出生

率が相対的に低い国々は，（東）アジア，東・南ヨーロッパに多くみられる．また，今回比較に用い

た86か国のうち，2を下回った国は51か国と半数以上に及び，1.5を下回る国も25か国あった．一方

で3以上の国は9か国存在する．

表3は最新年次における年齢別出生率を98カ国・地域についてみたものである．最も高い率を示す

年齢階級は，20～24歳がアフリカ，南・北アメリカ（カナダ，アメリカ合衆国を除く）を中心に21か

国，30～34歳がヨーロッパを中心に31か国ある．概して，20～24歳がピークとなる国で合計特殊出生

率が相対的に高く，逆に30～34歳の国で合計特殊出生率が低くなる傾向にある．なお，25～29歳にお

ける出生率が最も高い国は44カ国で，数のうえでは最も多くなっている．

つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢をみると，ほと

んどの国で上昇傾向にある（表4）．日本と同様に第1子出生時の女性の年齢が高い国は南・北ヨー
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1）UnitedNations,DemographicYearbook

（最新：2012年版．http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://w3.unece.org/pxweb/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2011年版までを用いた指標は佐々井司・別府志海・石川晃「主

要国における合計特殊出生率および関連指標：1950～2011年」『人口問題研究』，第69巻1号，2013年3月，

pp.159-166に掲載．



ロッパに偏在する傾向がみられ，なかでもギリシャ（31.2歳），スイス（30.2），イタリア（30.2）で

は30歳を超えている．逆に，出生年齢の低い国には，タジキスタン（22.1），トルコ（22.3），アルバ

ニア（23.4）などが挙がっている．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2012年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年

〔アフリカ〕

エ ジ プ ト … 6.97
7）

6.56
10）

5.28 4.52 … 3.10 3.00
26）

… …

モーリシャス … 5.98
7）

4.25
10）

3.07
13）

2.32 1.99 1.82 1.47 1.45 …

ル ワ ン ダ … 7.38
7）

7.99
10）

8.74
13）

7.00
17）

6.20
20）

5.50
25）

5.38 5.34 5.30

セ ネ ガ ル … 6.90
7）

7.00
10）

7.00
13）

6.50
17）

5.60
20）

5.08
24）

4.86 … …

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
12）

4.16 2.73 2.08 2.20 2.17 2.38 …

南 ア フ リ カ … 6.51
7）

5.90
10）

5.09
13）

4.38
17）

2.86 2.61 2.38
27）

… …

ウ ガ ン ダ … 6.90
7）

6.90
10）

6.90
13）

7.30
17）

7.10
20）

… … 6.20 …

〔北アメリカ〕

バ ハ マ … … 3.97 2.78 2.52 1.99 2.05 1.83 1.98 …

バーミューダ … … … 1.64 1.76 1.65 1.76 1.76 1.77 1.76

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.54 1.67
27）

… …

コ ス タ リ カ … 7.14 … 3.63 3.20 2.00 2.00 1.81 … …

キ ュ ー バ … 3.68
7）

3.70 1.64 1.83 1.60
20）

1.49 1.69 1.77 …

ドミニカ共和国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
17）

2.90
20）

2.77 2.59 2.56 2.52

グリーンランド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.33 2.26 2.10 …

メ キ シ コ … 6.37 6.24 3.14 3.70 2.65 2.20 2.10
26）

… …

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
21）

2.40 2.40 … …

ア メ リ カ 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
18）

2.06 2.05 1.93 … …

〔南アメリカ〕

アルゼンチン … 2.53
9）

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.39 2.38 …

ボ リ ビ ア … 6.75
7）

6.56
10）

5.80
13）

5.00
17）

4.40
20）

3.54
25）

3.29 3.21 …

ブ ラ ジ ル … 6.15
7）

5.38
10）

2.80 2.66 2.20 2.06 1.76 … …

チ リ 4.21
6）

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.93 1.91 … …

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.58 1.90 … …

ペ ル ー 3.36
3）

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.69 2.49 2.44 2.40

〔アジア〕

アフガニスタン … 6.86
7）

7.13
10）

7.60
14）

6.90
17）

6.90
20）

… 6.30
27）

… …

ア ル メ ニ ア … … … 2.31 2.62 1.11 1.37 1.55
27）

… …

アゼルバイジャン … … … 3.47
13）

2.76
18）

2.00 2.05
23）

2.26
27）

… …

バングラデシュ … 6.62
7）

6.91
10）

4.97
15）

4.45
17）

2.56
21）

2.47 2.12 2.11 …

ホンコン特別行政区 … 4.70
7）

3.29 2.06 1.21 1.04 0.96 1.13 1.20 …

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87
15）

1.61
19）

0.95 0.91 1.07 1.15 1.36

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.42 1.44 1.35 …

イ ン ド … 5.92
7）

5.69
10）

4.40 3.80 3.20 2.90 2.50 … …

インドネシア … 5.67
7）

5.57
10）

4.42 3.08 2.54 2.20 2.15 … …

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 2.84 3.03 3.00 …

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.26 1.39 1.39 1.41

ヨ ル ダ ン … 7.38
7）

5.12 8.40
14）

6.20
18）

3.50
21）

3.70 3.80 3.80 …

ク ウ ェ ー ト … 7.21
7）

6.78 5.50 3.94
17）

4.23 4.63 2.69
27）

… …

キ ル ギ ス … … … 4.08 3.69 2.41 2.53 3.06 3.09 …

マ レ ー シ ア … 6.94
7）

5.94
10）

4.16
13）

4.00
17）

2.96 2.36 2.20 … …

モ ン ゴ ル … 6.00
7）

7.32
10）

6.65
13）

4.83
17）

2.20 1.95 2.39 … …

ミ ャ ン マ ー … 6.05
7）

5.74
10）

5.02
13）

4.50
17）

3.30
20）

2.11 2.03 … …

ネ パ ー ル … 5.76
7）

5.81
10）

6.20
13）

5.90
17）

4.10
21）

3.60 … 2.60 …

オ マ ー ン … 7.20
7）

7.20
10）

7.20
13）

7.20
17）

4.70 3.13 3.00 2.90 …

カ タ ー ル … 6.97
7）

6.97
10）

6.35
13）

4.70
17）

2.77
22）

2.62 2.08 2.12 …

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.08 1.23 1.24 …
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2012年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年 2012年

サウジアラビア … 7.17
7）

7.26
10）

7.28
13）

6.80
17）

4.30 3.28 2.98 2.93 2.87

シンガポール … 6.00
7）

3.10 1.74 1.82 1.60 1.26 1.15 1.20 1.29

ト ル コ … 6.54
7）

5.62
10）

4.51
13）

3.39
18）

2.27 2.19 2.11 2.09 …

ベ ト ナ ム … 6.05
7）

5.94
10）

5.59
13）

4.22
17）

2.50
20）

2.11 2.00 1.99 2.05

〔ヨーロッパ〕

オーストリア 2.03
5）

2.61
8）

2.31 1.68 1.45 1.36 1.41 1.44 1.43 …

ベ ラ ル ー シ … … 2.36 2.05
13）

1.91 1.66 1.21 1.44
27）

1.52 …

ボスニア･ヘルツェゴビナ … 4.27
7）

3.17
10）

1.90 1.70
18）

1.28 1.21 1.27 … …

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.31 1.49 1.51 …

ク ロ ア チ ア … … … 1.92 1.63 1.39 1.42 1.46 1.41 …

チ ェ コ … … … … 1.86
19）

1.14 1.28 1.49 1.43 …

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.80 1.88 1.76 …

エ ス ト ニ ア … … … 1.93 2.04 1.39 1.50 1.64 1.52 …

フィンランド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.80 1.87 1.83 …

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 1.92 2.00 2.00 …

ド イ ツ 1） 1.88 2.34 2.01 1.46 1.33
19）

1.38 1.34 1.39 1.36 …

ギ リ シ ャ … 2.21 2.33
11）

2.23 1.43 1.29 1.34 1.52
27）

1.42 …

ハ ン ガ リ ー 2.54
4）

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.32 1.26 1.24 …

アイスランド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.05 2.20 2.02 …

アイルランド … 3.79
9）

3.86 3.23 2.20 1.90 1.88 2.07 2.04 …

イ タ リ ア 2.37
5）

2.29 2.40
11）

1.62 1.36 1.26 1.32 1.41 1.42 …

ラ ト ビ ア … … 1.93
11）

1.87 2.04 1.24 1.31 1.18 1.34 …

リヒテンシュタイン … … … 1.60
16）

… 1.58 1.51 1.40 1.69 …

リ ト ア ニ ア … … … 2.07
13）

2.00 1.39 1.27 1.55 … …

ルクセンブルク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.62 1.63 1.51 …

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.37 1.37 1.49 …

オ ラ ン ダ 3.10 3.11 2.58 1.60 1.62 1.72 1.71 1.80 1.76 …

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.84 1.95 1.88 …

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.24 1.38 1.30 …

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.41 1.32
27）

1.36 …

モ ル ド バ … … … 2.39
15）

2.39 1.29 1.22 1.31 1.27 …

ル ー マ ニ ア … 2.62
7）

2.89 2.45 1.83 1.31 1.32 1.33 1.25 …

ロ シ ア 2） … 2.81
7）

2.26 1.90 1.89 1.21 1.29 1.54
27）

… …

ス ロ バ キ ア … … … 2.32 2.09 1.30 1.25 1.40 1.45 …

ス ロ ベ ニ ア … … … 1.96
15）

1.47 1.26 1.26 1.57 1.56 …

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
15）

1.33 1.23 1.35 1.38 1.36 …

スウェーデン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.77 1.99 1.90 …

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.42 1.54 … …

マ ケ ド ニ ア … … … 2.46
16）

2.10 1.76 1.46 1.55 1.46 …

ウ ク ラ イ ナ … … 2.09 1.96
13）

1.89 1.10 1.21 1.43 1.46 …

イ ギ リ ス … 2.50
7）

2.52
10）

1.72
13）

1.84 1.64 1.79 1.96
26）

1.91 …

〔オセアニア〕

オーストラリア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.79 1.89 1.88 …

ニュージーランド … 3.93
7）

3.16 2.03 2.16 1.98 1.97 2.15 2.06 2.05

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1）1980年以前は旧西ドイツ．2）1970年以前は旧ソ連．3）
1948年．4）1949年．5）1951年．6）1952年．7）1958年．8）1959年．9）1961年．10）1968年．11）1969年．12）1971年．
13）1978年．14）1979年．15）1981年．16）1982年．17）1988年．18）1989年．19）1991年．20）1998年．21）2001年．
22）2002年．23）2004年．24）2006年．25）2007年．26）2008年．27）2009年．



―169―

表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

ホンコン特別行政区

ハ ン ガ リ ー

韓 国

ル ー マ ニ ア

モ ル ド バ

ボスニア･ヘルツェゴビナ

シ ン ガ ポ ー ル

ポ ー ラ ン ド

ラ ト ビ ア

キ プ ロ ス

ポ ル ト ガ ル

マ カ オ 特 別 行 政 区

ス ペ イ ン

ド イ ツ 1）

ク ロ ア チ ア

日 本

イ タ リ ア

ギ リ シ ャ

チ ェ コ

オ ー ス ト リ ア

モ ー リ シ ャ ス

ス ロ バ キ ア

マ ケ ド ニ ア

ウ ク ラ イ ナ

マ ル タ

ブ ル ガ リ ア

ル ク セ ン ブ ル ク

ベ ラ ル ー シ

エ ス ト ニ ア

ロ シ ア 2）

ス イ ス

リ ト ア ニ ア

ア ル メ ニ ア

ス ロ ベ ニ ア

カ ナ ダ

リヒテンシュタイン

ブ ラ ジ ル

デ ン マ ー ク

オ ラ ン ダ

バ ー ミ ュ ー ダ

キ ュ ー バ

コ ス タ リ カ

フ ィ ン ラ ン ド

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2010）

（2012）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2012）

（2011）

（2011）

（2011）

（2012）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2009）

（2010）

（2010）

（2009）

（2011）

（2009）

（2011）

（2010）

（2011）

（2011）

（2012）

（2011）

（2010）

（2011）

1.20

1.24

1.24

1.25

1.27

1.27

1.29

1.30

1.34

1.35

1.36

1.36

1.36

1.36

1.41

1.41

1.42

1.42

1.43

1.43

1.45

1.45

1.46

1.46

1.49

1.51

1.51

1.52

1.52

1.54

1.54

1.55

1.55

1.56

1.67

1.69

1.76

1.76

1.76

1.76

1.77

1.81

1.83

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

ノ ル ウ ェ ー

オ ー ス ト ラ リ ア

エ ク ア ド ル

ス ウ ェ ー デ ン

チ リ

イ ギ リ ス

ア メ リ カ

バ ハ マ

フ ラ ン ス

ア イ ス ラ ン ド

ミ ャ ン マ ー

ア イ ル ラ ン ド

ベ ト ナ ム

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

ト ル コ

グ リ ー ン ラ ン ド

メ キ シ コ

バ ン グ ラ デ シ ュ

カ タ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

マ レ ー シ ア

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

ア ル ゼ ン チ ン

南 ア フ リ カ

セ ー シ ェ ル

モ ン ゴ ル

ペ ル ー

パ ナ マ

イ ン ド

ド ミ ニ カ 共 和 国

ネ パ ー ル

ク ウ ェ ー ト

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

オ マ ー ン

エ ジ プ ト

イ ス ラ エ ル

キ ル ギ ス

ボ リ ビ ア

ヨ ル ダ ン

セ ネ ガ ル

ル ワ ン ダ

ウ ガ ン ダ

ア フ ガ ニ ス タ ン

（2011）

（2011）

（2010）

（2011）

（2010）

（2011）

（2010）

（2011）

（2011）

（2011）

（2010）

（2011）

（2012）

（2012）

（2011）

（2011）

（2008）

（2011）

（2011）

（2010）

（2010）

（2009）

（2011）

（2009）

（2011）

（2010）

（2012）

（2010）

（2010）

（2012）

（2011）

（2009）

（2012）

（2011）

（2008）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2010）

（2012）

（2011）

（2009）

1.88

1.88

1.90

1.90

1.91

1.91

1.93

1.98

2.00

2.02

2.03

2.04

2.05

2.05

2.09

2.10

2.10

2.11

2.12

2.15

2.20

2.26

2.38

2.38

2.38

2.39

2.40

2.40

2.50

2.52

2.60

2.69

2.87

2.90

3.00

3.00

3.09

3.21

3.80

4.86

5.30

6.20

6.30

表1に基づく．
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

〔アフリカ〕

エ ジ プ ト （2011） 112.1 31.8 278.0 164.4 139.6 48.9 16.0 4.5

リ ベ リ ア （2008) 73.1 37.4 89.4 98.9 91.5 79.8 53.5 40.5

マ ラ ウ ィ （2008） 160.1 101.2 284.1 241.6 153.2 116.8 57.8 25.0

モ ー リ シ ャ ス （2011） 41.5 29.3 75.3 90.1 60.2 27.0 6.4 0.5

レ ユ ニ オ ン （2007） 69.2 44.1 117.2 144.2 116.2 58.6 16.8 0.7

セ ー シ ェ ル （2011） 66.8 70.3 133.7 114.3 86.5 55.3 16.3 0.6

ス ワ ジ ラ ン ド （2007） 152.2 71.0 184.4 187.1 188.5 166.8 104.7 75.8

〔北アメリカ〕

ア ル バ （2010） 44.3 42.3 110.5 95.8 75.4 32.3 8.4 0.2

バ ー ミ ュ ー ダ （2011） 41.6 6.5 44.9 73.9 92.5 61.7 17.0 1.0

カ ナ ダ （2009） 46.0 14.1 51.2 100.7 107.0 50.6 9.2 0.4

ケ イ マ ン 諸 島 （2010） 48.0 35.9 89.4 65.0 80.8 57.7 8.1

コ ス タ リ カ （2011） 58.2 65.3 100.3 92.5 68.0 35.9 8.3 0.6

キ ュ ー バ （2011） 45.3 56.1 111.6 98.2 57.1 24.8 5.0 0.2

キ ュ ラ ソ ー （2011） 52.3 35.0 103.6 119.2 98.7 51.7 12.6 0.4

ド ミ ニ カ （2006） 62.4 45.8 116.8 78.2 74.5 72.9 28.7 3.1

エ ル サ ル バ ド ル （2011） 63.0 65.0 104.9 94.0 76.2 39.0 11.8 0.9

グ リ ー ン ラ ン ド （2011） 57.2 40.7 103.8 122.8 98.9 43.3 5.1

マ ル テ ィ ニ ー ク （2007） 51.0 19.8 77.6 117.2 98.2 64.1 20.9 1.4

メ キ シ コ （2010） 66.2 56.7 119.0 110.6 81.7 42.7 13.3 2.0

パ ナ マ （2010） 74.3 86.0 133.7 118.0 85.5 45.5 12.0 1.0

プ エ ル ト リ コ （2008） 46.5 54.6 106.0 81.9 52.4 23.0 4.7 0.3

ア メ リ カ （2008） 57.8 41.5 103.0 115.1 99.3 46.9 9.8 0.6

米領バージン諸島 （2007） 65.9 53.1 146.6 146.1 93.9 48.6 5.5

〔南アメリカ〕

チ リ （2010） 55.0 52.0 83.1 91.3 87.5 52.3 13.7 0.7

仏 領 ギ ア ナ （2007） 114.5 83.3 182.2 195.5 154.0 102.2 40.9 3.8

ス リ ナ ム （2007） 73.6 65.5 130.8 121.9 88.8 52.0 14.9 0.8

ウ ル グ ア イ （2011） 51.2 40.8 77.7 81.2 79.6 52.1 15.5 1.2

ベ ネ ズ エ ラ （2011） 79.4 101.9 135.0 115.8 83.2 44.4 12.9 1.5

〔 ア ジ ア 〕

ア ル メ ニ ア （2009） 48.4 27.6 125.8 95.4 43.1 15.3 2.6 0.2

アゼルバイジャン （2010） 61.4 48.6 148.5 110.3 53.5 21.7 5.1 0.6

ホンコン特別行政区 （2011） 45.9 3.8 39.6 83.2 102.9 67.8 13.2 0.6

マカオ特別行政区 （2012） 40.7 22.6 92.9 88.5 43.3 4.0

キ プ ロ ス （2011） 41.4 5.7 34.1 87.0 92.1 39.9 9.3 1.0

北 朝 鮮 （2008） 53.3 0.6 58.0 209.5 110.0 18.5 3.2 0.4

ジ ョ ー ジ ア （2012） 49.5 39.7 107.6 94.4 58.6 25.9 6.3 0.5

イ ラ ン （2006） 44.8 18.0 6.4 81.5 66.4 35.1 10.7 2.4

イ ス ラ エ ル （2011） 90.3 12.5 106.5 172.4 175.5 103.6 27.4 2.6

日 本 （2012） 39.7 4.4 32.4 87.2 97.9 49.5 9.2 0.2

カ ザ フ ス タ ン （2008） 80.7 31.1 158.2 160.5 112.0 60.7 14.9 0.7

ク ウ ェ ー ト （2011） 67.2 10.6 89.1 111.1 99.4 61.2 22.0 2.6

キ ル ギ ス タ ン （2011） 98.7 41.5 186.2 176.3 122.9 69.2 21.5 3.2

マ レ ー シ ア （2009） 64.9 14.8 69.1 141.7 119.6 67.3 20.4 2.0

モ ル デ ィ ブ （2011） 73.7 15.3 115.1 133.3 106.5 63.3 13.1 1.0

モ ン ゴ ル （2010） 75.0 18.6 127.7 145.1 104.1 63.1 18.7 2.6

カ タ ー ル （2010） 71.8 15.2 89.8 104.4 100.3 71.6 30.3 3.7

韓 国 （2011） 36.1 1.8 16.0 78.3 115.1 36.7 4.8 0.2

シ ン ガ ポ ー ル （2012） 41.7 4.5 23.5 86.7 113.5 52.9 9.1 0.3

ス リ ラ ン カ （2006） 67.9 21.2 87.5 151.5 118.4 61.6 17.4 2.1
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数１） 20歳未満２）20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上３）

ト ル コ （2010） 63.6 32.1 110.9 123.3 89.3 42.5 10.6 1.8

〔ヨーロッパ〕

オ ー ラ ン ド （2011） 47.7 4.7 42.4 105.8 132.4 60.5 12.8

ア ル バ ニ ア （2007） 43.3 11.3 80.4 119.8 74.0 27.4 5.5 0.7

ア ン ド ラ （2011） 38.2 5.1 27.0 65.1 91.2 52.6 10.5

オ ー ス ト リ ア （2011） 38.5 9.1 45.9 86.5 90.4 43.8 8.5 0.4

ベ ラ ル ー シ （2008） 41.6 22.1 91.9 93.2 56.0 20.7 3.2 0.1

ベ ル ギ ー （2011） 50.9 9.1 53.2 127.4 117.3 47.7 9.2 0.4

ボスニア･ヘルツェゴビナ （2010） 35.2 13.5 59.4 86.2 66.8 24.3 3.9 0.2

ブ ル ガ リ ア （2011） 42.6 41.7 70.4 90.1 66.8 26.9 4.5 0.2

ク ロ ア チ ア （2011） 40.4 11.4 51.2 92.3 82.8 36.0 6.2 0.3

チ ェ コ （2011） 43.3 10.8 42.2 93.1 93.7 37.9 6.2 0.3

デ ン マ ー ク （2011） 46.8 4.6 38.6 113.7 126.7 55.6 9.8 0.5

エ ス ト ニ ア （2011） 45.4 15.9 54.9 91.8 86.5 45.3 10.0 0.3

フ ェ ロ ー 諸 島 （2007） 64.7 10.5 83.5 160.9 154.4 83.0 13.9

フ ィ ン ラ ン ド （2011） 51.7 7.7 55.1 113.6 118.9 59.4 12.2 0.7

フ ラ ン ス （2011） 55.5 9.4 59.0 131.9 128.0 57.0 12.8 0.7

ド イ ツ （2011） 36.1 8.2 36.5 78.2 92.0 48.1 8.5 0.4

ギ リ シ ャ （2011） 41.2 9.8 40.5 80.8 94.7 47.9 9.8 1.4

ハ ン ガ リ ー （2011） 37.1 18.0 39.0 69.9 76.3 37.1 7.2 0.2

ア イ ス ラ ン ド （2011） 58.2 11.0 63.0 128.4 122.3 63.3 14.7 0.9

ア イ ル ラ ン ド （2011） 63.7 14.0 51.4 92.5 133.5 96.9 21.5 1.1

イ タ リ ア （2011） 39.2 6.3 33.1 70.6 91.8 59.7 14.3 1.0

ラ ト ビ ア （2011） 37.7 18.7 54.5 84.9 67.3 32.2 7.2 0.2

リヒテンシュタイン （2011） 44.7 1.8 30.2 94.4 129.1 73.5 7.0 2.0

リ ト ア ニ ア （2011） 47.1 14.8 64.2 135.0 94.4 36.5 6.6 0.2

ル ク セ ン ブ ル ク （2011） 44.4 7.4 42.0 84.4 109.4 55.3 11.5 1.0

マ ル タ （2011） 44.5 17.1 42.1 90.2 97.9 44.5 6.8 0.4

モ ン テ ネ グ ロ （2011） 48.0 14.3 75.3 110.3 83.4 38.5 7.6 0.5

オ ラ ン ダ （2011） 46.8 4.8 35.7 109.3 134.0 56.5 9.1 0.4

ノ ル ウ ェ ー （2011） 52.3 7.1 54.3 120.7 123.9 57.8 10.9 0.6

ポ ー ラ ン ド （2011） 41.0 13.9 51.3 89.1 70.9 29.9 6.1 0.3

ポ ル ト ガ ル （2011） 38.7 13.1 40.7 75.4 86.6 45.5 9.3 0.4

モ ル ド バ （2011） 40.1 25.7 80.3 79.3 45.0 19.2 3.6 0.1

ル ー マ ニ ア （2011） 36.8 35.2 59.7 72.6 55.5 23.4 4.2 0.2

ロ シ ア （2011） 48.3 25.2 85.1 101.2 68.6 31.8 6.3 0.3

セ ル ビ ア （2011） 39.5 18.6 61.3 86.3 70.7 29.5 5.4 0.4

ス ロ バ キ ア （2011） 44.3 22.0 52.3 89.4 85.7 35.4 6.3 0.4

ス ロ ベ ニ ア （2011） 46.2 5.2 41.8 110.6 106.5 43.7 6.3 0.2

ス ペ イ ン （2011） 41.8 9.6 31.3 60.0 94.8 64.0 13.3 0.8

ス ウ ェ ー デ ン （2011） 52.5 5.9 47.9 111.9 131.8 67.3 13.6 0.7

ス イ ス （2011） 42.7 3.4 32.0 82.7 110.6 63.8 11.8 0.6

マ ケ ド ニ ア （2011） 43.3 18.1 71.3 100.0 72.2 26.6 3.9 0.2

ウ ク ラ イ ナ （2011） 43.6 27.9 89.8 89.2 58.0 24.6 4.6 0.2

イ ギ リ ス （2011） 54.6 21.8 70.7 105.5 117.2 63.3 13.2 0.8

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア （2011） 55.3 15.9 53.1 103.1 124.9 70.3 15.2 0.8

ニューカレドニア （2010） 63.2 22.7 99.4 125.3 111.3 63.5 16.9 0.6

ニュージーランド （2012） 56.9 24.9 71.0 105.3 122.0 70.7 15.4 0.7

サ モ ア （2011） 133.8 39.2 218.3 238.6 206.1 144.1 69.9 16.9

UnitedNations,DemographicYearbook2012年版による．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の
算出による．
1）15～49歳女性人口に対する率．2）15～19歳女性人口に対する率．ただし，マカオは25歳未満一括とする．
3）45～49歳女性人口に対する率．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国における母の第１子平均出生年齢：1980～2011年
（歳）

国 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

ア ル バ ニ ア … … … … … … … … … 23.4 …

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.5 22.3 22.7 22.9 23.0 23.1 23.0 23.3 23.5

オ ー ス ト リ ア … 25.0 25.6 26.4 27.3 27.5 27.7 27.8 28.0 28.2 28.5

アゼルバイジャン 23.1 23.0 23.8 24.1 23.9 23.8 23.7 23.7 24.4 24.4 23.4

ベ ラ ル ー シ … 22.9 22.9 23.3 23.9 24.0 24.2 24.4 24.6 24.9 25.1

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.5 27.3 27.9 27.9 28.0 28.0 … 28.0 …

ボスニア･ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 … 23.9 24.4 24.5 24.8 24.9 25.3 25.9 26.3

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.1 22.2 23.5 24.8 25.2 25.3 25.4 25.6 26.2 26.3

カ ナ ダ 24.1 25.8 26.4 27.0 27.6 27.6 27.6 … … … …

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.0 25.6 26.5 26.7 26.8 27.1 27.4 27.7 27.9

キ プ ロ ス 23.8 24.7 25.5 26.1 27.5 … … … … 28.5 …

チ ェ コ 22.4 22.4 22.9 24.9 26.6 26.9 27.1 27.3 27.4 27.6 27.8

デ ン マ ー ク 24.6 26.4 27.5 28.1 28.9 29.1 29.2 29.0 29.1 29.1 …

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 23.0 24.0 25.2 25.4 25.4 25.8 26.1 26.3 26.4

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.8 27.6 27.6 27.9 28.0 28.1 28.2 28.2 28.3 28.4

フ ラ ン ス … … 28.1 27.8 28.5 28.6 27.9 … … 28.1 …

ジ ョ ー ジ ア … 23.7 23.5 24.2 24.0 24.0 24.1 23.7 23.5 23.9 24.0

ド イ ツ 25.2 26.9 28.1 29.0 29.6 29.7 29.8 30.0 28.8 28.9 …

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 26.6 29.5 30.3 30.5 30.7 30.9 31.1 31.2 …

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 23.4 25.0 27.0 27.3 27.6 27.7 27.9 28.2 28.3

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 24.9 25.5 26.3 26.4 26.6 26.4 26.6 26.8 27.0

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.0 27.4 28.7 28.8 28.8 28.9 29.1 29.4 29.8

イ ス ラ エ ル … … … … … 26.8 27.0 27.0 … … 27.3

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.0 28.6 29.6 29.8 29.9 30.0 30.1 30.2 …

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 22.2 23.4 24.3 24.5 24.7 24.9 25.0 25.0 25.0

キ ル ギ ス 21.8 22.2 21.9 22.7 23.4 23.6 23.5 23.4 23.6 23.6 23.4

ラ ト ビ ア 22.9 23.2 23.5 24.4 25.2 25.3 25.4 25.6 26.0 26.4 26.4

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.2 23.9 24.9 25.2 25.4 25.2 25.5 26.6 26.7

ルクセンブルク … … 27.9 28.6 28.6 28.7 29.0 29.3 … … …

マ ル タ 24.9 25.9 25.8 25.7 26.1 26.3 26.2 26.5 26.6 26.9 …

モ ル ド バ 22.5 … 22.0 21.8 22.4 22.5 22.8 23.1 23.3 23.5 23.7

モ ン テ ネ グ ロ … … … 25.6 25.5 25.4 25.8 25.5 26.3 26.3 …

オ ラ ン ダ 25.7 27.6 28.4 28.6 28.9 … … … … 29.4 29.4

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 26.5 27.3 28.1 28.1 28.1 28.1 28.1 28.2 28.4

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 23.8 24.5 25.8 25.6 25.8 25.9 26.3 26.6 26.9

ポ ル ト ガ ル 23.6 24.7 25.6 26.5 27.8 28.1 28.2 28.4 28.6 28.9 29.2

ル ー マ ニ ア 22.6 22.4 22.7 23.7 24.9 25.2 25.3 25.5 25.6 26.0 26.0

ロ シ ア … … … 23.5 24.1 24.2 24.3 24.4 24.6 … …

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.3 24.9 25.9 26.0 26.2 26.5 26.9 27.2 27.5

ス ロ バ キ ア … 21.0 21.8 23.9 25.7 26.0 26.3 26.6 27.0 27.3 27.8

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 25.1 26.5 27.8 28.0 28.2 28.4 28.5 28.7 28.8

ス ペ イ ン 25.0 26.8 28.4 29.1 29.3 29.3 29.4 29.3 29.6 29.8 …

ス ウ ェ ー デ ン 25.3 26.3 27.2 27.9 28.6 … … … … 28.9 …

ス イ ス 26.3 27.6 28.1 28.7 29.5 29.6 29.8 29.9 30.1 30.2 …

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.9 22.1 … … … … … … …

マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 23.5 24.2 25.0 25.3 25.4 25.6 25.9 26.0 26.2

ト ル コ … … … … … … … … … 22.3 …

トルクメニスタン … 24.3 24.1 24.2 24.6 24.6 … … … … …

ウ ク ラ イ ナ 22.2 22.7 … 22.3 23.8 24.2 25.6 25.8 25.9 25.8 …

イ ギ リ ス … … … 26.5 … … … … 27.6 27.8 …

ア メ リ カ 22.7 24.2 24.5 24.9 25.2 25.0 25.0 25.1 25.4 … …

ウズベキスタン … 22.4 22.2 23.2 23.6 23.8 … … … … …

日 本 １） 26.1 27.2 27.8 28.0 28.6 28.7 28.9 28.9 29.1 29.3 29.4

UNECE,StatisticalDatabese（オンライン版）による．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．
1）国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2012年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である． （別府志海・佐々井 司）
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2012,NewYork．

2）2011年版によるものは，別府志海・石川 晃・佐々井 司「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資

料」，『人口問題研究』，第69巻1号，2013年3月，pp.167～176に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢５歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2010年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は75.76歳，70歳以上は78.97歳，75歳以上は82.18

歳，80歳以上は85.66歳，85歳以上は89.44歳，90歳以上は93.44歳，95歳以上は97.53歳，100歳以上は101.87歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2012年

U.N.,DemographicYearbook,2012による．
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2008.4.16�
１） 34,080,030 9,552,068 22,673,344 1,819,647

2 ベ ナ ン 2011.7.1 9,067,076 4,101,746 4,718,511 246,819
3 ボ ツ ワ ナ 2011.7.1 1,849,692 626,367 1,127,693 95,632
4 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2009.7.1 15,224,780 7,304,574 7,451,832 468,374

5 ブ ル ン ジ 2008.8.16�
１） 8,053,574 3,549,152 4,195,263 221,925

6 カ ー ボ ベ ル デ 2011.7.1 527,269 179,104 322,768 25,397
7 カ メ ル ー ン 2010.7.1 19,406,100 8,465,364 10,295,330 645,406

8 コ ン ゴ 2007.4.28� 3,697,490 1,428,014 2,149,943 119,533
9 エ ジ プ ト 2012.7.1 82,304,664 25,592,112 53,083,133 3,629,419
10 エ チ オ ピ ア 2008.7.1 79,221,000 33,870,239 43,131,810 2,218,953
11 ガ ー ナ 2010.9.26� 24,658,823 9,450,398 14,040,893 1,167,532
12 ギ ニ ア 2009.7.1 10,217,591 4,218,987 5,533,912 464,692
13 ケ ニ ア 2009.8.24�

１） 38,610,097 16,571,877 20,684,861 1,332,273
14 レ ソ ト 2006.4.13� 1,862,860 634,880 1,121,189 106,791
15 リ ベ リ ア 2008.3.21� 3,476,608 1,458,072 1,900,425 118,111
16 リ ビ ア 2006.4.15� 5,298,152 1,645,833 3,427,413 224,906
17 マ ラ ウ ィ 2008.6.8� 13,077,160 6,008,701 6,567,822 500,637
18 モ ー リ タ ニ ア 2011.7.1 3,296,958 1,327,380 1,862,088 107,490
19 モ ー リ シ ャ ス 2011.7.4�

１） 1,236,817 255,732 881,302 99,164
20 マ ヨ ッ ト 2007.7.31� 186,387 82,495 99,496 4,396
21 モ ロ ッ コ 2012.7.1 32,596,997 8,668,949 21,980,247 1,947,802
22 モ ザ ン ビ ー ク 2007.8.1� 20,252,223 9,490,607 10,138,543 623,073
23 ナ ミ ビ ア 2009.7.1 2,103,761 759,165 1,265,104 79,492
24 ニ ジ ェ ー ル 2008.7.1 14,197,601 7,087,227 6,746,320 364,054
25 ナ イ ジ ェ リ ア 2006.3.21� 140,431,790 58,736,297 77,158,732 4,536,761
26 南 ス ー ダ ン 2008.4.21� 8,260,490 3,659,337 4,390,069 211,084
27 レ ユ ニ オ ン 2010.1.1 828,054 210,187 547,694 70,173
28 ル ワ ン ダ 2012.7.1 11,033,141 4,694,764 6,083,614 254,763
29 セ ン ト ヘ レ ナ 2008.2.10�

１） 3,981 600 2,677 703
30 サントメ・プリンシペ 2006.7.1 151,912 62,597 83,014 6,299
31 セ ネ ガ ル 2011.12.31 12,841,702 5,326,973 7,093,622 421,107
32 セ ー シ ェ ル 2012.7.1 88,303 19,689 61,625 6,989
33 シ エ ラ レ オ ネ 2010.7.1 5,746,800 2,397,487 3,093,165 256,148
34 南 ア フ リ カ 2011.10.10� 51,770,560 15,100,089 33,904,480 2,765,990
35 ス ワ ジ ラ ン ド 2012.7.1 1,080,337 402,549 639,841 37,917
36 ト ー ゴ 2010.11.6�

１） 6,191,155 2,600,697 3,341,763 235,245
37 チ ュ ニ ジ ア 2008.7.1 10,328,900 2,506,200 7,102,500 720,200
38 ウ ガ ン ダ 2012.7.1 34,131,400 17,311,000 16,357,900 462,500
39 タ ン ザ ニ ア 2012.8.26� 44,928,923 19,725,456 23,466,616 1,736,851
40 ジ ン バ ブ エ 2009.7.1１）２） 12,260,000 4,977,095 6,794,162 441,833

〔 北 ア メ リ カ 〕
41 アンチグア･バーブーダ 2005.7.1 82,786 23,395 53,699 5,691
42 ア ル バ 2011.7.1 102,711 20,945 70,864 10,905
43 バ ハ マ 2011.7.1 351,100 86,700 242,500 21,780
44 ベ リ ー ズ 2009.7.1 333,200 122,700 193,500 17,000
45 バ ー ミ ュ ー ダ 2012.7.1 64,867 11,013 45,043 8,811
46 カ ナ ダ 2012.7.1 34,880,491 5,663,163 24,030,506 5,186,822
47 ケ イ マ ン 諸 島 2012.12.31 56,732 10,357 43,031 3,343

48 コ ス タ リ カ 2012.7.1 4,667,096 1,096,297 3,244,954 325,845
49 キ ュ ー バ 2011.7.1 11,244,543 1,941,727 7,849,975 1,452,834
50 キ ュ ラ ソ ー 2011.7.1 150,843 29,366 100,510 20,967
51 ド ミ ニ カ 2006.12.31 71,180 20,976 42,979 7,226
52 ド ミ ニ カ 共 和 国 2012.7.1 10,135,105 3,126,109 6,386,495 622,501
53 エ ル サ ル バ ド ル 2011.7.1 6,216,143 1,919,095 3,842,738 454,310
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

28.1 66.6 5.3 28.3 25.1 50.2 42.1 8.0 19.0 1

45.2 52.0 2.7 21.7 17.0 92.2 86.9 5.2 6.0 2
33.9 61.0 5.2 26.0 22.3 64.0 55.5 8.5 15.3 3
48.0 48.9 3.1 21.2 16.0 104.3 98.0 6.3 6.4 4

44.6 52.7 2.8 21.7 17.2 89.9 84.6 5.3 6.3 5
34.0 61.2 4.8 25.8 21.9 63.4 55.5 7.9 14.2 6
43.6 53.1 3.3 22.3 17.9 88.5 82.2 6.3 7.6 7

38.6 58.1 3.2 23.9 20.6 72.0 66.4 5.6 8.4 8
31.1 64.5 4.4 27.7 24.7 55.0 48.2 6.8 14.2 9
42.8 54.4 2.8 22.7 18.5 83.7 78.5 5.1 6.6 10
38.3 56.9 4.7 25.1 20.6 75.6 67.3 8.3 12.4 11
41.3 54.2 4.5 23.7 18.6 84.6 76.2 8.4 11.0 12
42.9 53.6 3.5 22.7 18.3 86.6 80.1 6.4 8.0 13
34.1 60.2 5.7 26.3 21.6 66.2 56.6 9.5 16.8 14
41.9 54.7 3.4 22.9 18.7 82.9 76.7 6.2 8.1 15
31.1 64.7 4.2 26.3 23.8 54.6 48.0 6.6 13.7 16
45.9 50.2 3.8 21.9 17.1 99.1 91.5 7.6 8.3 17
40.3 56.5 3.3 23.9 19.4 77.1 71.3 5.8 8.1 18
20.7 71.3 8.0 35.0 33.8 40.3 29.0 11.3 38.8 19
44.3 53.4 2.4 22.2 17.9 87.3 82.9 4.4 5.3 20
26.6 67.4 6.0 30.3 27.3 48.3 39.4 8.9 22.5 21
46.9 50.1 3.1 21.6 16.7 99.8 93.6 6.1 6.6 22
36.1 60.1 3.8 24.9 21.2 66.3 60.0 6.3 10.5 23
49.9 47.5 2.6 20.8 15.0 110.4 105.1 5.4 5.1 24
41.8 54.9 3.2 23.0 18.9 82.0 76.1 5.9 7.7 25
44.3 53.1 2.6 21.9 17.6 88.2 83.4 4.8 5.8 26
25.4 66.1 8.5 33.4 32.3 51.2 38.4 12.8 33.4 27
42.6 55.1 2.3 22.2 18.7 81.4 77.2 4.2 5.4 28
15.1 67.3 17.7 43.0 45.0 48.7 22.4 26.3 117.2 29
41.2 54.6 4.1 23.1 18.8 83.0 75.4 7.6 10.1 30
41.5 55.2 3.3 23.0 18.8 81.0 75.1 5.9 7.9 31
22.3 69.8 7.9 33.9 33.0 43.3 31.9 11.3 35.5 32
41.7 53.8 4.5 23.6 18.7 85.8 77.5 8.3 10.7 33
29.2 65.5 5.3 28.6 25.4 52.7 44.5 8.2 18.3 34
37.3 59.2 3.5 24.2 20.5 68.8 62.9 5.9 9.4 35
42.1 54.1 3.8 23.6 19.0 84.9 77.8 7.0 9.0 36
24.3 68.8 7.0 31.1 28.1 45.4 35.3 10.1 28.7 37
50.7 47.9 1.4 19.1 14.7 108.7 105.8 2.8 2.7 38
43.9 52.2 3.9 22.9 18.0 91.5 84.1 7.4 8.8 39
40.8 55.6 3.6 22.9 18.6 79.8 73.3 6.5 8.9 40

28.3 64.9 6.9 30.3 28.4 54.2 43.6 10.6 24.3 41
20.4 69.0 10.6 37.4 38.7 44.9 29.6 15.4 52.1 42
24.7 69.1 6.2 32.0 30.6 44.7 35.8 9.0 25.1 43
36.8 58.1 5.1 26.3 21.0 72.2 63.4 8.8 13.9 44
17.0 69.4 13.6 40.0 41.0 44.0 24.4 19.6 80.0 45
16.2 68.9 14.9 40.1 40.0 45.2 23.6 21.6 91.6 46
18.3 75.9 5.9 34.8 35.7 31.8 24.1 7.8 32.3 47

23.5 69.5 7.0 32.2 29.5 43.8 33.8 10.0 29.7 48
17.3 69.8 12.9 38.5 38.8 43.2 24.7 18.5 74.8 49
19.5 66.6 13.9 39.1 40.5 50.1 29.2 20.9 71.4 50
29.5 60.4 10.2 31.4 28.1 65.6 48.8 16.8 34.4 51
30.8 63.0 6.1 28.9 25.2 58.7 48.9 9.7 19.9 52
30.9 61.8 7.3 29.0 24.2 61.8 49.9 11.8 23.7 53
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 北 ア メ リ カ 〕

54 グ リ ー ン ラ ン ド 2012.7.1 56,840 12,344 40,378 4,118

55 グ ア ド ル ー プ 2010.1.1 401,784 87,772 258,847 55,165
56 グ ア テ マ ラ 2010.7.1 14,361,666 5,968,677 7,772,024 620,965
57 ハ イ チ 2011.7.1 10,248,306 3,633,143 6,165,986 449,177

58 ホ ン ジ ュ ラ ス 2010.7.1 8,045,990 3,087,979 4,625,457 332,554
59 ジ ャ マ イ カ 2011.4.4� 2,697,983 702,835 1,776,803 218,345
60 マ ル チ ニ ー ク 2010.1.1 396,308 77,732 258,170 60,406

61 メ キ シ コ 2010.6.12�
１） 112,336,538 32,515,796 71,484,423 6,938,913

62 モ ン ト セ ラ ト 2011.5.12� 4,922 971 3,260 691
63 ニ カ ラ グ ア 2009.7.1 5,742,316 2,017,977 3,472,172 252,167
64 パ ナ マ 2010.7.1 3,504,483 1,022,270 2,252,498 229,715
65 プ エ ル ト リ コ 2012.7.1 3,667,084 688,178 2,396,870 582,036
66 セ ン ト ル シ ア 2009.7.1 172,370 44,637 116,231 11,502
67 サンピエール･ミクロン 2006.1.19� 6,125 1,167 4,149 809
68 セントビンセント･グレナディーン 2008.7.1 99,086 30,377 61,491 7,218
69 トリニダード・トバゴ 2010.7.1 1,317,714 333,965 890,463 93,286
70 ア メ リ カ 合 衆 国 2010.4.1� 308,745,538 61,227,213 207,250,341 40,267,984
71 米 領 バ ー ジ ン 諸 島 2010.4.1� 106,405 22,134 69,887 14,384

〔 南 ア メ リ カ 〕
72 ア ル ゼ ン チ ン 2012.7.1 41,281,631 10,153,797 26,771,336 4,356,498
73 ボ リ ビ ア 2011.7.1 10,624,495 3,759,650 6,372,392 492,453
74 ブ ラ ジ ル 2010.7.31� 190,755,799 45,932,294 130,742,028 14,081,477
75 チ リ 2012.7.1 17,402,630 3,786,936 11,956,024 1,659,670
76 コ ロ ン ビ ア 2012.7.1 46,581,823 12,922,990 30,399,287 3,259,546
77 エ ク ア ド ル 2012.7.1 15,495,016 4,907,772 9,569,621 1,017,623
78 フォークランド諸島 2006.10.8� 2,955 471 2,218 266
79 仏 領 ギ ア ナ 2010.1.1 230,441 81,015 139,926 9,500
80 ガ イ ア ナ 2010.7.1 784,894 210,823 529,809 44,262
81 パ ラ グ ア イ 2012.7.1 6,672,631 2,181,224 4,138,843 352,562
82 ペ ル ー 2012.7.1 30,135,875 8,779,601 19,510,511 1,845,763
83 ス リ ナ ム 2011.7.1 539,910 151,420 353,750 34,740
84 ウ ル グ ア イ 2011.10.4� 3,285,877 714,965 2,107,186 463,726
85 ベ ネ ズ エ ラ 2012.7.1 29,718,357 8,538,276 19,366,566 1,813,515

〔 ア ジ ア 〕
86 ア フ ガ ニ ス タ ン 2012.7.1 25,500,100 11,758,171 12,802,328 939,601
87 ア ル メ ニ ア 2011.10.12� 3,018,854 566,138 2,135,577 317,139
88 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2010.7.1 9,054,300 2,031,100 6,491,600 531,600
89 バ ー レ ー ン 2011.7.1 1,195,020 250,037 918,216 26,767
90 バ ン グ ラ デ シ ュ 2011.7.1 150,611,000 47,999,726 95,698,229 6,882,923
91 ブ ー タ ン 2012.7.1 720,679 216,972 469,450 34,257
92 ブ ル ネ イ 2011.6.20� 393,372 99,428 280,058 13,886
93 カ ン ボ ジ ア 2012.7.1 14,741,414 4,523,265 9,574,721 643,428
94 中 国 2011.12.31 1,347,304,706 221,870,5881,002,447,059 122,989,412
95 ホンコン特別行政区 2012.7.1 7,154,600 813,200 5,361,100 980,300
96 マ カ オ 特 別 行 政 区 2012.7.1 567,900 66,200 459,400 42,300
97 キ プ ロ ス 2011.10.1�

１） 840,407 134,948 593,593 111,767
98 北 朝 鮮 2008.10.1� 24,052,231 5,578,174 16,377,409 2,096,648
99 グ ル ジ ア 2012.7.1 4,490,700 762,000 3,110,400 618,300

100 イ ン ド 2011.7.1 1,192,503,000 346,941,000 779,497,000 66,065,000
101 イ ン ド ネ シ ア 2011.7.1 236,954,100 62,582,700 161,943,700 12,427,700
102 イ ラ ン 2011.10.24�

１） 75,149,669 17,561,778 53,244,800 4,296,769
103 イ ラ ク 2007.7.1 29,682,081 12,798,813 16,048,638 834,630
104 イ ス ラ エ ル 2011.7.1 7,765,832 2,182,089 4,799,785 783,959
105 日 本 2012.10.1３） 127,515,000 16,547,000 80,175,000 30,793,000
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

21.7 71.0 7.2 34.5 33.7 40.8 30.6 10.2 33.4 54

21.8 64.4 13.7 38.0 38.7 55.2 33.9 21.3 62.9 55
41.6 54.1 4.3 23.7 18.8 84.8 76.8 8.0 10.4 56
35.5 60.2 4.4 25.7 21.9 66.2 58.9 7.3 12.4 57

38.4 57.5 4.1 24.8 20.5 74.0 66.8 7.2 10.8 58
26.1 65.9 8.1 31.5 27.7 51.8 39.6 12.3 31.1 59
19.6 65.1 15.2 39.4 40.4 53.5 30.1 23.4 77.7 60

29.3 64.4 6.3 29.5 26.2 55.2 45.5 9.7 21.3 61
19.7 66.2 14.0 38.8 39.1 51.0 29.8 21.2 71.2 62
35.1 60.5 4.4 25.7 21.7 65.4 58.1 7.3 12.5 63
29.2 64.3 6.6 30.1 27.2 55.6 45.4 10.2 22.5 64
18.8 65.4 15.9 39.0 37.9 53.0 28.7 24.3 84.6 65
25.9 67.4 6.7 30.4 27.2 48.3 38.4 9.9 25.8 66
19.1 67.7 13.2 39.1 39.5 47.6 28.1 19.5 69.3 67
30.7 62.1 7.3 28.9 24.8 61.1 49.4 11.7 23.8 68
25.3 67.6 7.1 29.8 28.1 48.0 37.5 10.5 27.9 69
19.8 67.1 13.0 37.8 37.1 49.0 29.5 19.4 65.8 70
20.8 65.7 13.5 38.3 39.1 52.3 31.7 20.6 65.0 71

24.6 64.9 10.6 33.6 30.6 54.2 37.9 16.3 42.9 72
35.4 60.0 4.6 26.2 22.1 66.7 59.0 7.7 13.1 73
24.1 68.5 7.4 32.1 29.4 45.9 35.1 10.8 30.7 74
21.8 68.7 9.5 34.6 32.6 45.6 31.7 13.9 43.8 75
27.7 65.3 7.0 30.7 27.4 53.2 42.5 10.7 25.2 76
31.7 61.8 6.6 28.9 25.0 61.9 51.3 10.6 20.7 77
15.9 75.1 9.0 37.6 37.5 33.2 21.2 12.0 56.5 78
35.2 60.7 4.1 27.3 24.0 64.7 57.9 6.8 11.7 79
26.9 67.5 5.6 30.6 27.4 48.1 39.8 8.4 21.0 80
32.7 62.0 5.3 27.5 23.6 61.2 52.7 8.5 16.2 81
29.1 64.7 6.1 29.4 26.2 54.5 45.0 9.5 21.0 82
28.0 65.5 6.4 30.5 27.8 52.6 42.8 9.8 22.9 83
21.8 64.1 14.1 36.7 34.2 55.9 33.9 22.0 64.9 84
28.7 65.2 6.1 29.9 26.8 53.5 44.1 9.4 21.2 85

46.1 50.2 3.7 22.6 17.1 99.2 91.8 7.3 8.0 86
18.8 70.7 10.5 35.9 33.3 41.4 26.5 14.9 56.0 87
22.4 71.7 5.9 31.6 29.0 39.5 31.3 8.2 26.2 88
20.9 76.8 2.2 30.3 30.1 30.1 27.2 2.9 10.7 89
31.9 63.6 4.6 27.8 24.3 57.3 50.2 7.2 14.3 90
30.1 65.1 4.8 27.5 24.5 53.5 46.2 7.3 15.8 91
25.3 71.2 3.5 29.6 28.1 40.5 35.5 5.0 14.0 92
30.7 65.0 4.4 27.2 23.5 54.0 47.2 6.7 14.2 93
16.5 74.4 9.1 36.5 36.2 34.4 22.1 12.3 55.4 94
11.4 74.9 13.7 41.8 42.0 33.5 15.2 18.3 120.5 95
11.7 80.9 7.4 37.9 37.3 23.6 14.4 9.2 63.9 96
16.1 70.6 13.3 38.4 36.6 41.6 22.7 18.8 82.8 97
23.2 68.1 8.7 33.4 32.4 46.9 34.1 12.8 37.6 98
17.0 69.3 13.8 38.5 37.1 44.4 24.5 19.9 81.1 99

29.1 65.4 5.5 29.0 25.5 53.0 44.5 8.5 19.0 100
26.4 68.3 5.2 30.3 28.3 46.3 38.6 7.7 19.9 101
23.4 70.9 5.7 30.4 27.9 41.1 33.0 8.1 24.5 102
43.1 54.1 2.8 22.4 18.2 85.0 79.8 5.2 6.5 103
28.1 61.8 10.1 32.7 29.5 61.8 45.5 16.3 35.9 104
13.0 62.9 24.1 45.6 45.6 59.0 20.6 38.4 186.1 105
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

106 ヨ ル ダ ン 2012.12.31 6,388,000 2,382,325 3,794,375 211,300

107 カ ザ フ ス タ ン 2009.2.25� 16,009,597 5,397,887 9,476,416 1,135,294
108 ク ウ ェ ー ト 2011.4.20� 3,065,850 695,163 2,314,197 56,490
109 キ ル ギ ス 2012.7.1 5,607,511 1,718,224 3,648,904 240,383

110 ラ オ ス 2012.7.1 6,548,633 2,433,364 3,873,691 241,586
111 レ バ ノ ン 2007.3.3 3,759,134 927,972 2,468,722 362,440
112 マ レ ー シ ア 2012.7.1 29,336,795 7,757,399 20,034,465 1,544,931

113 モ ル ジ ブ 2012.7.1 330,652 87,896 226,741 16,015
114 モ ン ゴ ル 2010.11.11� 2,647,545 741,576 1,804,263 101,706
115 ミ ャ ン マ ー 2012.10.1 60,975,993 17,690,680 39,708,343 3,576,970
116 ネ パ ー ル 2011.6.22� 26,494,504 9,248,246 15,848,675 1,397,583
117 オ マ ー ン 2011.7.1１） 3,295,298 740,025 2,461,485 93,742
118 パ キ ス タ ン 2007.7.1 149,860,388 62,350,988 82,570,202 4,939,198
119 フ ィ リ ピ ン 2010.5.1� 92,335,113 30,734,937 57,587,249 4,012,927
120 カ タ ー ル 2010.4.21� 1,699,435 232,584 1,453,034 13,817
121 韓 国 2012.7.1 50,004,441 7,559,063 36,555,703 5,889,675
122 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2012.7.1 29,195,895 8,867,761 19,531,133 797,001
123 シ ン ガ ポ ー ル 2012.6.30 3,818,200 626,300 2,813,300 378,700
124 ス リ ラ ン カ 2010.7.1 20,653,000 5,431,000 13,921,000 1,301,000
125 パ レ ス チ ナ 2012.7.1 4,293,313 1,736,123 2,431,823 125,367
126 シ リ ア 2011.7.1 21,124,000 7,859,000 12,407,000 858,000
127 タ ジ キ ス タ ン 2011.7.1 7,714,198 2,741,549 4,726,797 245,852
128 タ イ 2012.7.1 67,911,720 13,370,140 48,815,119 5,726,461
129 東 テ ィ モ ー ル 2008.7.1 1,080,742 486,176 557,829 36,737
130 ト ル コ 2012.7.1 74,885,000 18,899,000 50,676,000 5,310,000
131 ト ル ク メ ニ ス タ ン 2003.7.1 5,123,940 1,830,258 3,093,509 200,170
132 ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 2005.12.5�

１） 4,106,427 800,578 3,268,916 33,529
133 ウ ズ ベ キ ス タ ン 2003.7.1 25,567,663 8,890,043 15,564,718 1,112,898
134 ベ ト ナ ム 2012.7.1 88,772,884 21,195,638 61,256,201 6,321,045
135 イ エ メ ン 2010.7.1 23,153,982 9,807,426 12,613,628 732,927

〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕
136 オ ー ラ ン ド 2012.7.1 28,429 4,655 18,331 5,443
137 ア ル バ ニ ア 2012.7.1 2,801,682 569,117 1,908,816 323,749
138 ア ン ド ラ 2011.7.1 79,280 11,709 57,062 10,509
139 オ ー ス ト リ ア 2012.1.1 8,443,018 1,224,361 5,719,753 1,498,904
140 ベ ラ ル ー シ 2011.7.1 9,473,172 1,421,401 6,749,557 1,302,214
141 ベ ル ギ ー 2009.7.1 10,796,493 1,823,555 7,124,469 1,848,469
142 ボスニア･へルツェゴビナ 2010.7.1 3,843,126 670,958 2,592,146 580,022
143 ブ ル ガ リ ア 2011.2.1� 7,364,570 975,272 5,027,901 1,361,397
144 ク ロ ア チ ア 2011.4.1� 4,284,889 652,428 2,873,828 758,633
145 チ ェ コ 2012.1.1 10,505,445 1,541,241 7,262,768 1,701,436
146 デ ン マ ー ク 2012.7.1 5,587,085 981,023 3,619,763 986,299
147 エ ス ト ニ ア 2011.12.31� 1,294,455 199,891 865,124 229,440
148 フ ェ ロ ー 諸 島 2008.7.1 48,618 10,695 31,101 6,822
149 フ ィ ン ラ ン ド 2011.7.1 5,360,091 883,716 3,521,286 955,090
150 フ ラ ン ス 2010.7.1 62,959,391 11,563,741 40,779,204 10,616,446
151 ド イ ツ 2012.1.1 81,843,743 10,832,088 54,131,105 16,880,550
152 ギ リ シ ャ 2011.7.1 11,300,025 1,624,883 7,474,835 2,200,307

153 チャネル諸島：ガーンジー 2012.3.31 63,085 9,545 42,628 10,912
154 ハ ン ガ リ ー 2011.10.1� 9,937,628 1,447,659 6,812,849 1,677,120
155 ア イ ス ラ ン ド 2011.7.1 319,014 66,438 212,829 39,748
156 ア イ ル ラ ン ド 2012.4.15 4,585,407 994,777 3,041,242 549,388
157 マ ン 島 2011.3.27� 84,497 14,036 55,475 14,986
158 イ タ リ ア 2010.7.1 60,483,385 8,495,580 39,733,802 12,254,004
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

37.3 59.4 3.3 24.3 20.8 68.4 62.8 5.6 8.9 106

33.7 59.2 7.1 31.1 28.7 68.9 57.0 12.0 21.0 107
22.7 75.5 1.8 29.5 30.0 32.5 30.0 2.4 8.1 108
30.6 65.1 4.3 27.8 24.4 53.7 47.1 6.6 14.0 109

37.2 59.2 3.7 24.8 20.6 69.1 62.8 6.2 9.9 110
24.7 65.7 9.6 32.4 28.6 52.3 37.6 14.7 39.1 111
26.4 68.3 5.3 29.9 27.1 46.4 38.7 7.7 19.9 112

26.6 68.6 4.8 28.1 25.0 45.8 38.8 7.1 18.2 113
28.0 68.1 3.8 28.1 25.7 46.7 41.1 5.6 13.7 114
29.0 65.1 5.9 29.4 26.4 53.6 44.6 9.0 20.2 115
34.9 59.8 5.3 27.0 22.3 67.2 58.4 8.8 15.1 116
22.5 74.7 2.8 28.5 27.8 33.9 30.1 3.8 12.7 117
41.6 55.1 3.3 23.6 18.6 81.5 75.5 6.0 7.9 118
33.3 62.4 4.3 27.1 23.4 60.3 53.4 7.0 13.1 119
13.7 85.5 0.8 31.2 31.6 17.0 16.0 1.0 5.9 120
15.1 73.1 11.8 38.9 39.0 36.8 20.7 16.1 77.9 121
30.4 66.9 2.7 27.5 26.7 49.5 45.4 4.1 9.0 122
16.4 73.7 9.9 38.1 38.3 35.7 22.3 13.5 60.5 123
26.3 67.4 6.3 30.7 27.9 48.4 39.0 9.3 24.0 124
40.4 56.6 2.9 23.2 19.1 76.5 71.4 5.2 7.2 125
37.2 58.7 4.1 25.4 21.1 70.3 63.3 6.9 10.9 126
35.5 61.3 3.2 25.0 21.5 63.2 58.0 5.2 9.0 127
19.7 71.9 8.4 35.4 34.7 39.1 27.4 11.7 42.8 128
45.0 51.6 3.4 22.7 17.4 93.7 87.2 6.6 7.6 129
25.2 67.7 7.1 31.8 29.7 47.8 37.3 10.5 28.1 130
35.7 60.4 3.9 25.4 21.6 65.6 59.2 6.5 10.9 131
19.5 79.7 0.8 28.8 29.4 25.5 24.5 1.0 4.2 132
34.8 60.9 4.4 25.9 21.8 64.3 57.1 7.2 12.5 133
23.9 69.0 7.1 32.5 30.3 44.9 34.6 10.3 29.8 134
42.4 54.5 3.2 22.1 18.1 83.6 77.8 5.8 7.5 135

16.4 64.5 19.1 42.3 43.3 55.1 25.4 29.7 116.9 136
20.3 68.1 11.6 36.1 34.0 46.8 29.8 17.0 56.9 137
14.8 72.0 13.3 40.5 40.1 38.9 20.5 18.4 89.8 138
14.5 67.7 17.8 41.9 42.3 47.6 21.4 26.2 122.4 139
15.0 71.2 13.7 39.7 39.1 40.4 21.1 19.3 91.6 140
16.9 66.0 17.1 40.8 40.8 51.5 25.6 25.9 101.4 141
17.5 67.4 15.1 38.8 38.6 48.3 25.9 22.4 86.4 142
13.2 68.3 18.5 42.7 42.6 46.5 19.4 27.1 139.6 143
15.2 67.1 17.7 41.8 42.0 49.1 22.7 26.4 116.3 144
14.7 69.1 16.2 41.1 40.1 44.6 21.2 23.4 110.4 145
17.6 64.8 17.7 40.7 41.0 54.3 27.1 27.2 100.5 146
15.4 66.8 17.7 41.3 40.8 49.6 23.1 26.5 114.8 147
22.0 64.0 14.0 37.4 36.8 56.3 34.4 21.9 63.8 148
16.5 65.7 17.8 41.5 42.1 52.2 25.1 27.1 108.1 149
18.4 64.8 16.9 40.4 40.1 54.4 28.4 26.0 91.8 150
13.2 66.1 20.6 43.9 45.0 51.2 20.0 31.2 155.8 151
14.4 66.1 19.5 42.7 42.3 51.2 21.7 29.4 135.4 152

15.1 67.6 17.3 41.7 42.1 48.0 22.4 25.6 114.3 153
14.6 68.6 16.9 41.5 40.8 45.9 21.2 24.6 115.9 154
20.8 66.7 12.5 36.8 35.1 49.9 31.2 18.7 59.8 155
21.7 66.3 12.0 36.4 35.2 50.8 32.7 18.1 55.2 156
16.6 65.7 17.7 41.7 42.5 52.3 25.3 27.0 106.8 157
14.0 65.7 20.3 43.4 43.3 52.2 21.4 30.8 144.2 158
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期 日
人 口

総 数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ヨ ー ロ ッ パ 〕

159 チャネル諸島：ジャージー 2011.3.27� 97,857 15,169 68,215 14,473
160 ラ ト ビ ア 2010.7.1 2,239,008 307,840 1,542,500 388,668
161 リヒテンシュタイン 2011.7.1 36,281 5,740 25,399 5,142
162 リ ト ア ニ ア 2011.3.1�

１） 3,483,972 679,984 2,314,313 489,348
163 ル ク セ ン ブ ル ク 2012.1.1 524,853 89,975 361,617 73,261
164 マ ル タ 2011.7.1 416,725 61,959 287,751 67,015
165 モ ナ コ 2008.6.9�

１） 31,109 3,965 19,060 7,366
166 モ ン テ ネ グ ロ 2011.4.1�

１） 620,029 118,751 421,693 79,337
167 オ ラ ン ダ 2011.1.1 16,655,799 2,907,075 11,153,778 2,594,946
168 ノ ル ウ ェ ー 2011.11.19� 4,979,955 1,248,448 3,212,519 518,988
169 ポ ー ラ ン ド 2011.7.1 38,525,670 5,834,307 27,438,382 5,252,981
170 ポ ル ト ガ ル 2011.3.21� 10,562,178 1,572,329 6,979,785 2,010,064
171 モ ル ド バ 2011.7.1 3,559,986 581,420 2,624,095 354,472
172 ル ー マ ニ ア 2011.7.1 21,354,396 3,213,339 14,946,046 3,195,011
173 ロ シ ア 2010.10.14�

１） 142,856,536 21,668,300 102,942,394 18,211,533
174 サ ン マ リ ノ 2004.7.1 29,457 4,472 20,172 4,814
175 セ ル ビ ア 2011.10.1� 7,186,862 1,025,278 4,911,268 1,250,316
176 ス ロ バ キ ア 2011.5.21�

１） 5,397,036 826,516 3,886,327 682,873
177 ス ロ ベ ニ ア 2011.1.1� 2,050,189 290,853 1,420,392 338,944
178 ス ペ イ ン 2012.7.1 46,163,114 7,044,560 31,011,901 8,106,653
179 ス ウ ェ ー デ ン 2011.7.1 9,449,213 1,574,615 6,113,641 1,760,957
180 ス イ ス 2011.7.1 7,912,398 1,149,394 5,370,580 1,392,425
181 マ ケ ド ニ ア 2011.7.1１） 2,058,539 356,348 1,459,760 241,981
182 ウ ク ラ イ ナ 2012.1.1 45,453,282 6,531,531 31,993,311 6,928,440
183 イ ギ リ ス 2011.3.27� 63,182,000 11,101,000 41,706,000 10,376,000

〔 オ セ ア ニ ア 〕
184 米 領 サ モ ア 2010.4.1� 55,519 19,425 33,827 2,267
185 オ ー ス ト ラ リ ア 2012.7.1 22,683,573 4,268,196 15,204,166 3,211,211
186 ク ッ ク 諸 島 2006.12.1� 15,324 4,701 9,461 1,162
187 フ ィ ジ ー 2007.9.16� 837,271 243,121 555,330 38,820
188 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2011.1.1 269,989 67,520 185,619 16,850
189 グ ア ム 2012.7.1 159,914 42,787 104,555 12,572
190 キ リ バ ス 2010.10.10� 103,058 37,184 62,208 3,666
191 マ ー シ ャ ル 諸 島 2010.7.1 54,305 22,237 30,721 1,345
192 ミ ク ロ ネ シ ア 2010.7.1 107,839 39,343 64,133 4,363
193 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2010.7.1 250,040 60,905 169,030 20,105
194 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2012.7.1４） 4,433,000 892,270 2,929,400 611,390
195 ニ ウ エ 2010.7.1 1,496 385 929 182
196 ノ ー フ ォ ー ク 諸 島 2011.8.9� 2,302 361 1,388 553
197 北 マ リ ア ナ 諸 島 2011.7.1 46,050 11,974 32,411 1,665
198 パ ラ オ 2005.4.1� 19,907 4,798 13,973 1,136
199 サ モ ア 2011.11.7�

１） 187,820 71,890 106,615 9,285
200 ソ ロ モ ン 諸 島 2009.11.22� 515,870 209,284 288,441 18,145
201 ト ケ ラ ウ 2011.10.18�

１） 1,205 400 701 102
202 ト ン ガ 2008.7.1 103,647 35,357 61,648 6,641
203 バ ヌ ア ツ 2009.11.16� 234,023 90,973 133,563 9,487

UN.DemographicYearbook,2012年版 （http://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/
dyb2.htm）に掲載（Table7：掲載年次2003～2012年）の年齢別人口統計に基づいて計算したものであるが，
人口総数が1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の�はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口で，イタリック体は信頼性の
低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総 数 年 少 老 年

15.5 69.7 14.8 40.5 40.7 43.5 22.2 21.2 95.4 159
13.7 68.9 17.4 41.0 40.2 45.2 20.0 25.2 126.3 160
15.8 70.0 14.2 40.4 41.3 42.8 22.6 20.2 89.6 161
19.5 66.4 14.0 37.5 36.2 50.5 29.4 21.1 72.0 162
17.1 68.9 14.0 39.3 39.1 45.1 24.9 20.3 81.4 163
14.9 69.1 16.1 40.9 40.3 44.8 21.5 23.3 108.2 164
13.0 62.7 24.2 46.4 47.8 59.4 20.8 38.6 185.8 165
19.2 68.0 12.8 37.7 36.7 47.0 28.2 18.8 66.8 166
17.5 67.0 15.6 40.3 41.0 49.3 26.1 23.3 89.3 167
25.1 64.5 10.4 39.0 34.4 55.0 38.9 16.2 41.6 168
15.1 71.2 13.6 39.7 38.3 40.4 21.3 19.1 90.0 169
14.9 66.1 19.0 42.4 42.0 51.3 22.5 28.8 127.8 170
16.3 73.7 10.0 36.6 34.4 35.7 22.2 13.5 61.0 171
15.0 70.0 15.0 39.9 38.9 42.9 21.5 21.4 99.4 172
15.2 72.1 12.8 39.1 38.1 38.7 21.0 17.7 84.0 173
15.2 68.5 16.3 41.0 40.0 46.0 22.2 23.9 107.7 174
14.3 68.3 17.4 42.3 42.7 46.3 20.9 25.5 121.9 175
15.3 72.0 12.7 39.0 37.7 38.8 21.3 17.6 82.6 176
14.2 69.3 16.5 41.7 41.7 44.3 20.5 23.9 116.5 177
15.3 67.2 17.6 41.7 41.0 48.9 22.7 26.1 115.1 178
16.7 64.7 18.6 41.1 40.8 54.6 25.8 28.8 111.8 179
14.5 67.9 17.6 41.9 42.1 47.3 21.4 25.9 121.1 180
17.3 70.9 11.8 37.5 36.3 41.0 24.4 16.6 67.9 181
14.4 70.4 15.2 40.4 39.6 42.1 20.4 21.7 106.1 182
17.6 66.0 16.4 39.9 39.5 51.5 26.6 24.9 93.5 183

35.0 60.9 4.1 27.2 22.6 64.1 57.4 6.7 11.7 184
18.8 67.0 14.2 38.4 37.3 49.2 28.1 21.1 75.2 185
30.7 61.7 7.6 30.6 27.5 62.0 49.7 12.3 24.7 186
29.0 66.3 4.6 29.0 26.1 50.8 43.8 7.0 16.0 187
25.0 68.8 6.2 31.5 29.3 45.5 36.4 9.1 25.0 188
26.8 65.4 7.9 32.3 29.5 52.9 40.9 12.0 29.4 189
36.1 60.4 3.6 25.5 21.6 65.7 59.8 5.9 9.9 190
40.9 56.6 2.5 23.0 19.0 76.8 72.4 4.4 6.0 191
36.5 59.5 4.0 26.5 21.7 68.1 61.3 6.8 11.1 192
24.4 67.6 8.0 32.9 31.2 47.9 36.0 11.9 33.0 193
20.1 66.1 13.8 37.8 36.9 51.3 30.5 20.9 68.5 194
25.7 62.1 12.2 34.9 33.5 61.0 41.4 19.6 47.3 195
15.7 60.3 24.0 47.4 52.1 65.9 26.0 39.8 153.2 196
26.0 70.4 3.6 30.9 30.0 42.1 36.9 5.1 13.9 197
24.1 70.2 5.7 32.4 32.3 42.5 34.3 8.1 23.7 198
38.3 56.8 4.9 25.9 20.7 76.1 67.4 8.7 12.9 199
40.6 55.9 3.5 23.9 19.7 78.8 72.6 6.3 8.7 200
33.3 58.3 8.5 29.8 24.1 71.6 57.1 14.6 25.5 201
34.1 59.5 6.4 27.3 22.4 68.1 57.4 10.8 18.8 202
38.9 57.1 4.1 24.8 20.5 75.2 68.1 7.1 10.4 203

1）人口総数に年齢不詳を含む．2）ジンバブエ政府公表の人口から，年齢総数は年齢別人口の合計を用いた．
3）総務省統計局『人口推計 平成24年10月1日現在推計』による．4）85歳以上人口が欠落しているため，ニュー
ジーランド政府による85歳以上人口を含めた人口から算出．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数500万人以上の国

順位 国・地域 （年） 65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

日 本

ド イ ツ

イ タ リ ア

ギ リ シ ャ

ポ ル ト ガ ル

ス ウ ェ ー デ ン

ブ ル ガ リ ア

フ ィ ン ラ ン ド

オ ー ス ト リ ア

デ ン マ ー ク

ス イ ス

ス ペ イ ン

セ ル ビ ア

ベ ル ギ ー

ハ ン ガ リ ー

フ ラ ン ス

イ ギ リ ス

チ ェ コ

オ ラ ン ダ

ウ ク ラ イ ナ

ル ー マ ニ ア

カ ナ ダ

オ ー ス ト ラ リ ア

ベ ラ ル ー シ

ホンコン特別行政区

ポ ー ラ ン ド

ア メ リ カ 合 衆 国

キ ュ ー バ

ロ シ ア

ス ロ バ キ ア

韓 国

ア ル ゼ ン チ ン

イ ス ラ エ ル

チ リ

中 国

北 朝 鮮

タ イ

ブ ラ ジ ル

エ ル サ ル バ ド ル

ベ ト ナ ム

カ ザ フ ス タ ン

ト ル コ

コ ロ ン ビ ア

チ ュ ニ ジ ア

エ ク ア ド ル

ス リ ラ ン カ

メ キ シ コ

ド ミ ニ カ 共 和 国

ペ ル ー

ベ ネ ズ エ ラ

モ ロ ッ コ

ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン

（2012）

（2012）

（2010）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2011）

（2012）

（2012）

（2011）

（2012）

（2011）

（2009）

（2011）

（2010）

（2011）

（2012）

（2011）

（2012）

（2011）

（2012）

（2012）

（2011）

（2012）

（2011）

（2010）

（2011）

（2010）

（2011）

（2012）

（2012）

（2011）

（2012）

（2011）

（2008）

（2012）

（2010）

（2011）

（2012）

（2009）

（2012）

（2012）

（2008）

（2012）

（2010）

（2010）

（2012）

（2012）

（2012）

（2012）

（2010）

24.15

20.63

20.26

19.47

19.03

18.64

18.49

17.82

17.75

17.65

17.60

17.56

17.40

17.12

16.88

16.86

16.42

16.20

15.58

15.24

14.96

14.87

14.16

13.75

13.70

13.64

13.04

12.92

12.75

12.66

11.78

10.55

10.09

9.54

9.13

8.72

8.43

7.38

7.31

7.12

7.09

7.09

7.00

6.97

6.57

6.30

6.25

6.14

6.12

6.10

5.98

5.87

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

ミ ャ ン マ ー

イ ラ ン

イ ン ド

ア ル ジ ェ リ ア

南 ア フ リ カ

パ ラ グ ア イ

ネ パ ー ル

マ レ ー シ ア

イ ン ド ネ シ ア

ガ ー ナ

ボ リ ビ ア

バ ン グ ラ デ シ ュ

ギ ニ ア

シ エ ラ レ オ ネ

エ ジ プ ト

ニ カ ラ グ ア

ハ イ チ

カ ン ボ ジ ア

ウ ズ ベ キ ス タ ン

フ ィ リ ピ ン

グ ア テ マ ラ

キ ル ギ ス

リ ビ ア

ホ ン ジ ュ ラ ス

シ リ ア

ト ル ク メ ニ ス タ ン

タ ン ザ ニ ア

マ ラ ウ ィ

ト ー ゴ

ラ オ ス

ア フ ガ ニ ス タ ン

ジ ン バ ブ エ

ケ ニ ア

カ メ ル ー ン

ヨ ル ダ ン

パ キ ス タ ン

セ ネ ガ ル

ナ イ ジ ェ リ ア

タ ジ キ ス タ ン

イ エ メ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ブ ル キ ナ フ ァ ソ

イ ラ ク

エ チ オ ピ ア

ブ ル ン ジ

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

ベ ナ ン

ニ ジ ェ ー ル

南 ス ー ダ ン

ル ワ ン ダ

ウ ガ ン ダ

（2012）

（2011）

（2011）

（2008）

（2011）

（2012）

（2011）

（2012）

（2011）

（2010）

（2011）

（2011）

（2009）

（2010）

（2012）

（2009）

（2011）

（2012）

（2003）

（2010）

（2010）

（2012）

（2006）

（2010）

（2011）

（2003）

（2012）

（2008）

（2010）

（2012）

（2012）

（2009）

（2009）

（2010）

（2012）

（2007）

（2011）

（2006）

（2011）

（2010）

（2007）

（2009）

（2007）

（2008）

（2008）

（2012）

（2011）

（2008）

（2008）

（2012）

（2012）

5.87

5.72

5.54

5.34

5.34

5.28

5.27

5.27

5.24

4.73

4.64

4.57

4.55

4.46

4.41

4.39

4.38

4.36

4.35

4.35

4.32

4.29

4.24

4.13

4.06

3.91

3.87

3.83

3.81

3.69

3.68

3.62

3.45

3.33

3.31

3.30

3.28

3.23

3.19

3.17

3.08

3.08

2.81

2.80

2.79

2.73

2.72

2.56

2.56

2.31

1.36
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MathematicalDemography,SelectedPapers,Second,revisededition

Springer,2013,xxiii+335pp.

本書は，D.P.SmithとN.Keyfitzが1977年に出版した数理人口学に関する論文集である“Math-

ematicalDemography,SelectedPapers”の改訂第2版である．この改訂第2版の企画は，2009年2

月27日にドイツのマックスプランク人口研究所において人口学の350周年を記念して行われたシンポ

ジウムに端を発するとされており，K.W.WachterとHerv�eLeBrasが編者となって改訂が行われ

ている．

第2版のまえがきによれば，第1版は514ページもの大部に及ぶものであったことから，この第2

版の作業はまず収載論文の絞り込みから始められたとされている．その方針として，近年の論文につ

いては，現在ウエブ等で比較的容易に入手可能なことから，より古い時代の論文を優先的に収載する

ことに重点が置かれている．また，第1版に存在した「分岐過程とその他の確率過程」，「コーホート

と期間，単性・両性問題，標本抽出」の二つの部は省かれている．このことにより，本書は「生命表」，

「安定人口理論」，「予測の試みとその理論」，「パラメータ化と曲線あてはめ」「妊娠・出産の確率モデ

ル」からなる5部構成へとコンパクトにまとめられ，収載論文数も第1版の56本から35本へと減少した．

本書の第1版の重要な特徴として，単に数理人口学に関する論文の収載に留まらず，各部の冒頭に

SmithとKeyfitzによる解説が付されていることが挙げられる．この部分では，専門用語や記法，

原著者の意図とその20世紀数理人口学の中での位置づけ等が説明されており，数々の科学的知見を歴

史的背景に結びつける役割をも果たしている．そして，第2版では，WachterとLeBrasがこの部

分に適宜注釈を挿入し，第1版における解説部分の位置づけなどが現代的な観点からより明確となる

よう，説明が加えられている．

第1部「生命表」では，グラントやハレーの初期の生命表に関する論文等を含む9本の論文が収載

されているが，第2版の注釈として，簡易生命表の作成法は現在では歴史的価値しかないこと，また，

その後，比例ハザードモデルやバイオデモグラフィーなどによる生命表理論の展開がなされたことが

解説されている．第2部「安定人口理論」では，ロトカ等による安定人口理論の成立に関わる論文を

はじめ，高齢化の主要因が出生率低下であることを示したコールの安定人口理論の代表的応用など12

本の論文から成っている．これら第1部，第2部では第1版の全ての論文が残されているのに対し，

第3部「予測の試みとその理論」では半数以上の論文が省かれ，3本の収載に留まった．これは，主

に，エルゴード性に関する学術的知見の位置づけの変化が理由とされている．第4部「パラメータ化

と曲線あてはめ」では，ゴンパーツやメーカムの死亡法則，コール・ディメインのモデル生命表など

を含む8本の論文が収載された．この注釈では，第1版にも収載されているブラスのロジットシステ

ムは現在でも将来推計などで有用であること，また，第1版以降，リー・カーター・モデルやベイズ

統計によるアプローチなどの展開があったことが解説されている．また，第5部「妊娠・出産の確率

モデル」では，第1版の4本の論文から3本の論文が残されている．

いうまでもなく，人口学方法論の中心の一角をなすのは数理人口学的アプローチであり，新たな方

法論などを考察する時，数理人口学が歩んできた道程に立ち返ることによって学べることは少なくな

い．そして，本書によって，このような数理人口学の歴史に現れた様々な方法論をオリジナルの形で

見るだけではなく，それらの20世紀や現在における位置づけ，そしてその後の展開をも含めて俯瞰す

ることが可能となった．このような意味で，本書は，数理人口学に関心のある研究者のみに留まらず，

広く人口分析に携わる研究者にとって極めて有益な書であるということができよう． （石井 太）
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研究活動報告

第４回 ADBI-OECE-ILOアジアの移民に関する円卓会議

「アジアの移民に関する円卓会議」は，アジア開発銀行研究所（ADBI），経済協力開発機構

（OECD），及び国際労働機関（ILO）による共催で，2011年より定期的に開催されているものである．

今回は，同会合の4回目の開催であり，東京霞が関にあるADBI本部にて， 1月27～28日までの2

日間の日程で開催された．会合では，国境を越えた人的資本の形成（BuildingHumanCapital

AcrossBorers）について発表，及び意見交換が行われた．当研究所からは，厚生労働省からの依頼

を受け，人口動向部より是川が参加した．

会合では各国の移民送り出し政策担当者が，自国の政策を紹介するという部分と，国際機関や研究

機関の研究者がその要因や背景についての分析を紹介するという，主に2種類の発表から構成されて

いた．

会合では，高度人材について議論されると同時に，中程度の技能水準（IntermediateLevel）を持

つ人材が焦点となった．アジアの送り出しの多くが，送り出す自国民の技能水準の向上に努めると同

時に，受け入れ国である先進国の多くが，技能水準ごとに細分化された受け入れ体制をとっているこ

とが報告された．また，中国などの新興国を中心として，移民送り出しから受け入れへと転換する過

渡的な状態にあることが報告され，わが国の状況の国際的な位置づけについて浮き彫りとなった．移

民政策というフレームワークの国際的な標準化，高度化の動きが見られる中，わが国もそれに対応す

ることが急務といえる． （是川 夕 記）

オックスフォード大学日産日本研究所セミナーでの招聘講演

英国オックスフォード大学StAntony'sCollege内にある日産日本研究所（NissanInstituteof

JapaneseStudies）では，本年1月より数ヶ月にわたりSocialfactorsanddemographictrends,Ja-

panasacasestudyと題された週1回のセミナー，NissanInstituteSeminarinJapaneseStudies

を開催している．筆者は1月29日～2月1日の日程で同研究所を訪問し，1月31日に開催された同セ

ミナーにおいて招聘講演を行った．同大学の社会学・人口学部長に就任しているFrancescoBillari

教授やChrisWilson教授など多数の人口学者・日本研究者の参加があった．日本における初婚率の

低下やその背景を説明し，多重減少生命表の手法を用いて近年結婚した夫婦の特徴などを紹介した．

参加者は近年話題となっている婚活や少子化対策の成果などに関心が高く多くの質疑があった．同研

究所は社会史や日本文化の第一人者であるIanNeary教授，RogerGoodman教授をはじめ，教育

社会学者のTakehikoKariya教授，日本の家族問題に詳しいEkaterinaHertog氏，医療経済問題

を人口学の視点から幅広く研究しているHiroakiMatsuura氏などが所属している．講演前後の時

間にはこうした研究者らとイギリスの教育制度や家族政策，英国における日本に対する関心などにつ

いても幅広く議論することができ，大変有意義であった． （岩澤美帆 記）
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中国高齢化関連訪日団の来訪

2014年3月6日，秦洪明・中国科学技術部中国科技交流センター日本処長を団長とする11名の訪日

団が研究所を来訪した．これは日本を含む先進諸国に比べ，経済発展と社会保障制度の整備が不十分

な段階で高齢化が進む「未富先老」状況に危機感を抱いた中国政府が，日本の状況と対応を視察し参

考とするため，中央および地方の高齢者福祉担当者を派遣したものである．王振耀・北京師範大学中

国公益研究院長による中国の状況説明に続いて，本研究所からは筆者が日本を含む東アジアの人口高

齢化の状況を，小島克久・国際関係部室長が介護保険を中心として日本の社会保障制度について説明

した．説明と質疑応答は，中国語・日本語間の逐次通訳を通じて行われた． （鈴木 透 記）

2013年度第２回日本人口学会東日本地域部会

2013年度第2回日本人口学会東日本地域部会は2014年3月14日（金）に帝京大学霞ヶ関キャンパス

で行われた．20名を超える参加者があり，活発な議論がなされた．以下のように，既存統計から得ら

れないデータを推計，推定する試みの研究発表がなされた．

「高齢者居住安定確保計画策定マニュアルに関する一考察

―孤立的高齢単身者の将来推計―」 丸山洋平（慶應義塾大学）

「小地域人口統計の推定に関する新しい手法

―人口ポテンシャル概念を用いて―」 井上 孝（青山学院大学）

「配偶関係別純移動率の推計と国勢調査結果との比較：札幌市2005年-2010年」

原 俊彦（札幌市立大学）

「初婚関数の動態化について」 池周一郎（帝京大学）

（貴志匡博 記）

中国社会科学院社会学研究所合同ワークショップ

2014年4月3日，中国社会科学院社会学研究所の研究員・職員を招いて，合同ワークショップが開

催された．来所したのは，同研究所の呉小英博士・陳午晴博士・馬春華博士・石金群博士および殷維

氏の5名で，お茶の水女子大学の劉楠博士と康 氏が通訳として同行した．ワークショップは原則と

して英語で進められたが，難解な部分は中国語・日本語の逐次通訳，さらにはホワイトボートへの漢

字筆記まで駆使して意思疎通がはかられた．

まず林玲子・国際関係部長と呉小英博士がそれぞれの研究所について紹介した後，あらかじめ提出

されていた質問に答える形で，それぞれの国の家族変動・家族政策に関する報告がなされた．本研究

所からは，勝又幸子・情報調査分析部長，小島克久・国際関係部室長および筆者が，日本の家族意識，

女子労働力，離婚率，家族政策，福祉政策，社会保障制度等について報告した．社会科学院からは，

馬春華博士が中国の家族政策，出生率，一人っ子政策，ジェンダー平等，年金制度等について報告し

た．双方から活発な質疑応答が行われ，充実したワークショップとなった． （鈴木 透 記）

…………………………………………

………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………
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第47回国連人口開発委員会

1994年にカイロで開催された国際人口開発会議（InternationalConferenceonPopulationand

Development:ICPD）で採択された行動計画は20年を期限とし評価する，と決められており，その

期限である今年（2014年），「ICPD行動計画の実施状況評価」をテーマに，4月7日（月）から11日

（金）まで，アメリカ・ニューヨークの国連本部にて，第47回国連人口開発委員会が開催された．今

回は，阿部俊子衆議院議員，現地国連日本政府代表部より高橋克彦国連代表部公使及び日下英司一等

書記官，日本より外務省国際協力局の山谷裕幸国際保健政策室長及び社人研国際関係部長である筆者

が日本政府代表団として参加した．我が国の国会議員が当委員会に参加しステートメントを行うのは

初めてのことであった．また日本は副議長国となり，高橋公使が副議長および書記を務めた．

今年のICPD行動計画期限に向けて，2011年4月5日国連総会にて2014年以降もICPD行動計画

のフォローアッブを行うことが決定されており（A/RES/65/234），20年間の活動評価をUNFPAが

取りまとめたICPD行動計画グローバル・レビューは国連事務総長報告として今年2月に正式に公表

された（A/69/62）．この報告の要約版ともいえるものが今回の委員会の報告文書（E/CN.9/2014/4）

となっているが，大きな柱は①尊厳と人権，②保健，③人の移動，④ガバナンス，⑤持続可能性であ

る．今年9月22日には国連総会の特別セッションでこの報告内容をいかにポスト2015年開発アジェン

ダに組み込むかが議論される予定である．

今回の委員会では，例年よりも格段に多い，合計144カ国がステートメントを行い，この会議に対

する国際社会の関心の高さが伺われた．阿部議員による日本政府のステートメントでは，人口と開発

分野・ポスト2015年開発アジェンダに対する日本のコミットメントを表明し，特に女性の社会進出・

エンパワーメントに対する更なる支援，日本のこれまでの経験に基づく健康寿命推進のため，ユニバー

サル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を国際保健外交戦略として展開していくこと，また人口問題分

野における議員活動の重要性について述べた．その他，G77+中国，アラブグループやアフリカグルー

プといった国のグループ，国際移住機構（IOM）やILO，WHOといった国際組織，29のNGOがス

テートメントを行った．また第6回アジア太平洋人口会議（2013年9月16-20日，於：バンコク）に

て採択された「人口開発に関するアジア太平洋閣僚級宣言」を再確認する共同ステートメントがヴェ

トナム代表により行われ，日本を含めた24か国が名を連ねた．スウェーデン代表は，今ではこの分野

で進んだといわれるが100年前はヨーロッパの後進国であり不断の改革が実ったことを紹介，オラン

ダは若者代表が自身の経験を踏まえたリプロダクティブ・ライフについて紹介するなど，バラエティー

に富んだステートメントも多かった．印象的であったことは，アフリカ地域も含めた多くの国が，人

口高齢化，慢性疾患対策が重要な課題であると述べていたことである．

基調講演は1994年ICPDの時のUNFPA事務総長であったナフィス・サディク博士，予定されて

いたフィレンツェ大学のリビバッチ名誉教授に代わりミシガン大学のデヴィッド・ラム教授が行った．

肝心の委員会の決議文書であるが，会期前からその草案作成は紛糾し，会期中も合意はなかなか得

られず，最終日（金曜日）21時に本会議で最終案が提示されたがすぐに個別交渉となり，夜中1時に

議長は15分後に戻る，といいながら戻ってきたのは早朝5時，その間全参加国の代表は会議場その場

で適宜仮眠を取りながら，会議が再開されるのを待たざるを得なかった，というひどい状況であった．

結果提示された決議文書にはフィリピン，バングラデシュ，オマーン，イラン，ジャマイカなどより

「密室での決定で不明瞭」と大きく批判され，変更箇所はもとに戻されたうえで満場一致で採択され

た．しかし採択後29カ国が発言し，その多くは議事進行に不信感を表明し，ポスト2015年開発アジェ

ンダに向けて足並みのそろった人口と開発の国際的な合意ができた，というのにはほど遠い状況であっ

た．
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来年の第48回国連人口開発委員会は，「望む未来を実現する :人口課題を持続可能な開発に統合し，

ポスト2015年開発アジェンダに取り入れる」というテーマで行われることとなり，ベルギーが議長国，

副議長国はアジアからイラン，東欧よりセルビアと決まったが，アフリカ，中南米は未定である．

なお会期中には昼休みに多くのサイドイベントが催され，筆者はモルドバ主催の「人口変化と開発

過程を結ぶ」というイベントの中で，「経済発展と健康な人生に資する人材に対する投資 -日本にお

ける健康・教育・雇用のケース」と題するプレゼンテーションを行った．日本の発展に，人材開発が

重要な役割を果たしていることは国際的によく知られており，新興国にとっては日本の経験に興味が

あるだろうと，明治期からの教育水準の推移や1960～70年代の人口ボーナス，5S/TQM・現場主義

の紹介，寿命の伸長と国民皆保険，といった事項の歴史的推移を中心に紹介した．主催国のモルドバ

やスピーカーであったルーマニアでは人口流出・低出生率による人口減少が進行中であり，若者の人

材開発について，現代的な人口減少の文脈において日本が共有するべき情報や課題も多いのではない

かと思われた．

高齢化に関するサイドイベントは二つ開催された．一つは国連社会政策部・人口部・統計部の共同

主催「エビデンスに基づいた高齢化に対する政策形成」，もう一つはメキシコ主催の「人口高齢化と

健康・経済・家族システムへの影響」である．

前者では国連社会政策部・人口部・統計部による共同プロジェクトが立ち上げられ，今後の国際的

な開発目標に高齢化問題を組み入れていくためにまず必要となる高齢者の年齢別データの整備を今後

行っていく予定であるとの説明があった．世界的な人口高齢化は家族構成の変化をもたらすがその状

況にどう対応するのかという筆者の質問に対して，国連人口部ホルヘ副部長より，独居老人は子ども

や他人に従属せず独立して生活を営むことができるという意味で，ポジティブに認識するべきである，

という回答を得た．なお，2002年に開催されたマドリッド高齢者問題世界会議のフォローアップ会議

は今のところ未定とのことであった．

メキシコ・サイドイベントではメキシコにおける高齢化の状況，特に高齢者を支えるのは家族であ

り，高齢者施設はほとんど整備されていない状況，他殺による死亡率は高齢になるほど高いという統

計が示された．またパネリストとして登壇したヘレン・ハムリン国際高齢者団体連盟（IFA）国連主

要代表はポスト2015年開発アジェンダやSDG（持続可能な開発目標）の中に人口高齢化問題を組み

入れていくことが重要である，と述べ，会場からの同様のコメントに応じた．

（国連決議文はや本会合に関する文書類はすべて国連のwebで公表され，会議ビデオも閲覧可能

である．） （林 玲子 記）

アメリカ人口学会2014年大会

アメリカ人口学会（PopulationAssociationofAmerica）の2014年大会が5月1日～3日の日程

でマサチューセッツ州ボストンにて開催された．今次大会は2,200人近くが参加した．ペーパーセッ

ションは合計で227あり，各セッションに対して4つの報告がなされた．分野ごとには，「出生・家族

計画・性行動・リプロダクティブヘルス」（35），「結婚・家族・世帯・連帯」（29），「子ども・若者」

（19），「健康・死亡」（44），「ジェンダー・人種・エスニシティ」（9），「移民・都市化」（18），「経済・

労働力・教育・格差」（24），「人口・開発・環境」（13），「人口・高齢化」（14），「データ・方法論」

（16），「応用人口学」（6）となっていた．日本ではあまり多くない健康・死亡のセッションも全体の

約2割を占めており，健康・死亡研究の現状がわが国とは大きく異なっているのが印象的である．ま

た，ポスターセッションは9セッション（各90報告程度）設けられていた．同学会では，ほぼ同規模
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の大会を毎年開催しており，世界の人口学における研究動向を知る上で貴重な機会を提供している．

当研究所からは，石井太人口動向研究部長，岩澤美帆人口動向研究部室長，菅桂太国際関係部室長，

是川夕人口動向研究部研究員，鎌田健司人口構造研究部研究員と筆者の6名が参加した．このうち，

石井部長がセッションModelsforMortalityAnalysisにて ・AnalyzingtheTrendsoftheModal

AgeatDeathUsingtheLinearDifferenceModel・，岩澤室長がセッション ・FertilityIntentions

andInfluencesUpon・にて ・TheRoleofGenderPreferencetotheThirdBirthinJapan:Magni-

tude,TrendsandImplications・の報告を行った．ポスターセッションでは，岩澤室長が ・Remar-

riageinJapan:A FirstLook・（ウィスコンシン大学・レイモ教授との共同報告），菅室長が

・AMultistateLifetableAnalysisfortheEffectsofthe1stMarriageandMaritalReproduction

onFertilityinSingapore・，是川研究員が ・ImmigrantOccupationalAttainmentinJapanandIts

Determinants:IsIta・StructuredSettlement・?・，鎌田研究員が ・RegionalChildcareAvailability

andIndividualReproductiveBehavior:AMultilevelAnalysisofSecondBirthsinJapan・と

・SpatialVariationsinCovariatesonMarriageandMaritalFertility:GeographicallyWeighted

RegressionAnalysesinJapan・，筆者が ・AchievingDesiredFamilySizeinJapan:Socio-

DemographicCausesoftheDiscrepancies・の報告を行った．

年次大会の開催期間中には，これらの通常のセッション以外にも特別なセッションがいくつか開催

されるが，これらの中には2020年米国センサスにおける考え方をセンサス局長が解説する ・Innova-

tionsin2020Census・など興味深いセッションが見られた．また，筆者らが参加した「人口・高齢

化」のセッションでは，65歳以上を高齢人口とする従来の定義に対し，平均余命が15年となる年齢を

高齢人口と定義し直し，従属人口指数をはじめとする各種人口指標を計算しなおす試みなどが示され，

大変興味深いものであった． （福田節也 記）
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